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な原則を取りまとめたもの 」と定義 
する。

運用開始から4年。2018年6月には
初の改訂コードが公表された。そこ
で、本特集では、改訂コードで従来
よりも重要性を増した社外取締役に
焦点を当て、その役割と責務、日本
企業がグローバル競争力を高めるた
めに社外取締役をどのように活用し
ていくべきかについて論じる。

2014年6月、日本政府は「日本再
興戦略 」において、成長戦略のアク
ションプランの一つとして「コーポ
レートガバナンス」の強化を掲げた。
日本企業の成長を促進し、その価値
向上を高めることを目的とする取り
組みである。それを受けて、2015年
に「コーポレートガバナンス・コー
ド」は運用開始された。本コードにつ
いて金融庁は、「実効的なコーポレー
トガバナンスの実現に資する主要



© 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm 
of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights 
reserved. 

特
集

4 KPMG Insight  Vol. 36   May 2019

特集①

4 KPMG Insight  Vol. 34   Jan. 2019

コーポレートガバナンス改革「第2フェーズ」
～社外取締役の役割と今後の展望

対談

三菱化成工業株式会社（現三菱ケミカル株式会社）、メリルリン
チ・フューチャーズ・ジャパン株式会社を経てメリルリンチ日本
証券株式会社に入社。2001年にメリルリンチ日本証券株式会社代
表取締役社長に就任する。世界銀行グループ多数国間投資保証機
関（MIGA）長官、大阪証券取引所社外取締役など国内外の社外取
締役、アドバイザー等に従事し、現在はANAホールディングス株
式会社、株式会社みずほフィナンシャルグループ、三井物産株式
会社などの社外取締役、公益社団法人経済同友会副代表幹事を務
める。

小林　いずみ 氏
こばやし　いずみ

ANA ホールディングス株式会社社外取締役
株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役
三井物産株式会社社外取締役
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コーポレートガバナンス・コードが改訂されて間もなく1年。改訂コードには、「取締役会メンバーの多様性確
保等」「CEOの選解任・報酬決定手続の強化と独立した指名・報酬委員会の活用」などのポイントが盛り込ま

れ、コーポレートガバナンス改革は「第2フェーズ」に入った。改革の推進にあたり、企業にとって社外取締役の役割
がますます重要性を増している。
今回は、取締役会の機能、そのなかでの社外取締役の役割やダイバーシティの重要性について、メリルリンチ日本証
券社長やMIGA長官を経てかずかずの企業の社外取締役を歴任されている小林いずみ氏にお話しをお伺いする。

取締役会の機能のあり方
大塚：社外取締役は取締役会においてそ

の役割を果たすことになりますが、専門

家や投資家と話していると、取締役会の

機能そのものが、日本と欧米では違いが

あると感じられます。先日、ACGA（アジ

ア・コーポレート・ガバナンス・アソシ

エーション）のジェイミー・アレン事務局

長とお話した時も感じました。これは歴

史的な背景もあると思いますが、日本に

は意思決定機能を重んじる企業が多いよ

うな気がします。一方、欧米では監督機能

を中心に考えるのが主流ですから、こう

した取締役会の機能の違いがあると思い

ます。

　多くの日本企業のように意思決定機能

に重点を置く場合であっても、いかに監

督機能を発揮するのか考えないといけな

いと思いますが、日本企業における取締

役会の機能について、小林さんはどのよ

うにお考えですか。

小林：取締役会では、様々な案件が検討

されます。そのなかで、その案件がどのよ

うな考え方や視点で議論され意思決定さ

れるかということと、その意思決定が適

切であるかを監督することは、どちらも

重要です。意思決定機能と監督機能がそ

れぞれで機能するものでもないと思いま

すから、それらをまったく切り離してし

まうのは現実的ではない気がします。

　意思決定機能がまったく機能していな

いのは論外として、ある程度は取締役会

が意思決定に関与していくことも必要だ

と思います。監督機能だけではなく、特に

大きな投資案件などの場合は意思決定の

力がなければ、取締役会はその機能を発

揮できないのではないでしょうか。

大塚：それは非常に興味深いですね。

小林：リーマンショックが起きたときに、

私はアメリカの企業で働いていました。

本社のボードではありませんでしたが、

リーマンショックのプロセスを見ていて、

欧米企業の取締役会のあり方に大いに懐

疑的になったものです。

　当時、ウォール・ストリートの多くの企

業の取締役会では、CEOのみが社内の人

間でした。その他は全員社外の人間で、彼

らが監督機能を担っていましたが、彼ら

に本当に監督できるのか、本当に内部の

ことがわかるのか、と思いました。社内の

人間の都合のよい説明だけを聞いて、そ

れで判断しているのではないかと。どれ

くらい現場の話が耳に入っているか、ど

のようなプロセスで執行が行われている

か。相当の情報がなければ、適切な判断は

できないと思うのです。

　リーマンショックが起きる前は、取締

役は全員社外の人間がやるべきだといっ

た議論もありましたが、私は必ずしも社

外の人間だけでやるのがベストだとは思

いません。

大塚：それは、欧米を中心とした海外の声

に過剰に反応すべきではないということ

でしょうか。

小林：ベストは何かということを探すべ

きだということです。

大塚：確かに、意思決定機能が必要という

なかでも、ガバナンスという意味では監督

機能も果たさなければグリップが効かな

いように思えます。こうした取締役会に

おける社外取締役の役割についてはどの

ようにお考えでしょうか。

小林：社外取締役の役割は株主の代表と

いうだけではなく、私は社会や顧客など

他のステークホルダーから「どのように

会社が見えるか」という視点に立ち、利益

を最大化していくことに貢献することだ

と考えています。

　企業にはそれぞれの形態やビジネスが

ありますが、様々なステークホルダーの

なかのどこに軸足を置くかは、その企業

によって変わってくるのではないかと思

います。

社外取締役に求められる「洞察
力」と「質問力」

大塚：取締役会が意思決定に積極的に関

与していくということについて、日本の

企業には構造的な課題があるような気が

大塚　敏弘
おおつか　としひろ

有限責任 あずさ監査法人 専務理事
KPMGジャパン コーポレートガバナ
ンス CoE 統括パートナー
2003年あずさ監査法人代表社員就任。
2017年専務理事に就任。現在は有限責任  
あずさ監査法人専務理事（HR統括）、を務
める。
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します。それは、各ラインのトップが、そ

のラインの利益代表のような形で取締役

会に出席した場合です。その場合、個別最

適の視点から自分の事業の利益を主張す

る、あるいはお互いに何も言わない不可

侵な状態に陥ってしまうのではないで

しょうか。そのような場合、取締役会が実

のある機能を果たすために、社外取締役

はどうしたらいいと思いますか。

小林：二つ考えられます。一つは社外取締

役が忖度しない人であることです。社外

取締役は、社外取締役としての責任を

負っていますから、自分が考えているこ

とや懸念材料をストレートにぶつけるこ

とができる、そういう覚悟を持っている

ことが必要です。

　もう一つは監査役との連携です。これ

は最近私が強く感じるところです。監査

役は、社外を含めた取締役が見ることが

できない細部までよく見ているものです。

取締役会に上がってきていないけれども

取締役が知ってなければいけない情報を

事前に共有していただける、あるいは取

締役会でお話していただけるということ

が非常に重要です。社内・社外にかかわら

ず、常勤の監査役が中立な立場で見てい

てくれるのが一番理想であると言えます。

大塚：なるほど。それは委員会方式では監

査委員とか、監査等委員ということにな

るのでしょうか。

小林：取締役会の監査等委員会でも、社

外ではやはり限界があります。ですから、

適任なのはやはり常勤の監査役です。と

いうのも、常勤の監査役は内部昇格の

方々が多く、内部の情報に詳しいからで

す。ですから、彼らが本当に中立的な立場

で監査するということがとても重要です。

中立的な常勤の監査役と社外取締役・監

査役との連携こそ、ここ何年か変化して

いくなかで一番価値があると、私は思っ

ています。

大塚：その意味では、紙面に現れる内部情

報だけではなく、例えば、取締役を務める

人の性格や行動パターンに関する情報な

どのインフォーマルな情報も必要になる

ということですね。

　ところで、社外取締役もその機能を果

たすうえでは求められる資質があると思

います。

　KPMGジャパンでは、2018年に社外取

締役からみた取締役会の課題について意

識調査を行い、その結果をまとめた「コー

ポレートガバナンスOverview 2018」を

発行しました。社外取締役に必要な資質・

能力についてアンケート調査したところ、

85％もの方が「潜在的なリスクを把握す

る質問力」と答えています（図表1参照）。

小林：社外取締役の一番の力は、私も「潜

在的なリスクをあぶり出すことのできる

質問力」だと思っています。その業界に対

しての知識・知見は、やはり執行の方たち

のほうが圧倒的に詳しいですし、社外取

締役にそこまでの知識を求めるのは難し

いでしょう。もちろん、ある程度は必要で

すが、それよりも、内部の議論に収束しが

ちなメンバーに対して、「世の中はこうい

うふうに見ていますよ」「投資家はこうい

う視点で物事を見ますよ」ということを喚

起できる質問力を持っていることが重要

です。

　また、これはなかなか難しいことです

が、取締役会に上がってきた案件に隠れ

ているリスクはないかを発見する嗅覚み

たいなものも欲しいですね。

大塚：自社に都合の悪いことを隠してな

いかということですね。

小林：隠していないか、あるいはオブラー

トに包んで見えないようにしているか。

さすがに隠している人はいないとは思い

ますが、「強調しない」ということはありま

す。議事を提案してくる人たちは、基本的

にその議案を通したいわけですから。で

すから、そこで何をあぶり出すか、つまり

は質問力がとても重要になってくるとい

うわけです。

|図表1　社外取締役に求められる資質

Q. 社外取締役としての日々の業務において、特に必要とされる資質・能力について以下の項目から３つお選びください。

85%

65%

36%

34%

26%

21%

19%

8%

潜在的なリスクを把握する質問力

経営者としての経験

業界に対する知識

財務リテラシー（コーポレート
ファイナンスやM&A等）

国際的なビジネス経験

企業法務に関する専門知識

会計・税務に関する専門知識

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 90%80%

（n=584）
（複数回答）

出所：コーポレートガバナンスOverview2018 
　　　P26　図表II-4 社外取締役としての日々の業務において、特に必要とされる資質・能力　　
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ジェンダー、専門性、国際性、世
代……社外取締役の多様性が未
来の企業を支える
大塚：2018年に改訂されたコーポレート

ガバナンス・コードには、新たに社外取締

役の多様性も入りました。社外取締役の

多様性としては、どのようなものが求め

られていると思いますか。

小林：ダイバーシティについては、異なる

バックグラウンドの方がいたほうが取締

役としては安心です。たとえば、自分の専

門ではない領域に対して別の方が踏み込

んだ質問をしてくれると、議論に参加す

るうえで非常に心強いです。

　ダイバーシティというと、日本ではど

うしてもジェンダーと捉えられることが

多いですが、それだけではありません。先

ほどのバッググラウンドもそうですし、グ

ローバルの視点からその企業がどのよう

に見られているのかという国際性のダイ

バーシティもあります。

　最近よく思うのは、世代のダイバーシ

ティがどの企業でもまだまだ足りていな

いということです。特にテクノロジーに

ついてはそうです。今の時代、テクノロ

ジーが事業のドライバーになっています

から、5年後、10年後に、その企業や業界

がどのように変貌できるかという議論を

していくとき、テクノロジーに強い世代、

あるいは将来の社会のニーズに対して敏

感な世代が何らかの形で取締役会に関与

する必要があるような気がします。

　ただ、テクノロジーに強い世代というの

は年齢的に若い層が多いので、取締役の

候補となるには難しい面があるのが現状

でしょう。でも、将来を見据えれば、企業

はもう少し斬新に考えて、そうした人材

を社外取締役に登用すべきだと思います。

大塚：その発想は、我々がコーポレートガ

バナンスの調査・分析をするうえではな

かなか出てきませんでした。以前よく「ミ

レニアル世代」と言われましたが、まさに

そういうことなのですね。

小林：私自身、実際に取締役をやってい

て、そこがとても不安になります。我々の

決断や議論が、本当に10年後のビジネス

モデルに対して正しい方向に向かってい

るのか。これが、なかなか検証できていま

せん。

大塚：おっしゃるとおりです。しかも決め

ている人は、もしかしたら10年後には一

線を退いている可能性もありますからね。

小林：そのとおりです。こういう時代だか

らこそやはり、そういう声もあったほう

がいいのではないかと感じています。

社外取締役は、企業が適切にリ
スクを取れるよう背中を押してく
れる存在

大塚：コーポレートガバナンス・コードで

は、企業の持続的な成長と中長期的な企

業価値の向上が期待されています。この

企業価値向上との関連において、取締役

会の機能はどのように考えたらよいので

しょうか。

小林：短期の業績などは執行側が一番よ

くわかっているわけですが、短期的な議

論に終始してしまうと、長期的な成長を

阻害する判断をしてしまうかもしれない。

会社の議論や判断は、あくまでも中長期

の成長シナリオとストーリーがあっては

じめてできることです。社外取締役とい

うのは、中長期の視点でどのようなス

トーリーが最もこの企業を成長させるこ

とができるのか、というところに視点を

置くべきだと思っています。

大塚：まずは執行側が、中長期の視点から

ストーリーをきちんと描ける必要があり

ますね。そのためには、やはり社外取締役

の役割は大きいですね。

小林：そうですね。そのストーリーに基づ

いて、執行側が今期や来期の対応を考え

ていくことになりますし、それが中長期

の視点から整合性があるか、どのように

実行していくのかを確認するのが、社外

取締役の役割だと思います。中長期での

価値創造ストーリーを描くところで、社

内と社外が協働し、議論を重ねていくこ

とが重要ですね。そしてその上で執行が

それを実行しているかを監督します。

|図表2　社外取締役がリスクテイクの観点から重視するポイント

出所：コーポレートガバナンスOverview2018 

Q. 社外取締役としてリスクテイクの観点から重要と思われるものを３つお選びください。

長期戦略（中期経営計画期間以上）の策定

その他

89%

65%

61%

32%

30%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 100%90%80%

事業ポートフォリオの組替え

資本生産性の向上
（資本コストを上回るリターンの獲得）

投資計画の拡大

SDGs・ESGへの積極的な対応

（n=579）
（複数回答）

　　　P25　図表II-2 社外取締役としてリスクテイクの観点から重要と思われる事項
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大塚：さきほどご紹介した2018年に実施

した意識調査では、「リスクテイクの観点

から重要と思われる事項」という質問に対

して、実に89％の人が「長期戦略（中期経

営計画期間以上）の策定」が重要と回答し

ています（図表2参照）。

　社外取締役にとってのリスクテイクと

はどういうことを指しているのか、小林

さんはどのようにお考えですか。

小林：リスクテイクに関して言えば、私は

アクセルとブレーキの両方を一度に踏む

ことが必要だと思っています。ここでい

う「アクセルを踏む」というのは「アクセ

ルを踏んでリスクを取らせる」という意味

ですが、これは実は「何もしないリスクを

排除する」ということを意味します。中長

期のストーリーの中で、「今ここでこのリ

スクを取らなければ、次の段階には行け

ないですよ」と、「背中を押す」ということ

です。

大塚：それはリスクを取らなければ縮小

再生産になってしまうからということで

しょうか。

小林：そうです。日本の企業の多くは、ど

ちらかといえばリスクを取ろうとしませ

ん。より正確に言えば、自分たちがわかっ

ているリスクは取ります。でも、取ろうと

しているそのリスクは、もしかすると、本

来は取るべきリスクではないものかもし

れません。そういう意味で、アクセルも実

は違う意味でのリスクを排除することだ

と思うのです。

　要するに、リスクテイクをするというこ

とは、まさに中長期の成長において、ここ

でリスクを取らなければ、成長のベース

ができない、ということなのです。このよ

うな視点から考えると、取締役がリスク

テイクのアクセルを踏むことは重要なこ

とです。

大塚：リスクテイクといっても、何も考え

ないでテイクしていたら、それは単なる

無謀な行為ですよね。その意味では、広い

意味でのリスクマネジメントのなかでの

リスクテイクであると、私は思います。こ

れは会計士的な発想なのかもしれません。

ですが、小林さんの今のお話では、機会

損失のリスクも、リスクマネジメントの範

疇になるということのような気がします。

小林：リスクをテイクするには、リスクを

取る・取らないのプロズ＆コンズを検討

する必要があります。そのときに、明らか

にダウンサイドで自分では管理しきれな

いリスクは取るべきではありません。し

かし、ある程度管理できる目処が立って

いて、しかもアップサイドがそれよりも

あるならば、そのリスクは取るべきとい

うことになります。日本の企業の場合、リ

スクマネジメントはいかにしてリスクを

ゼロにするかという議論になりがちです

が、そうするとリターンもないわけです。

いかにプロズ＆コンズをしっかりとかつ

効率的に検討できるかが重要になります。

大塚：すごく説得力があります。ダウンサ

イドのリスクだけではなく、潜在的なリ

ターンの可能性も勘案し、それを含めた

リスクマネジメントのなかでリスクテイ

クをしていく、ということでしょうか。そ

して、社外取締役は、状況によってはその

リスクを取ることを促すことがある、と

いうことですね。こういうことを、ぜひ世

の中全体に伝えたいですね。

CEOの選解任には、社内の「暗
黙の了解」に左右されない視点
が不可欠

大塚：小林さんは大手外資系金融機関で

CEOのご経験もおありですし、現在も社

外取締役として様々な企業でCEOの選解

任に関与されていらっしゃいます。そこ

で、これまでのご経験を踏まえて、CEO

の選解任における社外取締役の役割につ

いてお聞かせください。
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小林：一つは、社外取締役がある程度

CEO解任の権限を持っているということ

が重要だと思います。これは、実際に行使

するかどうかという問題ではなく、権限

を持っていることがCEOの暴走に対して

の牽制になりますので、担保しなければ

いけません。

　一方、CEOの選任は難しいものがあり

ます。日本の企業の場合、ほとんどの

CEOが生え抜きの人材です。昇格してき

た人材の中で誰が一番適任かを社外取締

役が100％純粋に決めるというのは容易

ではありません。そのため、候補者の育成

プランに社外取締役がどれだけ関与でき

るかが重要となります。

　そもそも、CEOの候補には、いろいろ

なタイプの人を揃えなければなりません。

なぜなら、どのタイプの人がCEOに適し

ているかは、それぞれ企業によって、また

そのとき企業が置かれている環境によっ

て違うからです。たとえば、右肩上がりに

順調に業績が伸びている場合、攻めが得

意なタイプの人をCEOにしたほうが成長

します。でも、企業が問題を抱えていると

きには、その問題の本質をあぶり出し、そ

こを解決していくようなことを得意とす

るタイプをCEOにしなければ危機的状況

に陥ってしまうでしょう。

　そうなると、CEO候補者を社内から発

掘して育成するというプロセスをどのよ

うに構築していくか。それも、指名委員会

の役割の一つではないかと、私は思い 

ます。

　また、社外取締役は、いろいろな機会を

作ってCEO候補者と接点を持っておくべ

きです。彼らの性格とスキル、人となりを

ある程度、理解しておかなければ、本当に

次のCEOを選任するとなったときに、そ

の企業の状況に対して、どの候補者が一

番マッチしているかを判断できません。

　そのときの状況にもよりますが、CEO

の選任プロセスというのは、やはり現

CEOと執行側の人たちも含めて議論し、

最終的に決めるというのが一番妥当なの

ではないかと思います。

大塚：今のお話からは、CEOの選任にお

ける社外取締役の役割も、さきほどの取

締役会の機能におけるそれと近いものが

あるような気がします。そういう意味で

は、CEOの選任でも社内とは異なる視点

が必要ということでしょうか。社内だけ

で決定してしまうと、何となく「次は彼

だ」みたいな雰囲気ができてしまっていた

りしますよね。

小林：日本の企業の多くにはそのような

暗黙の了解があります。それが、企業が置

かれている環境が大きく変わった場合、

その人ではCEOとしてワークしないかも

しれません。

大塚：旗が立ったときの時代はよかった

かもしれないけれども、企業は生き物の

ように常に変わっていくものですし、外

部環境も激変しますからね。その企業の

状況に合ったCEOを選ぶには、候補者の

育成の段階から社外取締役の視点と関与

が重要ですね。

今後のコーポレートガバナンス
への期待

大塚：さきほど、常勤の監査役との連携が

重要とおっしゃっていましたが、外部の

監査法人に対してどのような期待をされ

ているでしょうか。

小林：監査法人は、内部の監査役とはまっ

たく違う、独立した視点で見ています。会

計監査の専門の方が必ずしも取締役会、

監査役会のなかにいるとは限りませんの

で、監査法人にはそういう視点でのコメ

ントをいただけるとありがたいと思い 

ます。

　私はどこの会社でも、社外の監査役、

監査法人との面談の機会を設けてくださ

いとお願いしています。そういう場を使っ

て、「実はこういうことについて大きな見

解の違いがあります」とか、「収束はしたけ

れど、こういうことが議論の要点になり

ました」というようなことを共有していた

だけると、我々もものを見るときの視点

として非常に役に立ちます。

大塚：多様な視点の一つということです

ね。会計監査の仕事をしていると、最近は

必ずしも経理ラインだけで済まない、単

なる開示の問題ではない話が増えてきて

いるのをひしひしと感じます。入り口は

財務情報や開示だとしても、突き詰める

と財務経理だけではおさまらない話も非

常に多いですね。

小林：そうですね。開示で問題になること

というのは、実は財務経理の世界だけで

はなく、別のところに根本的な原因があ

ると思います。

大塚：最後に、今後の社外取締役の展望

と、日本のコーポレートガバナンスに対

する期待をお聞かせください。

小林：今後さらに社外取締役が増えてく

ると思いますが、やはり社外取締役とは

何か、社外取締役を務めるにあたって自

らが負う責任や役割について、しっかり

と考え、勉強する場がないといけないと

思います。

　また、コーポレートガバナンス・コード

は導入されてまだ間もないので、各社と

にかく形を整えることから対応されてい

ますが、これが形だけではなく本質的な

考え方を議論する体制に進化していける

かどうか。ここに期待しています。

本稿に関するご質問等は、以下に記載の
メールアドレスにご連絡くださいますよう 

お願いいたします。
 

KPMGジャパン 

marketing@jp.kpmg.com



© 2019 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent 
member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.10 KPMG Insight  Vol. 36   May 2019

特集

社外取締役の「現在地」と「未来像」

KPMGジャパン　
コーポレートガバナンス  センター・オブ・エクセレンス（CoE）

（取締役会・リスクマネジメント担当）
パートナー　林　拓矢

コーポレートガバナンス・コードの適用開始により、日本企業にとってのコーポレー
トガバナンス改革がスタートを切ってから4年が経とうとしています。当時と比較す
ると、日本企業のコーポレートガバナンスにおける社外取締役の位置づけは大きく
変化しました。また、2018年6月のコーポレートガバナンス・コード改訂を機に、社
外取締役の在り方をさらに見直す企業も増えてきています。
本稿では、さらに重要性を増す社外取締役の「 現在地 」を確認するとともに、今後、
社外取締役に求められるであろう「未来像」について考察します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

林　拓矢
はやし　たくや

2point 社外取締役の「未来像」

CEOや監査役と連携しつつ、事業戦略
や事業の現場により踏み込んだ監督が
期待される。

1point 社外取締役の「現在地」

コーポレートガバナンス・コードの要
請を受け、社外取締役の重要性はさら
に増している。

3point 企業としての対応

社外取締役が事業戦略や企業文化を
より理解する機会を提供する必要が
ある。
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I . 社外取締役の「現在地」
日本企業の社外取締役の「現在地」を一言で表現するならば、

「コーポレートガバナンス・コードの改訂により、さらに重要性を増

してきている」です。その根拠として、以下の「3つの貢献」が挙げら

れます。

1. 指名・報酬を通じた監督への貢献

コーポレートガバナンス・コードの改訂により、補充原則4－10

①において、監査役会設置会社または監査等委員会設置会社で独

立社外取締役が取締役会の過半数に達していない場合、独立社外

取締役を主な構成員とした任意の指名委員会・報酬委員会を設置

することが求められることになりました。東証一部上場会社のうち

指名・報酬に係る委員会を設置している企業は、2018年12月末時

点で4割を超えており、JPX日経400対象銘柄企業に限れば7割を超

えています（本誌 特集③「コーポレートガバナンスの課題とあるべ

き姿」図表1参照）。

これらの会社では、任意の指名委員会・報酬委員会を設置する場

合、「社外取締役を主な構成員とする」という趣旨に鑑み、指名・報

酬委員会の構成員の過半数を社外取締役としているか、委員長を

社外取締役としていることが多いようです。これにより、経営陣幹

部・取締役の指名・報酬についてCEOが専権事項として決定すると

いう従来のスタイルを脱却し、社外取締役がより独立的・客観的な

立場で経営陣幹部・取締役の指名・報酬の監督について貢献するこ

とが期待されています。

2. 多様性ある取締役会への貢献

コーポレートガバナンス・コードの改訂により、原則4－11では

取締役会としての多様性の観点として「ジェンダーや国際性の面

を含む」ことが明記されました。取締役会の多様性の在り方は取締

役会の機能の在り方に連動しており、取締役会としてどのような意

思決定・監督の機能を果たすべきと考えるかによって、どのような

人材を取締役として配置すべきかが定義づけられます。このため

「ジェンダーや国際性」はすべての上場会社にとって必須の要件と

まではいえませんが、多くの企業がグローバルに事業展開するなか

で、この要件をいかに充足すべきかを検討しています。

日本企業の現状に鑑みると、事業のトップ（執行役員等）に女性

が就任したり、海外子会社の外国人トップを本社執行役員に登用

したりといった事例が増えてきてはいるものの、社内取締役に女性

や外国人を登用している例はまだまだ僅かです。多くの日本企業で

は、今後、中期的な観点で女性や外国人の社内取締役登用を視野

に入れた社内人材育成を進めるという段階にあると思われます。

このため、短期的に女性や外国人の取締役を選任する場合、社外

から招聘するという方法が現実的な解決策となっています。グロー

バルでの経営経験や他社での取締役経験を持つ女性および外国人

人材が社外取締役として登用されることを通じて、日本企業の取

締役の多様性確保に貢献しているといえるでしょう。

3. 取締役会における審議の活性化への貢献

コーポレートガバナンス・コードの原則4－12において、「取締役

会は、社外取締役による問題提起を含め自由闊達で建設的な議論・

意見交換を尊ぶ気風の醸成に努めるべきである」とあるように、取

締役会では活発な審議を行うことが求められています。一方で補

充原則4－11③により求められる取締役会の実効性の分析・評価に

おいて、多くの日本企業では、取締役会における審議の活性化が課

題として認識されました。

取締役会での審議を活性化させる策の一つとして、各企業の取

締役会において社外取締役による質問や助言をより多く求めるよ

うになってきています。社内取締役の多くは業務執行を兼ねている

ことから、取締役会以前に経営会議等の執行の会議体において執

行部門の代表としてすでに戦略の審議を終えているため、取締役

会において社内取締役が改めて積極的に質問や意見を述べること

は少ないようです。このような背景から、取締役会の審議は社外取

締役によるリードが不可欠の要素となっています。

各企業のCEOや取締役会議長からも、取締役会での審議におけ

る社外取締役の役割の重要性に言及されることがよくあります。単

に社外取締役自身の発言を期待しているということだけでなく、そ

れらの発言を通じて社内取締役に新たな気づきを与え、社内取締

役も巻き込んださらなる議論に繋がるという効果も感じられてい

るようです。

このように、日本企業の取締役会が単なる決裁の場ではなく審

議の場として機能するために、社外取締役は中心的な存在として

今後もさらに貢献することが期待されています。

II. 社外取締役の「未来像」

日本企業における社外取締役の「未来像」を考えるにあたり、ま

ずは「米国企業の取締役会の重要課題」を紹介します。コーポレー

トガバナンスに関する議論において、少なくとも日本よりも歴史の

ある米国企業の取締役会の現状は参考になると思われます。また、

米国企業の取締役会においては社外取締役が多数派であることか

ら、米国企業の取締役の関心事を知っておくことは日本の社外取

締役の役割を考えるうえで有用となります。
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1. 米国企業の取締役会の重要課題（2019年版）

米国KPMGは、2018年の1年間の調査研究と各社の取締役や産

業界のリーダーとの意見交換の結果を基に、米国企業の取締役会

が2019年に焦点を合わせるべき重要課題として、以下の7項目を提

起しています。

（a）  取締役会の構成員の多様性は保たれているか、戦略や将来
的なニーズと一致しているか

（b）  デジタル技術の革新がもたらす創造的破壊をリスク管理と戦
略に結びつけることは、いまだかつてなく重要かつ困難であ
ると認識する

（c）  企業が長期的な価値創造に焦点を合わせ、すべての重要な
利害関係者の見解を理解するよう手助けする

（d）  CEOの後継者計画および全社的な人材開発を優先事項とす
る

（e）  企業文化を戦略的資産および非常に重要なリスクとして、評
価、監視、強化する

（f）  サイバーセキュリティおよびデータの機密性保護をリスク管
理上の課題として、引き続き取締役会での議論を強化する

（g）  企業の危機回避策およびその準備状況について再評価する

取締役会の構成員の多様性やCEOの後継者計画など、現時点に

おける日本企業のコーポレートガバナンス上の課題と共通する事

項も挙げられています。

一方で、事業の具体的なリスクに踏み込んだ課題認識について

は日本企業との違いも見られます。たとえば、デジタル技術による

創造的破壊を企業の戦略とリスクにいかに結びつけるか、あるいは

サイバーセキュリティなどの具体的なリスクに取締役会としてい

かに向き合うか、などです。また、いわゆるESGをはじめとする企

業の長期的な価値創造、企業文化といった企業の持続的な成長に

かかわる論点も見られます。

そこで、次に、これら米国企業との課題認識の相違点に着目し、

日本企業の社外取締役が将来求められる役割について考察します。

2. 日本企業の社外取締役に求められる役割

米国企業の取締役会の重要課題の内容を鑑みると、日本企業の

社外取締役には、事業戦略や事業の現場により踏み込んだ助言・監

督が、将来的には求められるであろうと考えられます。そして、そ

のためには、CEOや監査役との連携を深め、さらなる機能発揮が期

待されることになるでしょう。

（1） 事業戦略や事業の現場により踏み込んだ助言・監督
① 事業リスクへの理解
これまでの社外取締役は、取締役会における「ブレーキ役」と位

置づけられることが多く、どちらかというと個別案件において潜在

リスクを明らかにし、リスクコントロールを促す役割が期待されて

いると考えられます。

しかし、今後、社外取締役に求められるのは、単に個別案件のブ

レーキとしての役割だけではありません。経営者の示す戦略が株

主・投資家やそれ以外のステークホルダーにとって最適なものと

なっているかを積極的に評価し、具体的なリスクについてリスクテ

イク／リスクコントロールの判断を支援する役割を担うべきと思わ

れます。たとえば、デジタル技術が自社の戦略に与える影響を検討

し、リスクと機会を明らかにしながら、取締役会としての意思決定

をリードすることなどです。そのためには、社外ならではの具体的

な事業リスクへの理解（専門的知識だけでなく、他業界での対応の

経験なども含みます）を、自社の事業環境も踏まえながら取締役会

に還元していくことが求められます。

② 企業文化への理解の深化
社外取締役として役割を発揮するうえでの難しさとして、企業文

化の理解が深まらないことがよく挙げられます。米国企業の取締役

会の重要課題に見られるように、企業文化は戦略的資産とも、リス

クともなりうる重要な要素です。また、実際に日本企業において昨

今発生している不祥事等の事例を見ても、企業文化にその原因が

あるとされているケースが多く見られます。

これからの社外取締役には、積極的に事業の現場に触れ、そこで

働く従業員と意見交換を行うことにより、企業文化についてより深

く理解し、自らの助言や質問が企業の持続的な成長に資する実効

性あるものとしていくことが期待されます。

（2） CEOや監査役との連携によるさらなる機能発揮
① CEOとの適切な関係
近年、米国においても、CEOと取締役会議長・筆頭取締役（Lead 

director）等の連携・牽制関係が議論となっています。事業戦略を客

観的にかつ具体的に評価するためには、単に牽制関係をつくるだけ

ではなく、信頼関係を築くことも重要と認識されてきています。

これまでの日本企業の多くは、社外取締役に対してすべての情

報を開示すべきではなく、企業文化などを含めてすべてを理解して

もらう必要はないという認識が強くありました。しかし、社外取締

役が戦略を正しく評価し、具体的なリスクを指摘するには、CEOを

中心とした経営陣が戦略に込めた意思や前提となる環境分析等の

情報を十分に共有する必要があります。

今後、社外取締役により事業に踏み込んだ助言を求めていくの

であれば、事業戦略や事業リスクに関する情報を共有し、CEOをは

じめとする経営陣と社外取締役とが意見を交わすなど、両者の間

で適切な信頼関係を築くことが望まれます。

② 監査役とのさらなる連携
CEOをはじめとする経営陣幹部との信頼関係を深め、事業戦略
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に関するより具体的な助言や監督を行う一方で、事業に関するリス

クやネガティブな情報も、客観的な立場で把握し、意思決定や監督

に生かしていく必要があります。

事業にマイナスの影響をもたらすようなリスク情報や、事業の

現場に赴かなければわからない企業文化については、社外を含む

監査役が多くの情報を把握していると考えられます。これまでも監

査役と社外取締役の連携の必要性については強調されていますが、

将来の社外取締役の役割を考えるとき、日本企業のコーポレート

ガバナンスの強みである監査役制度をより活用することが期待さ

れます。

III. 企業としての対応の方向性

上記のような「未来像」を描いた場合、社外取締役の受け入れ

側、つまり各企業にはどのような対応・支援が求められるでしょう

か。社外取締役に事業戦略や事業の現場により踏み込んだ監督を

期待するのであれば、今まで以上に自社の事業や企業文化につい

て、社外取締役に伝えていく必要があります。そうすることで、社

外取締役をさらに活用できるでしょう。

1. 事業に対する理解に向けたさらなる機会提供

事業リスクや企業文化への理解を深めるには、自社の事業をよ

り深く理解し、事業の現場に直接触れる機会を増やす必要があり

ます。これらの取組みは現在も多くの企業で行われていますが、今

後は社外取締役による事業の現場への視察や従業員との意見交換

の機会を持つこと、経営会議等の執行会議体にオブザーバーとし

て参加し審議状況を共有すること、事業に関連する技術動向や業

界動向についての非公式な勉強会を頻度高く開催することなど、

社外取締役の事業に対する理解向上の機会をより多く設定してい

くべきかもしれません。

2. 監査役との連携機会の提供

社外取締役の「未来像」でも述べましたが、日本固有の制度とし

て存在する監査役は、コーポレートガバナンスの中枢にいながら事

業の現場からの情報や企業文化にも触れることができる立場であ

り、社外取締役にとっても最良の情報源となり得ます。

その一方で、「連携の目的や内容がはっきりしない」という理由で

社外取締役と監査役の連携について積極的ではない会社も見られ

ます。しかし、社外取締役に期待される役割と社外取締役自身の

ニーズに応じ、改めて社外取締役と監査役の連携を検討し、事業リ

スクや企業文化に関する情報共有の機会を増やすべきと考えられ

ます。

3. 社外取締役の兼務制限・報酬の見直し

指名委員会や報酬委員会の委員としての活動が増加したことに

より、社外取締役の業務量はすでに増加の方向にあります。今後、

自社の事業をさらにより深く理解し、事業の現場に直接触れる機

会を増やすには、社外取締役として従事する時間を増やす必要も

あります。

社外取締役として実効性ある貢献を期待する以上、就任を依頼

する際には、社外取締役としての予定兼務社数が一定以下である

こと、自社への従事時間を確保できるかを確認する必要がありま

す。なお、従事時間を増加させる場合、当然ながら報酬の見直しも

必要となるでしょう。

IV. おわりに

コーポレートガバナンス改革以前の日本企業にとって、社外取

締役は大所高所からの「ご意見番」的な位置づけであり、事業の詳

しい内容や企業文化に関する問題点を深く伝える相手ではありま

せんでした。しかしながら本稿で述べたように、社外取締役の重要

性は年々高まっており、今後に向けては事業戦略や企業文化によ

り踏み込んだ助言や監督が期待されています。企業の側も、社外取

締役と距離を置くのではなく、自社の理解を深めてもらえるような

環境を整備することによって、さらなる社外取締役の活用を進める

ことができるのではないでしょうか。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGコンサルティング株式会社
KPMGジャパン
コーポレートガバナンス センター・オブ・エクセレンス（CoE）
パートナー　林　拓矢
TEL：03-3548-5111（代表番号）
takuya.t.hayashi@jp.kpmg.com
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特集

コーポレートガバナンスの課題とあるべき姿

KPMGジャパン
コーポレートガバナンス  センター・オブ・エクセレンス（CoE）
パートナー　和久　友子

わが国では、2014年のスチュワードシップ・コードの策定、2015年のコーポレート
ガバナンス・コードの実施等を経て、社外取締役が選任されることが一般的になり
ました。また、ROEや株主還元面での改善も進みつつあります。しかし、実質面を中
心にいまだ多くの課題が残されており、ガバナンス向上のための議論は今も継続し
ています。
企業経営を支える基盤としてのコーポレートガバナンスは、その時々の環境変化に
対応しつつ、投資家との対話や、取締役会の有効性評価の結果等を通じて課題を認
識し、解決するプロセスを通じ、継続的に改善していくことが重要です。
本稿では、今後、各企業がガバナンス向上に向けた取組みを行ううえでの参考とし
て、最近の議論の動向から、コーポレートガバナンスに関するいくつかの課題とある
べき姿についてご紹介します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

和久　友子
わく　ともこ

4point 質の高いディスクロージャー

有価証券報告書において、経営者の目
線で、質の高いガバナンス情報や企業
戦略、リスクを開示し、投資家と対話
する。

1point 独立社外取締役の活用

経営陣幹部・取締役の指名・報酬プ
ロセスに関与できるよう独立社外取
締役を充実し、取締役会の実効性を
高める。

3point グループガバナンス

今後の議論を注視し、少数株主の利
益保護の観点に配慮して、グループ
レベルでのガバナンスの実効性向上
を図る。

2point 取締役会の多様性

取締役会の機能を十分に発揮させるた
めに、ジェンダーや国際性、世代など
の多様性と適正規模を両立させる。
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I.  改訂コードのフォローアップか
らみる課題

1. 改訂コードへの対応状況
2018年6月1日、2015年にコーポレートガバナンス・コードが策

定されてから初めての改訂が行われました。改訂コードでは、以下

のことが定められました。

⃝  資本コストを意識した経営を行う

⃝  CEOの選解任・報酬決定に関する手続きを強化する

⃝  CEO選解任・報酬決定に関する手続きの強化のために、独立

した指名・報酬委員会を活用する

⃝  取締役会メンバーの多様性を確保する

⃝  政策保有株式の削減に向けた方針・考え方を開示する

この改訂によって、原則数は73から78（基本原則5、原則31及び

補充原則42）に増加しましたが、2018年12月末日までに提出された

「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」によれば、コンプライ

率は2017年7月に比べて全体的に下落しています1。改訂・新設され

た原則のうち、市場第一部企業のコンプライ率の低い主な原則は、

以下の3つです。

①  独立した指名・報酬委員会の設置（補充原則4－10①）

②  経営陣の報酬制度の設計・報酬額の決定（補充原則4－2①）

③  取締役会のジェンダーや国際性を含む多様性、適切な経験・能
力及び必要な財務・会計・法務に関する知識を有する者の監査
役への選任等（原則4－11）

コンプライ率の低い、これら3つの原則の共通点は、いずれも独

立社外取締役が関わるべき事項であることです。下落した要因とし

ては、①については独立社外取締役を主要な構成員とするとされ

ていること、②については客観性・透明性ある手続きが求められて

いること、③については内部昇進者のみでは多様性の確保が難し

いことが挙げられます。つまり、この3つの原則は、独立社外取締役

が質・量ともに十分に確保されていなければコンプライすることは

できません。

したがって、これらの原則をコンプライするためには、一定の時

間軸のなかで、独立社外取締役候補を確保することが必要になり

ます。次期の会社法改正においても、一定の監査役会設置会社で

あって、有価証券報告書提出会社である場合には、社外取締役の

設置が義務付けられることになります。これは、少なくとも1名の

設置を義務付けるものにすぎませんが、ハードローにおいても社外

取締役が必要だという強いメッセージは、社外取締役の確保に向

けた後押しとなるでしょう。

それでは以下で①～③について詳しく説明します。

2. 独立した指名・報酬委員会の設置
指名・報酬委員会の設置企業は、2015年のコーポレートガバナ

ンス・コードの実施後、年を追うごとに増えてきています（図表1 

参照）。

今回の改訂コードにおいて、経営陣幹部・取締役の指名・報酬

などに係る取締役会の独立性・客観性・説明責任を強化するため、

「独立社外取締役を主要な構成員とする」任意の指名・報酬委員会

など、独立した諮問委員会を活用することがうたわれました。この

ため、まだ委員会を設置していない企業においては、独立社外取締

役候補を一定数確保し、指名・報酬委員会の設置を検討することが

課題となります。

すでに委員会を設置している場合でも、委員会の権限、委員長の

属性、構成員、開催頻度、審議の方法等の観点から、委員会の独立

性や実効性を高めるために、運用の見直しが必要ないか検討する

必要があります。

また、改訂コードにおいて、取締役会はCEO等の後継者計画に

主体的に関与し、後継者候補の育成が計画的に行われるよう、適切

に監督を行うべきとされています。そのためには、新しいCEOが着

任したらすぐに後継者の選定に着手すべきですが、このように経営

者人事をシステマティックに進めるには、後継者候補の育成方針

に独立社外取締役を中心とする指名委員会も関わるなど、CEO等

と役割を分担しながら、後継者計画の客観性を確保できるような

体制を構築することが重要です。

3. 経営陣の報酬制度の設計・報酬額の決定
改訂コードでは、客観性・透明性ある手続きに従い、報酬制度を

設計し、具体的な報酬額を決定すべきとされています。経営陣の報

酬の決定・支給方法やそれに基づく報酬の実績額は、企業価値向上

に経営陣の適切なインセンティブとして機能しているかという観

点から重要な情報です。そのため、独立社外取締役を中心とする報

酬委員会が関与できる体制の構築が必要とされ、その設置・活用が

求められているというわけです。

わが国では、取締役報酬について、多くの場合、株主総会でその

総額を承認し、具体的な決定は取締役会からCEO等に再一任され

ます。また、経営陣の報酬の決定・支給方法等に関する説明や情報

開示が不足しているとの指摘もあります。

有価証券報告書においては、経営陣の報酬内容・報酬体系と経

営戦略や中長期的な企業価値向上との結びつきを検証できるよう、

報酬プログラムの開示が求められます（2019年3月31日以後に終

1	 �市場第一部2,128社のうち、全78原則をコンプライしている企業は386社で18.1％の△13.4ポイント、90％以上コンプライしている企業は1,815社で85.3％

の△7.7ポイントとなった（東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コードへの対応状況（2018年12月末日時点）」（2019年2月21日公表）。
	 �https://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008jdy-att/nlsgeu000003u637.pdf

https://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008jdy-att/nlsgeu000003u637.pdf
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了する事業年度からの適用）。報酬プログラムとは、報酬の決定・支

給の方針や考え方であり、方針を定めていない場合にはその旨を

開示します。また、報酬の額や算定方法の決定方針の決定権限者、

報酬委員会が存在する場合にはその手続きの概要などについても

記載が必要です。なお、決定権限者を記載する目的は、報酬決定プ

ロセスの客観性・透明性を確保するためです。

次期の会社法の改正でも、要綱の議論の過程では、公開会社に

おいて取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定を取締役に再一

任するためには、株主総会の決議を要するといった手続きの規律

の改正も提案されましたが、最終的には採用されませんでした。た

だし、報酬等の決定方針に関する事項や取締役会の決議による報

酬等の決定の委任に関する事項、業績連動報酬等に関する事項等

について、公開会社における事業報告による情報開示に関する規

定の充実を図るものとされています。

このように、経営陣の報酬の決定・支給プロセスの透明性の確保

については、引き続き注目される論点になるでしょう。

4. 取締役会のジェンダーや国際性を含む多様性等
改訂コードでは、取締役会が全体として適切な知識・経験・能力

を備えることが求められています。そして、その機能を十分に発揮

していくために、ジェンダーや国際性の面を含む多様性と適正規模

を両立させる形で構成されるべきであるとしています。

取締役会の多様性については、現在のわが国の現状に照らして、

まずはジェンダーと国際性が優先されたと考えられます。しかし、

冒頭の対談にて小林いずみ氏は、「世代」の多様性にも取り組む重要

性を指摘されています。多様性については、こうした視点も含め、

経営戦略等を踏まえた取締役会の課題に調和させるべく継続的に

考えていく必要があります。

また、監査役についても、適切な経験・能力や財務・会計・法務

に関する知識を有する者が選任されるべきとしています。社内情

報のハブといわれる常勤監査役との連携の必要性を指摘する声は、

小林いずみ氏含め多方面から聞こえてきます。今後、有価証券報告

書において「監査役会等の活動状況」の開示が始まることも踏まえ

（2020年3月31日以後に終了する事業年度からの原則適用）、監査

役会のメンバー構成についても継続的に検討する必要があります。

II.  ガバナンスに関する残された 
課題

日本企業のグローバル化・多角化が進むなか、グループガバナン

スの在り方がしばしば議論になります。M&Aにより買収した子会

社の統合プロセス（PMI）や、グループとしての横串での資源配分に

関する意思決定と事業部門への権限委譲との関係の在り方等、課

題は多岐にわたります。それだけでなく、近年有力企業において、

とりわけ海外子会社に対する内部統制やガバナンスの欠如が不正

につながる事例が散見されており、守りのガバナンスという観点か

らも、グループガバナンスは日本企業の関係者の共通の課題となっ

ています。

最近では、支配株主を有する上場子会社のガバナンス体制の問

題が、わが国のコーポレートガバナンスの残された課題として議論

されるようになってきました。上場子会社においては、その親会社

と一般株主との間で利益相反が生じうる場面があり、またそれにも

かかわらず、上場企業一般と比較すると、独立社外取締役・監査役

の人数が劣後している状況にあるためです。こうしたことが上場子

会社の企業価値のディスカウントにつながっており、特に投資家か

|図表1　 指名・報酬に係る委員会の設置状況の推移（補充原
則4－10①関連）

指名委員会
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出典：東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コードへの対応状況
　　 （2018年12月末日時点）」（2019年2月21日公表）
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らは、上場子会社の一般株主の利益に関する強い懸念が示されて

います。これに対応すべく、上場子会社のガバナンスを強化せよと

いう議論です。

具体的には、独立社外取締役の独立性判断基準を強化すること

（支配株主出身者を選任しないこと）、取締役会の独立社外取締役

比率を高めること、独立社外取締役のみまたは過半数を占める委

員会において、少数株主の利益保護の観点から審議・検討すること

とし、取締役会においてもその審議結果が尊重される仕組みをつ

くること、上場子会社として維持することの合理的な理由の開示や

ガバナンスの実効性について説明責任を果たすことなどが、今後

ガイドラインとして示されるようです2。

わが国の上場子会社数とその市場の占める割合は、欧米各国と

比較してかなり高い水準にあります。このため、こうした状況を改

善するため、将来的には何らかの法的対応を検討することも想定

されています。このような動向も踏まえ、グループガバナンスの機

能向上を図っていく必要があります。

III.  質の高いディスクロージャーに
向けた課題

コーポレートガバナンスを向上させるためには、投資家との対話

をより建設的で実効的なものとする必要があり、そのためには、よ

り充実した情報の開示が必要です。有価証券報告書は、形式的に

要求事項を満たしていればよいというものではなく、中長期的な企

業価値向上に向け、経営者の目線でビジネスモデルや戦略、課題や

リスクを伝える手段として、より充実させていく必要があります。

長期投資家は有価証券報告書をベースに企業分析を行っており、

そうした投資家と対話をすることで得られるものも少なくないで 

しょう。

2019年3月31日以後に終了する事業年度からは、前述した役員

報酬や監査役会等の活動状況に係る情報のみならず、政策保有

株式に係る開示の拡充のためのルールの改正も行われています。

加えて、「経営方針、経営環境および対処すべき課題等」「経営者

による財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分

析（MD&A）」「事業等のリスク」などの開示について、プリンシプル

ベースのガイダンスである「記述情報の開示に関する原則」や企業

開示の好事例も公表されています。

有価証券報告書の作成にあたっては、経営企画、財務、法務等

の複数の部署によるボトムアップ方式による作成が一般的と思わ

れます。しかし開示の充実を図るためには、「記述情報の開示に関

する原則」が定めているとおり、取締役会や経営会議の議論を反映

し、経営者の目線で、一貫した情報や重要性（マテリアリティ）に応

じた情報を開示することが肝要です。そのためには経営者が開示

書類の作成に早期に関与して開示方針を示すなど、トップダウン方

式により作成する必要があります。

IV. おわりに

本稿では、コーポレートガバナンスに関するいくつかの課題とあ

るべき姿について、最近の議論の動向を踏まえてご紹介しました。

ガバナンスの実質を高めることとは、独立社外取締役を活用し、取

締役会の実効性を高めることです。そして、その視点はグループガ

バナンスのレベルとする必要があります。さらには、ガバナンス関

連情報、企業戦略やリスクについて、取締役会や経営会議の議論を

反映し、経営者の目線で開示することが重要です。

これらの課題が、各社の取締役会における活発な議論のきっか

けとなれば幸甚です。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGジャパン
コーポレートガバナンス  センター・オブ・エクセレンス（CoE）
パートナー　和久　友子
TEL：03-3266-7580（代表番号）
Tomoko.Waku@jp.kpmg.com

2  未来投資会議資料7経済産業大臣世耕弘成「企業ガバナンスについて」（2019年3月7日）
  http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/dai24/siryou7.pdf

コーポレートガバナンス Overview 2018
-  第2フェーズを迎えたコーポレートガバナンス改革と社外取

締役からみた課題 -

第 2 フェーズを迎 えたコーポ
レートガバナンス改革のポイン
トとKPMGジャパンが実施した
社外取締役向け意識調査に基
づき、社外取締役からみたコー
ポレートガバナンス改 革の課
題について分析と考察をしてい 
ます。

https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2018/11/
corporate-governance-
overview-2018.html

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/dai24/siryou7.pdf
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2018/11/corporate-governance-overview-2018.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2018/11/corporate-governance-overview-2018.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2018/11/corporate-governance-overview-2018.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2018/11/corporate-governance-overview-2018.html
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「社外取締役フォーラム創設及び
記念セミナー」開催報告

2019年3月7日、社外取締役のみを対象としたフォーラムとしては日本初となる「社外取締役フォーラム創設及び記念セミナー」をザ・
リッツ・カールトン東京にて開催しました。当フォーラムは、KPMGジャパンが昨年、社外取締役の皆様に対して実施した「コーポレー
トガバナンスに関する意識調査」において、「社外取締役間のネットワーク構築」に対する問題提起とご要望を多数頂戴したことや、
コーポレートガバナンス改革の担い手として社外取締役の役割がますます重要になってくることを踏まえて創設しました。
記念セミナーでは、はじめに「社外取締役フォーラム」の創設について、理事長の酒井弘行よりご案内を申し上げました。次に、前述の
意識調査について、調査結果の概要をコーポレートガバナンス センター・オブ・エクセレンス（CoE）リーダーのパートナー山根洋人よ
りご説明しました。また意識調査にご回答いただいた社外取締役の中から、藤田純孝様（古河電気工業株式会社／オリンパス株式会
社  社外取締役）、安田結子様（出光興産株式会社／株式会社村田製作所 社外取締役）、山下泉様（株式会社イオン銀行／住友林業
株式会社 社外取締役）の３名の方にご登壇いただき、東京事務所長 専務理事の髙波博之をモデレーターとして対談を実施しました。
対談の内容は、①取締役の役割、②CEOの選解任、③役員報酬、④政策保有株式、⑤投資家との対話、をテーマとし、ご回答の背景
や社外取締役の現状と今後について、示唆に富んだお話を頂戴しました。社外取締役に求められる役割は各社の置かれた状況によっ
て異なるものの、社外取締役の間で問題意識や課題を共有する機会が日本においては少ないこともあって、参加者の皆様は終始興味
深く、聞き入られておりました。また、セミナー後はネットワーキング懇親会を開催し、盛会となりました。
KPMGジャパンでは、当フォーラムを通じ、今後も社外取締役の皆様のネットワーキングの機会を提供していくとともに、コーポレート
ガバナンスに関するセミナーの開催や直近の動向についての考察など、社外取締役の業務遂行に必要な情報を定期的に発信していく
予定です。
より多くの社外取締役の皆様にご賛同いただけるよう努めてまいりますので、何卒ご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

※  「コーポレートガバナンスに関する意識調
査」の結果については、上記の発行冊子にて
考察を行っております。

開会のご挨拶　理事長 酒井弘行

対談

Key Findings　パートナー  山根洋人

懇親会
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社外取締役フォーラム  メンバー登録に関して

本件に関するお問い合わせや「社外取締役フォーラム」にご登録をご希望される社外取締役の方は、以下に記載のメールアドレスにご
連絡くださいますようお願いいたします。（当フォーラムへの登録は、原則上場企業現役の社外取締役もしくは就任予定者を対象とし
限定しております。予めご了承ください。）
corporate-governance@jp.kpmg.com

KPMGジャパン／有限責任 あずさ監査法人 

コーポレートガバナンス センター・オブ・エクセレンス(CoE）

【個人情報の取扱い】
ご提供いただく個人情報の利用目的等につきましては、当法人のHPに掲載している個人情報保護方針（http://www.kpmg.com/jp/privacy）にご同意の上
お申込み下さい。

mailto:?subject=
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KAM適用に当たっての留意点
―有意義なKAMによる監査の透明化を進めるためにー

有限責任 あずさ監査法人
パートナー　西田　俊之

監査上の主要な検討事項（以下「KAM」という）の監査報告書への記載を含む監査報
告書の透明化に関する監査基準及び監査基準委員会報告書の改訂等がおおむね完了
し、実務への適用へ環境が着々と整いつつあります。今後は、KAMを実務で適用す
るに当たってのより具体的な方法論や、適用時に会社や監査人が迷うであろう事項
等について、会社も監査人も共に検討しておく必要があります。本稿では、監査基準
委員会報告書の公開草案に対するコメント対応表を参考に、KAMに関連して、経営
者とのコミュニケーション、KAMの数・同業比較・時系列比較、未公表情報の取扱
い、特別な検討を必要とするリスクとの関係、財務諸表への参照、監査人の守秘義務
及び公共の利益との関係について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

西田　俊之
にしだ　としゆき

1point 経営者との
コミュニケーション

利用者にとって意味のあるKAMの報告
のためには、緊密な経営者とのコミュ
ニケーションが不可欠である。

2point KAMの数≠ 会社のリスク

KAMの数は会社のリスクを示さない。
また、監査の品質も示さない。なお、
KAMがないことは極めてまれである。

3point 未公表情報の取扱い

KAMの記載に必要な情報は未公表で
あっても記載される。なお、公表は財
務諸表注記である必要はない。

4point 公共の利益との関係

KAMによる監査の透明化でもたらされ
る公共の利益と比較する不利益の範囲
は極めて限定的である。
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I. はじめに
監査上の主要な検討事項（以下「KAM」という）の監査報告書へ

の記載を含む監査報告書の透明化に関する監査基準及び監査基準

委員会報告書の改訂等がおおむね完了し、2020年3月期のKAMの

早期適用を含む本適用への環境が着々と整いつつあります。

KAMに対する見方は財務諸表および監査報告書の利害関係者の

立場によって大きく異なっており、また、監査基準や監査基準委員

会報告書の記載では基本的な考え方は示されているものの、具体

的なKAMの記載方法等は必ずしも十分な規定がなされているわけ

ではないため、KAM適用に当たっての多くの疑問が生じているよ

うです。そこで、本稿では、日本公認会計士協会から公表されてい

る「「監査基準の改訂に関する意見書」に対応する監査基準委員会

報告書701「独立監査人の監査報告書における監査上の主要な検討

事項の報告」等の公開草案に対するコメントの概要及び対応につい

て」を参考にして、KAMを適用するに当たり留意すべき点について

個別に記載しています。

II. KAM適用の留意点

1. KAMに関する経営者とのコミュニケーション

経営者の中には、KAMの決定と監査報告書への記載が経営者

の関与なしに行われてしまうことに懸念を感じている方もいるや

に聞いています。これは、監査基準委員会報告書701「独立監査人

の監査報告書における監査上の主要な検討事項の報告」（以下「監

基報701」という）には、KAMの決定プロセスにおいて、監査人と

経営者とのコミュニケーションに関する明示的な規定が存在しな

いことからこのような懸念が生じているものと思われます（図表1 

参照）。

しかしながら、財務諸表の作成責任や内部統制の構築責任を有

する経営者との協議なしに財務諸表監査は成立しません。監査期

間を通じて、監査人は経営者とコミュニケーションをとるよう求め

られていますし、監査の過程で経営者と監査人との間で協議した重

要な事項について監査役等とのコミュニケーションを行うことが、

監査基準委員会報告書260「監査役等とのコミュニケーション」（以

下「監基報260」という）において求められています。

従って、KAMは監査人が最終的に自らの責任で決定するもので

すが、監査の過程で経営者と監査人との間で重点的に協議した内

容がKAMとして選定されるものと考えられます。利用者にとって

意味のあるKAMの報告のためには、監基報260に準拠した緊密な

経営者とのコミュニケーションが不可欠となります。

2. KAMの数・同業比較・時系列比較

KAMは上場企業に適用されることになりますが、上場企業の監

査において、監査人が監査役等とコミュニケーションを行った事項

の中には、監査報告書においてKAMとして報告すべき内容が、ど

の企業にも少なくとも一つは存在するものと考えられます。

実際、営利活動を行っている上場企業においてKAMが存在しな

いケースというのは想定しづらく、例えば、純粋持ち株会社で投資

先の業績がすべて好調であって減損のリスクがなく、投資先がす

べて国内で税務上のリスクや税効果に係るリスクが僅少である会

社であっても、関係会社から収受するロイヤリティやマネジメント

フィーの妥当性など収益認識に関するリスクが存在するなど何ら

かのリスクの存在が想定され、相応の監査手続が実施されること

からKAMとなる項目は存在すると思われます。

KAMの数については基準等にその目安が明示されているわけで

はなく、会社の置かれた環境や業界の複雑性等により変わってき

ます。海外の先行事例を見ても、KAMの数は2～3個から7～8個く

らいまで様々であり、同一業種の会社であっても、KAMの数や記

載内容は類似していないことも多くみられました。なお、KAMの数

は、多ければ良いわけでも、少なければ良いわけでもなく、その多

寡によって会社のリスク状況や監査人の監査の品質を計ることは

できません。また、企業間でKAMの数や内容を比較することは必ず

しも有用ではありません。

KAMは監査人が監査上特に注意を払った事項であり、当該年

度の監査作業の中で相対的に多くの時間を使った事項ですので、

KAMとして選定されるのは当該年度において相対的に重要な項目

となります。そのため、前期にKAMとして選定された事項が、翌期

により重要な事象の発生によって相対的な重要性を失いKAMとし

て選定されなくなることもあり得ます。そのため、KAMの期間比較

はKAMの絶対的な重要性やリスクの変更を必ずしも示すものでは

ない点に留意が必要です。

|図表1　KAMの決定プロセス

監査の過程で監査役等と
協議した事項
（重要な事項）

監査上特に注意を
払った事項

特に重要な
事項

監基報701 監基報260

各
段
階
で
の
経
営
者
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
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3. 未公表情報の取扱い

KAMは、監査の内容に関する情報を利用者に提供することを主

眼としたものであり、企業の未公表情報を積極的に開示しようとい

う趣旨のものではありません。ただし、監査の内容に関する情報を

提供するうえで記載することが不可欠となる情報については、監査

人は、会社による公表の有無に関わらず監査報告書にKAMとして

記載する必要があります。わが国の開示制度における財務諸表の

注記事項は、国際財務報告基準や米国会計基準に比べ、質・量とも

に相対的に少ないことから、わが国ではKAMを記載する際に企業

の未公表情報に触れる可能性が高いと考えられます。したがって、

監査人は会社に対して未公表情報の開示について検討を依頼する

ケースが多く生ずると予想されます。この場合の公表は財務諸表で

の記載のみに限定されるものではなく、有価証券報告書での業績

の状況やリスク情報での記載、有価証券報告書以外の開示書類に

よる公表も含みます。

なお、監査人によるKAMの記載は、会社による情報の公表の有

無に関わらないという性質上、監査人が経営者に対して未公表情報

の公表を強制することはありません。しかしながら、監査人が未公

表情報をKAMに記載することになる場合には、監査人は事前に経

営者と緊密にコミュニケーションを行い、必要に応じて経営者が自

主的に情報を開示するよう促すことが必要になると考えられます。

また、監査人は、監査役等に対して未公表情報をKAMに記載する

ことの必要性を説明し、監査役等が経営者に対して未公表情報の開

示を行うよう後押しをして頂けるよう依頼することが望まれます。

4. 特別な検討を必要とするリスクとの関係

監査はリスクアプローチに基づいて実施されることから、通常、

特別な検討を必要とするリスクは、監査人が特に注意を払った事

項に該当することになると考えられます。ただし、収益認識に係る

不正リスクや経営者による内部統制の無効化リスクのように、監査

基準委員会報告書において特別な検討を必要とするリスクとして

推定することを求められた項目については、リスクにかなりの幅が

あることから、必ずしも監査人が特に注意を払った事項に該当する

わけではない点に留意する必要があります。

また、KAMは当該年度の監査作業の中で相対的に多くの時間を

使った事項であるという側面がありますので、特別な検討を必要と

するリスクのような絶対的な重要性の概念と監査人が特に注意を

払った事項の考え方が必ずしも整合的になるものではないと考え

られます。

5. 財務諸表への参照

監基報701では、KAMの記載項目として財務諸表への参照を示

していますが、これは、すべてのKAMについて財務諸表への参照

を求めているものではなく、財務諸表に注記がある場合の記載で

あるとされています。従って、KAMの記載を行うに当たり、監査人

が会社に対して情報開示を要求する際には、必ずしも財務諸表へ

の注記を求めることにはならないことに留意が必要です。

ただし、経営者は、財務報告の本来の趣旨を踏まえて、財務諸表

利用者が財務諸表を適切に理解するための情報が十分提供されて

いるかどうかという観点から、注記内容を検討することが必要では

ないかと考えます。図表2は先行してKAMを報告している諸外国に

おけるKAMの実例をベースに作成した参考例ですが、実際のKAM

の記載には、企業固有の情報を報告するという観点から考えると、

このくらい具体的な記述が必要ではないかと考えられます。

このような記述を行うためには、現在の我が国における一般的

な注記事項では不足である可能性があり、財務諸表上の注記が難

しい場合は、財務諸表以外の開示手段について、フェア・ディスク

ロージャー・ルールを踏まえて、各会社にて検討を行う性質のもの

であると考えます。なお、有価証券報告書の記述情報の充実の一環

として、「会計上の見積りや見積りに用いた仮定について、不確実

性の内容やその変動により経営成績に生じる影響等に関する経営

者の認識」の記載を求める開示府令の改正が行われており、2020年

３月期の有価証券報告書から適用（2019年３月期の有価証券報告

書から早期適用可）されます。これらの情報がその他の記載内容と

して開示された場合、監査人はKAMの記述に当たり、当該情報を

参考とすることができます。

 |図表2　KAMの記載例

KAMの内容及び理由 監査上の対応

貸借対照表に計上されている
のれん（残高ｘｘ百万円）には、
ｘｘ事業に関連するのれん（ｘ
ｘ百万円）が含まれており、総
資産のxx％を占めている。当
該のれんの減損テストに必要
な将来キャッシュフローの見積
りには、ｘｘ事業の収益予想に
影響を及ぼす主要購買層であ
るｘｘの人口変動、ｘｘ（国名又
は特定の製品など）市場におけ
る成長率、xxx国との関税の改
正動向、及び割引率などの重
要な仮定が用いられており、経
営者の判断により重要な影響
を受けるため、KAMに該当す
るものと判断した。・・・・・

将来キャッシュフローの見積り
に経営者が用いた重要な仮定
のうち、ｘｘの人口変動、ｘｘ
市場の成長率については、外部
の複数の機関が公表している
データと比較した。また、xxx
国との関税の改正動向につい
ては法人内の税務の専門家か
ら情報を入手し、会社の予測し
ている製品価格及び売上数量
に及ぼす影響について、過去の
実績に基づく分析を基にした
監査人の予測との比較を行っ
た。・・・・・
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6. 監査人の守秘義務及び公共の利益との関係

監査人は、監査基準によって求められているKAMの記載に関し、

監査人が正当な注意を払っているのであれば、会社の未公表情報

をKAMとすることも含めて、守秘義務が解除される正当な理由と

なります。この正当な注意義務の遵守は、KAMが利用者に対して

監査に関する情報を提供するために必要十分な情報を提供してお

り、不必要に会社の未公表情報を提供することになっていないか、

特に会社の取引先等の第三者の権利を不当に侵害していないかと

いった観点から検討することが必要となります。

また、監査の透明性の向上等のKAMの記載によりもたらされる

公共の利益と比較する不利益の範囲は極めて限定的とされてお

り、ほとんどの場合にKAMを記載することになると考えられます。

KAMの記載に当たり企業にもたらされる不利益には、企業の株価

への影響や借入又は資金調達への影響が考えられますが、これは

企業情報の開示制度の趣旨から考えて、企業の財務諸表やその他

の開示により利用者に伝達されることが想定されている情報であ

り、これをKAMとしない理由にはならないと考えられます。

企業にとってセンシティブな情報に該当するものとしては、たと

えば訴訟事件の詳細や取引先との間で守秘義務を負っているよう

な企業機密に属するような情報が挙げられますが、そのような情

報の本当にセンシティブな部分については、KAMとして監査報告

書に記載するにあたっては、KAMの記述の仕方を工夫することに

より、企業の未公表情報を不必要に開示することにならないよう注

意が必要と考えられます。

III. おわりに

今回の監査報告書の透明化は、欧州をはじめとする諸外国にお

いて、監査への信頼性の回復を目的として推進されてきました。我

が国においても、大企業を含む様々な会社での会計不祥事の発生

を目の当たりして、私たち監査人が自らを律し、信頼性を回復して

社会的責任をまっとうするためには避けて通れない道筋であると

考えます。

Institution of Chartered Accountants in England and Wales

が公表している � The Start of a conversation –　The Extended 

Audit Report� （2017）によれば、今回の新しい監査報告制度は、脆

弱な基盤の上に成り立っています。KAMの制度は、投資家にとっ

ての有益な記述、公共の利益に沿った企業行動の促進に資する情

報、目的適合性の高い情報を提供することで、監査の透明化という

目標を達成するためのものです。監査法人間の品質向上に係る競

争、規制当局のサポート、利用者の要求といったもので監査報告書

のレベルは上昇する可能性がある一方、監査法人の過度のリスク

管理や守秘義務を盾にしたボイラープレート化、不祥事の風評上

のインパクトを懸念した無難な記述などKAMの意義を減殺してし

まう要因も存在します（図表3参照）。

監査人としては、本稿記載の事項に留意して有意義なKAMを報

告するよう積極的に対応していく必要があると考えます。同時に、

経営者・監査役等、投資家など財務報告のサプライ・チェーンの関

係者によるKAMをよい制度にしていこうとする強い意思が、KAM

を意味あるものにするために不可欠であると考えます。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人
パートナー　西田　俊之
TEL：03-3266-7580（代表電話）
toshiyuki.nishida@jp.kpmg.com

|図表3　監査報告書の透明化のために

達成すべき目標

公共の利益に沿った
企業行動の促進

監査報告書の
レベルを下げる要因

監査報告書の
レベルを上げる要因

Ø 標準化とリスク管理
Ø 守秘義務
Ø 不祥事の風評上のインパクト

Ø 競争
Ø 規制上のサポート
Ø 利用者の要求

投資家に有益な
情報

目的適合性の高い
情報

mailto:toshiyuki.nishida%40jp.kpmg.com?subject=
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会計・監査

会社法制の見直しに関する要綱の概要

有限責任 あずさ監査法人
会計プラクティス部
マネジャー　飯嶋　めぐみ

2019年2月14日に開催された法制審議会第183回会議において、「会社法制（企業統
治等関係）の見直しに関する要綱」及び「附帯決議」が採択され、法務大臣に対して答
申されました。
これは、2017年2月に、法務大臣から法制審議会に対して、近年における社会経済情
勢の変化等に鑑み、企業統治等に関する規律の見直しの要否の検討の上、規律の見
直しを要する場合にはその要綱を示すよう諮問がなされたことを受け、設置された
会社法制（企業統治等関係）部会における調査審議を経て要綱案が取り纏められ、附
帯決議とともに採択されたものです。
本稿では、当該要綱及び附帯決議の概要について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

【株主総会に関する規律の見直し】

－  株主総会資料の電子提供制度が上場会社に義務付けられる。

－  株主提案権の濫用的な行使を制限するため、提案することができる議案の
数の制限や目的等による議案の提案の制限が設けられる。

【取締役等に関する規律の見直し】

－  取締役等への適切なインセンティブの付与のための規律の見直しが行わ
れ、株式報酬等に関する規定の明確化や公開会社における情報開示に関す
る規定の充実が図られる。

－  社外取締役の活用のため、一部の業務執行につき社外取締役への委託が可
能とされるとともに、上場会社等に社外取締役の設置が義務付けられる。

【その他】

－  社債管理補助者の設置を可能とするほか、株式交付制度が新たに設けら 
れる。

飯嶋　めぐみ
いいじま　めぐみ
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I . 株主総会に関する規律の見直し
1. 株主総会資料の電子提供制度

株主総会資料（株主総会参考書類、議決権行使書面、計算書類

及び事業報告並びに連結計算書類）の電子提供制度により、株主の

個別の承諾を得ることなく、株主総会資料を書面によらずインター

ネットを利用する方法で株主に提供することが可能となります。

（1） 定款の定め
株式会社は、取締役が株主総会を招集するときは、株主総会資

料の内容である情報について、電磁的方法により株主が情報の提

供を受けることができる状態に置く措置（以下「電子提供措置」と

いう）をとる旨を定款で定めることができるものとされます。現行

法において、振替株式を発行している会社は、この定款の定めを設

ける定款の変更の決議をしたものとみなされることとなります。こ

のため、上場会社の株式は振替株式であることが求められている

ことから、上場会社には電子提供制度の利用が義務付けられるこ

とになります。

（2） 電子提供措置
（1）による定款の定めがある株式会社の取締役は、会社法第299

条第2項各号に規定する場合には、株主総会の日の3週間前の日又

は株主総会の招集の通知を発した日のいずれか早い日から株主総

会の日後3ヵ月を経過する日までの間、電子提供措置事項に係る情

報について継続して電子提供措置をとらなければならないものと

されています。

この点については附帯決議がなされており、金融商品取引所の

規則において、上場会社は、電子提供措置を株主総会の日の3週間

前よりも早期に開始するよう努める旨の規律を設ける必要がある

とされています。

（3） 株主総会の招集の通知
（2）による電子提供措置をとる場合の株主総会招集通知の発送

期限については、株主総会の日の2週間前までとされています。

（4） 書面交付請求
（1）による定款の定めのある株式会社の取締役は、株主総会の招

集の通知に際して、株主に対し、株主総会資料を交付し、又は提供

することを要しないものとされます。ただし、インターネットの利

用が困難な株主の利益に配慮する必要があることから、上記(1)に

よる定款の定めのある株式会社の株主に、当該株式会社に対して

電子提供措置事項を記載した書面交付請求を認めるものとされて

います。

（5） 電子提供措置の中断
電子提供措置期間中に、どのような場合に電子提供措置の中断

がその効力に影響を及ぼさないかについて定めることとされてい

ます。

2. 株主提案権

（1） 株主が提案することができる議案の数の制限
株主提案権が行使される場合に当該株主が提出しようとする議

案の数が10を超えるときは、10を超える数に相当することとなる数

の議案については、会社法第305条第1項から第3項までの株主提

案権の規定を適用しないものとされています。また議案の数につい

ては、①役員等の選任に関する議案、②役員等の解任に関する議

案、③会計監査人を再任しないことに関する議案、④定款の変更に

関する二以上の議案について異なる議決がされたとすれば当該議

決の内容が相互に矛盾する可能性がある場合の当該二以上の議案

については、それぞれ一議案として数えるものとされています。

（2） 目的等による議案の提案の制限
①株主が、専ら人の名誉を侵害し、人を侮辱し、若しくは困惑さ

せ、又は自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で株主提案

を行う場合、②株主提案により株主総会の適切な運営が著しく妨

げられ、株主の共同の利益が害されるおそれがあると認められる

場合には、株主提案権の規定を適用しないこととされています。

II. 取締役等に関する規律の見直し

1. 取締役等への適切なインセンティブの付与

（1） 取締役の報酬等
① 報酬等の決定方針
監査役会設置会社又は監査等委員会設置会社の取締役会は、取

締役の個人別の報酬等の内容が定款又は株主総会の決議により定

められている場合を除き、会社法第361条第1項に規定される取締

役の報酬等の内容として定款又は株主総会の決議による同項各号

に掲げる事項（報酬等の額、具体的な算定方法、金銭でないものに

ついては具体的な内容）についての定めがある場合、当該定めに基

づく取締役の個人別の報酬等の決定方針を決定しなければならな

いものとされます。

② 金銭でない報酬等に係る株主総会の決議による定め
取締役の報酬等のうち、（ア）当該株式会社の株式又は当該株式

の取得に要する資金に充てるための金銭については、当該株式数

の上限その他法務省令で定める事項、（イ）当該株式会社の新株予
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約権又は当該新株予約権の取得に要する資金に充てるための金銭

については、当該新株予約権の数の上限その他法務省令で定める

事項、（ウ）金銭でないもの（当該株式会社の株式及び新株予約権を

除く）については、その具体的な内容について、定款に定めていな

い場合には株主総会の決議によって定めるものとされています。

③ 株式報酬等
上場会社は、定款又は株主総会の決議による上記②（ア）に掲げ

る事項についての定めに従い株式を引き受ける者の募集をすると

きや、上記②（イ）に掲げる事項についての定めに従い新株予約権

を発行するときは、出資を要しないものとする規定が設けられてい

ます。

④ 情報開示の充実
会社役員の報酬等に関して、報酬等の決定方針に関する事項や

取締役会の決議による報酬等の決定の委任に関する事項、業績連

動報酬等に関する事項等について、公開会社における事業報告に

よる情報開示に関する規定の充実を図るものとされています。

（2） 補償契約、役員等賠償責任保険契約
一定の場合に役員等に係る費用や損失を株式会社が補償するこ

とを約する契約（補償契約）、株式会社が保険者との間で締結する

保険契約のうち、役員等の職務の執行に関して生ずることのある

損害を保険者が填補することを約する、役員等を被保険者とする

もの（役員等賠償責任保険契約）に関する規定を設けることとされ

ます。

2. 社外取締役の活用等

（1） 業務執行の社外取締役への委託
指名委員会等設置会社を除く株式会社と取締役との利益が相反

する状況にある場合やその他取締役が株式会社の業務執行により

株主の共同の利益を損なうおそれがある場合には、当該株式会社

は、その都度、取締役の決定（取締役会設置会社にあっては、取締

役会の決議。ただし取締役又は執行役への委任は不可）によって、

当該株式会社の業務執行を社外取締役に委託できるものとされ 

ます。

（2） 社外取締役を置くことの義務付け
監査役会設置会社（公開会社であり、かつ大会社であるものに限

る）であって有価証券報告書提出会社である場合に、社外取締役を

置くことを義務付けることとされています。

III. その他
1. 社債の管理

社債管理補助者の設置ができる場合や、社債権者集会の決議の

省略が可能な場合等が定められることとされます。

2. 株式交付

株式会社が他の株式会社（会社法上の株式会社に限られ、外国

会社は除く）をその子会社とするために、当該他の株式会社の株式

を譲り受け、当該株式の譲渡人に対して当該株式の対価として当該

株式会社の株式を交付する、株式交付に関する規律を設けること

とされています。

3. その他

会社の登記に関して、新株予約権に関する登記、会社の支店の

所在地における登記に関する規定を見直すこととされています。ま

た、株式会社の代表者の住所が記載された登記事項証明書に関し

ては、本要綱では当該住所の登記事項からの削除や閲覧制限を行

う規定は設けられませんでしたが、この点については附帯決議がな

されており、株式会社の代表者が配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律等に規定する被害者等であること等を

理由としてなされた申出が相当と認められる時は、当該代表者の住

所を登記事項証明書に表示しない措置を講ずることができる等の

規律を法務省令において設ける必要があるものとされます。

このほか、取締役等の責任追及の訴えに係る訴訟における和解、

議決権行使書面の閲覧等の請求に関する規律が設けられることと

されるほか、株式の併合等に関する事前開示事項の充実や、会社法

第331条第1項第2号の取締役の欠格条項（成年被後見人、被保佐

人等）の規定を削除するものとした場合における規律の整備を行う

ものとされています。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人
マネジャー　飯嶋　めぐみ
TEL：03-3548-5112（代表電話）
azsa-accounting@jp.kpmg.com

mailto:azsa-accounting%40jp.kpmg.com?subject=
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I. 日本基準

1. 法令等の改正
【最終基準】　該当なし

【公開草案】
（1）  金融庁、「 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則及び連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に
関する規則の一部を改正する内閣府令（案）」を公表

金融庁は2019年2月18日、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則の一部を改正する内閣府令（案）」（以下「本改正案」とい

う）を公表した。

本改正案は、企業会計基準委員会が策定・公表した企業会計基

準第21号「企業結合に関する会計基準」（2019年1月16日公表）を

踏まえ、財務諸表等規則及び連結財務諸表規則について所要の改

正を行うことを提案している。

コメントの募集は2019年3月19日に締め切られている。本改正

は、公布の日から施行され、2019年4月1日以後に開始する事業年

度において行われる企業結合について適用される予定である。

【あずさ監査法人の関連資料】　

会計・監査ニュースフラッシュ （2019年2月20日発行）

（2）  金融庁、企業会計基準の指定に関する金融庁告示の一
部改正案を公表

金融庁は2019年2月18日、企業会計基準の指定に関して、「財務

諸表等規則」及び「連結財務諸表規則」に規定する金融庁長官が定

める企業会計の基準を指定する件の一部改正（案）（以下「本改正

案」という）を公表した。

本改正案は、企業会計基準委員会が2019年1月31日までに公表

した次の会計基準について、財務諸表等規則第1条第3項及び連結

財務諸表規則第1条第3項に規定する一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準とすることを提案している。

⃝  企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」（2019年1

月16日公表）

コメントの募集は2019年3月19日に締め切られている。本改正

は公布の日から適用される予定である。

【あずさ監査法人の関連資料】　

会計・監査ニュースフラッシュ （2019年2月20日発行）

2. 会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ））
【最終基準】　該当なし

【公開草案】
（1）  ASBJ、「連結財務諸表作成における在外子会社等の会

計処理に関する当面の取扱い（案）」を公表
ASBJは2019年3月25日、実務対応報告公開草案第57号（実務

対応報告第18号の改正案）「連結財務諸表作成における在外子会社

等の会計処理に関する当面の取扱い（案）」（以下「本公開草案」とい

う）を公表した。

本公開草案は、2018年（平成30年）改正実務対応報告において

検討の対象から除かれていた、国際財務報告基準第16号「リース」

及び米国会計基準会計基準更新書第2016-02号「リース」を対象

に、修正項目として追加する項目の有無について検討を行った結

果、新たな修正項目の追加を行わないことを提案している。

コメントの締切りは2019年5月27日である。本改正は、公表日

以後に適用される予定である。

【あずさ監査法人の関連資料】

ポイント解説速報（2019年4月1日発行）

会計・監査情報 （2019. 2 - 3 ）

有限責任 あずさ監査法人

本稿は、あずさ監査法人のウェブサイト上に掲載している会計・監査ダイジェスト
のうち、2019年2月分と2019年3月分の記事を再掲載したものである。会計・監査ダ
イジェストは、日本基準、修正国際基準、国際基準及び米国基準の会計及び監査の主
な動向を簡潔に紹介するニュースレターである。

 

https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190219_zaiki.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/jgaap-news-flash-2019-02-20.html
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190219_zaiki.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/jgaap-news-flash-2019-02-20.html
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/exposure_draft/y2019/2019-0325.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/jgaap-news-flash-2019-04-01.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/accounting-digest-2019-02.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/accounting-digest-2019-03.html
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3.監査関連
【最終基準】
（1）  日本公認会計士協会、「監査基準の改訂に関する意見書」

に対応する監査基準委員会報告書701「独立監査人の監
査報告書における監査上の主要な検討事項の報告」等を
公表

日本公認会計士協会は2019年2月27日、「監査基準の改訂に関

する意見書」に対応する監査基準委員会報告書701「独立監査人の

監査報告書における監査上の主要な検討事項の報告」等（以下「本

報告等」という）及び公開草案に寄せられたコメントの概要とその

対応を公表した。

本報告等は、日本公認会計士協会が、2018年7月に金融庁より

公表された「監査基準の改訂について」を踏まえ、監査基準委員会

報告書の新設及び改正について検討を行ったものであり、2018年

10月19日に公表された公開草案から特に重要な変更はされていな

い。

本報告等のうち、監査基準委員会報告書701「独立監査人の監

査報告書における監査上の主要な検討事項の報告」及び関連する

要求事項・適用指針については、2021年3月31日以降終了する事

業年度に係る監査から（2020年3月31日以後終了する事業年度に

係る監査からの早期適用可）、それ以外の改正事項については、原

則として2020年3月31日以降終了する事業年度に係る監査から適

用することとされている。

【あずさ監査法人の関連資料】

会計・監査ニュースフラッシュ （2019年3月4日発行）

【公開草案】　該当なし

4. INFORMATION

（1）  法務省、法制審議会において「会社法制（企業統治等関
係）の見直しに関する要綱案」及び「附帯決議」を採択

法務省は2019年2月14日、法制審議会第183回会議において、

「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案」及び「附帯

決議」を原案のとおり採択し、法務大臣に対して答申することとし

た。

なお、上記についての詳細は、本誌会計・監査／税務①「会社法

制の見直しに関する要綱の概要」も参照のこと。

【あずさ監査法人の関連資料】

会計・監査ニュースフラッシュ （2019年2月18日発行）

（2）  金融庁、「有価証券報告書の作成・提出に際しての留意
すべき事項及び有価証券報告書レビューの実施につい
て（平成31年度）」を公表

金融庁は2019年3月19日、2019年3月期以降の事業年度に係る

有価証券報告書の作成・提出に際しての留意すべき事項及び有価

証券報告書に対するレビュー（審査）の実施概要について公表した。

主なポイントは以下の通りである。

⃝  2019年3月期以降の事業年度に係る有価証券報告書の作成・

提出に際しての留意すべき事項として、「企業内容等の開示に関

する内閣府令」、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」

等の公表を踏まえた「財務諸表等規則」等の改正を挙げてお

り、改正内容の順守状況について、有価証券報告書レビューの

法令改正関係審査を実施する。

⃝  今年度の有価証券報告書レビューの重点テーマ審査について、

「関連当事者に関する開示」、「ストック・オプション等に関する

会計処理及び開示」、「従業員等に信託を通じて自社の株式を

交付する取引に関する会計処理及び開示」に着目して対象会社

を選定する。

⃝  前年度の有価証券報告書レビューの審査結果として、法令改

正関係審査及び重点テーマ審査に関する「適切ではないと考え

られる事例」が指摘されている。

【あずさ監査法人の関連資料】

ポイント解説速報（2019年3月28日発行）

（3）  金融庁、「記述情報の開示に関する原則」及び「記述情報
の開示の好事例集」を公表

金融庁は2019年3月19日、金融審議会ディスクロージャーワー

キング・グループ報告における提言を踏まえ、ルールへの形式的な

対応にとどまらない開示の充実に向けた企業の取組みを促し、開示

の充実を図ることを目的として「記述情報の開示に関する原則（以

下「開示原則」という）を策定するとともに、「記述情報の開示の好

事例集」（以下「好事例集」という）をとりまとめ公表した。主なポイ

ントは以下の通りである。

⃝  開示原則は、いわゆる「記述情報」について、開示の考え方、望

ましい開示の内容や取り組み方をまとめたものであり、経営方

針・経営戦略等、経営成績等の分析、リスク情報を中心に、有

価証券報告書における開示の考え方等を整理することを目的

としている。

⃝  記述情報の開示に共通する、求められる事項及び期待されて

いる事項として、①経営目線の議論（資本コスト等に関する議

論を含む）の適切な反映、②重要性（マテリアリティ）、③セグメ

ント情報及び④分かりやすさを掲げている。

https://jicpa.or.jp/specialized_field/20190227aei.html
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2018/10/jgaas-news-flash-2018-10-24.html
http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi03500033.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2018/02/jgaas-news-flash-2018-02-28.html
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190319.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/jgaap-news-flash-2019-03-29.html
https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20190319.html
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⃝  有価証券報告書における「経営方針・経営環境及び対処すべき

課題等」、「事業等のリスク」及び「経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の開示について、そ

れぞれ考え方と望ましい開示に向けた取組みについて整理して

いる。

好事例集では、開示原則に対応して、好事例として着目したポイ

ントをコメントしている。

【あずさ監査法人の関連資料】

ポイント解説速報（2019年3月28日発行）

日本基準についての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（日本基準）へ

II. 修正国際基準

1. 修正国際基準に関する諸法令等（金融庁）
【最終基準】　該当なし

【公開草案】
（1）  金融庁、修正国際基準の指定に関する金融庁告示の一部

改正案を公表
金融庁は2019年2月18日、修正国際基準の指定に関して、「連結

財務諸表規則」に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準を

指定する件の一部改正（案）（以下「本改正案」という）を公表した。

本改正案は、企業会計基準審議会が2018年12月31日までに公表

した次の修正国際基準について、連結財務諸表規則第94条に規定

する修正国際基準とすることを提案している。

⃝  修正国際基準の適用（2018年12月27日公表）

コメントの募集は2019年3月19日に締め切られている。本改正は

公布の日から適用される予定である。

【あずさ監査法人の関連資料】

会計・監査ニュースフラッシュ （2019年2月20日発行）

2. 会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ））
【最終基準】　該当なし

【公開草案】　該当なし

米国基準についての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（修正国際基準）へ

III. 国際基準
1. 我が国の任意適用制度に関する諸法令等（金融庁）
【最終基準】　該当なし

【公開草案】
（1）  金融庁、指定国際会計基準の指定に関する金融庁告示の

一部改正案を公表
金融庁は2019年2月18日、指定国際会計基準の指定に関して、

「連結財務諸表規則」に規定する金融庁長官が定める企業会計の基

準を指定する件の一部改正（案）（以下「本改正案」という）を公表 

した。

本改正案は、国際会計基準審議会が2018年12月31日までに公表

した次の国際会計基準について、連結財務諸表規則第93条に規定

する指定国際会計基準とすることを提案している。

⃝  国際財務報告基準(IFRS)第3号「企業結合」（2018年10月22日

公表）

⃝  国際会計基準(IAS)第1号「財務諸表の表示」（2018年10月31日

公表）

⃝  国際会計基準(IAS)第8号「会計方針、会計上の見積りの変更及

び誤謬」（2018年10月31日公表）

コメントの募集は2019年3月19日に締め切られている。本改正は

公布の日から適用される予定である。

【あずさ監査法人の関連資料】

会計・監査ニュースフラッシュ （2019年2月20日発行）

2.  会計基準等の公表（国際会計基準審議会（IASB）、IFRS

解釈指針委員会）
【最終基準等】　該当なし

【公開草案】　該当なし

3. 監査関連　該当なし

米国基準についての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（IFRS）へ

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/01/jgaap-news-flash-2018-12-25.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190219_zaiki.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/jgaap-news-flash-2019-02-20.html
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/jmis.html
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190219_zaiki.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/jgaap-news-flash-2019-02-20.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
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IV. 米国基準
1. 会計基準等の公表（米国財務会計基準審議会（FASB））
【最終基準（会計基準更新書（Accounting Standards 

Update; ASU））】

（1）  ASU第2019-01号「リース（トピック842）‐ASCの改
訂」（2019年3月5日FASB）

本ASUは、2019年12月15日より後に開始する事業年度及びそ

の期中期間より適用される「リース」（トピック842）に関連して、以

下の3点を改訂又は明確化するものである。

リースの原資産の公正価値：
トピック840では、製造業及びディーラーでないリースの貸手

（一般的に金融機関）に対して、リースに供される原資産の公正価値

を、値引き等反映後の取得原価で測定することを認める例外規定

を設けていたが、現行のトピック842ではそのような例外が認めら

れていない。

本ASUは、上記トピック840のガイダンスを、トピック842にお

いても認めるものである。ただし、当該資産の取得からリースに供

されるまでの期間が長期にわたる場合は本ガイダンスの対象とな

らず、トピック820の公正価値の定義（すなわち出口価格）に従って

測定されることが求められる。

キャッシュ・フロー計算書の区分：
トピック840には明示規定はなかったものの、トピック942「金

融サービス－預貯金及び貸付」には、預貯金や貸付を行う金融企業

である貸手のキャッシュ・フロー計算書において、販売タイプリー

ス及び直接金融リースの支払いの元本部分を投資活動に、利息部

分を営業活動に分類する例示が存在する。トピック842のガイダン

スでは販売タイプリース及び直接金融リースにおける借手から貸

手への支払いをすべて営業活動に分類することが求められること

となったが、トピック942における例示が改訂されておらず、同ト

ピックの対象企業では従来どおりの表示を行っている場合もあり、

混乱が生じていた。

本ASUは、キャッシュ・フロー計算書に関してトピック842及び

トピック942を整合するよう改訂し、トピック942の対象企業につ

いてはトピック842の規定に関わらず、販売タイプリース及び直接

金融リースの元本部分は通常の貸付と同様に投資活動に、利息部

分及びオペレーティングリース料の支払いについては営業活動に

分類することを求めるものである。

会計上の変更及び誤謬の修正（トピック250）：
現行のトピック842では貸手及び借手に対して、当該トピックを

初年度適用する会計年度における移行措置について、トピック250

に基づいた開示規定の例外が設けられており、以下の項目の開示

が求められていないが、期中期間については明示的な例外規定が

設けられていない。

⃝  継続事業からの利益

⃝  継続事業からの純利益（又は純資産（又は業績指標）の変動を

示すその他の適切な科目）

⃝  その他の影響のある財務諸表科目

⃝  1株当たり金額への影響額

本ASUは、期中期間においても上記の開示項目が要求されない

ことを明確にするが、トピック842の要件を変更するものではない。

【あずさ監査法人の関連資料】

Defining Issues （英語）

本ASUは、公開の営利企業については2019年12月15日より後に

開始する事業年度及びその期中期間から適用される。それ以外の

企業については2019年12月15日より後に開始する事業年度及び

2020年12月15日より後に開始するその期中期間から適用される。

トピック842と同時に適用することを条件に、早期適用が認めら 

れる。

（2）  ASU第2019-02号「エンターテインメントー映画　そ
の他の資産―映画コスト（サブトピック926-20）及びエ
ンターテインメントー放送事業者　無形資産―のれん
及びその他（サブトピック920-350）　映画コスト及び
プログラム材料のライセンス契約に関する会計処理の
改訂」（2019年3月6日FASB）

現行のサブトピック926-20は、映画制作コスト及びテレビシ

リーズの制作コストの資産化について異なる要求をしている。サブ

トピック926 -20の制作コストにつき、映画制作にかかるコストは

すべて資産計上されるが、テレビシリーズの制作にかかるコストの

資産計上額は、2次マーケットにおける収益が見込まれる説得力の

ある証拠の存在、又は過去における2次マーケットでの収益の実績

がある場合を除き、1次マーケットにおけるエピソード毎の契約額

を上限としている。

本ASUは、テレビシリーズの制作コストを映画制作コストと同様

の要件に基づき資産化することを求めるものである。

また、本ASUは、サブトピック920－350の適用対象であるフィ

ルム制作コスト及びプログラム材料のライセンス契約について、

フィルムグループ・レベルでの減損テストを要求している。収益を

生み出す単独又はフィルムグループの制作コストの公正価値が、

資産化された制作コストの未償却残高を下回ることになる事象や

状況の変化が生じた場合に、減損テストを実施することが求めら

れる。そのような状況の例としては、技術革新、法的及び経済的な

状況の急激な変化、視聴者の急激な減少、赤字又はキャッシュ・フ

ローの流出などがある。フィルムグループとは、独立したキャッ

シュ・フローを生み出す制作コスト及びライセンス契約の最小の会

https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172257430&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172257430&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172257430&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172257430&acceptedDisclaimer=true
https://frv.kpmg.us/reference-library/2018/fasb-propose-more-amendments-lessor-acct.html
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172264622&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172264622&acceptedDisclaimer=true
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計単位である。また、未償却のフィルム制作コストについては、当

該フィルムの制作が実質的に中止された場合は、損失処理するこ

とが求められる。

本ASUは、公開の営利企業については2019年12月15日より後

に開始する事業年度及びその期中期間から適用される。それ以外

の企業については2020年12月15日より後に開始する事業年度及

びその期中期間から適用される。また、公開の営利企業について

は、財務諸表が未公表であれば期中期間を含めて早期適用が認め

られる。それ以外の企業については、財務諸表が他者に開示されて

いなければ早期適用が認められる。

本ASUは、適用日の帰属する最初の報告期間から将来にわたっ

て適用することが求められる。

（3）  ASU第2019-03号「非営利企業（トピック958）‐コレク
ションの定義の更新」（2019年3月21日）

サブトピック958-360では、芸術作品等のコレクションを売却

した場合の会計処理及び開示に関するガイダンスは、非営利企業

だけではなく営利企業にも適用されるとしている。

本ASUは、サブトピック958-360にあるコレクションの定義を

American Alliance of Museums （米国博物館協会）の倫理規定に

使用されている定義と整合するように改訂し、コレクションを保有

する企業に、コレクションを売却した代金を他の芸術作品の購入の

ために使用するか、コレクションの維持（direct care）に使用するか

についての方針及び定義について開示を求めるものである。

【あずさ監査法人の関連資料】

Defining Issues （英語）

本ASUは、2019年12月15日より後に開始する事業年度及び

2020年12月15日より後に開始する期中期間から適用される。早

期適用は認められる。

【公開草案（会計基準更新書案（ASU案））】
（1）  ASU案「金融商品―信用損失（トピック326）－移行処

置」の公表（2019年2月6日 FASB）
FASBは2016年6月16日に、償却原価で測定される金融商品の

信用損失の認識につき、従来の発生損失モデルに代えて予想信用

損失モデルを導入したASU第2016-13号「金融商品―信用損失

（トピック326）」（以下「ASU2016-13」という）を公表した。

トピック326の公表後、トピック326の導入に際して、新規に取

得又は組成した金融商品に公正価値オプションの適用を選択した

場合、過年度から償却原価で測定している同種の金融商品との間

で比較性が損なわれることが指摘された。公正価値オプションの

指定は金融商品の当初認識時点でのみ可能であり、その見直しは

できないためである。

本ASU案は、サブトピック326-20の適用対象である金融商品

（満期保有目的の債券を除く）について、サブトピック825-10に基

づく公正価値オプションの指定をトピック326の適用開始時に行

うことを金融商品ごとに認めるという移行措置を提案するもので

ある。本オプションの適用を選択した場合は、その後の変更は認め

られない。簿価と公正価値の差額は累積的影響額として期首剰余

金で調整され、その後はサブトピック820-10及び825-10に基づき

会計処理される。

コメントの募集は2019年3月8日に締め切られている。本ASU

は、ASU 2016-13を未適用の企業については、当該ASUと同時に

発効することが提案されている。ASU 2016-13を適用済みの企業

については、FASBが本ASU案に寄せられたコメントを考慮して発

効日を決定する予定である。

（2）  ASU案「企業結合（トピック805）－顧客との契約から
生じる収益－取得した負債の認識－FASBの緊急問題専
門委員会（Emerging Issue Task Force; EITF）の合意」
の公表（2019年2月14日 FASB）

現行のトピック805は、「顧客との契約から生じる収益（トピック

606）」の適用後に取得企業が企業結合によって引き受けた、顧客

との契約から生じた契約負債について、トピック606に基づいて負

債として認識するか否かについて明確なガイダンスを提供してい

ないとされている。

本ASU案は、企業結合において取得企業が引き受けた、トピック

606に基づく被取得企業の未充足の履行義務を、取得企業が負債

として認識することを提案するものである。

コメントの募集は2019年4月30日に締め切られている。FASBは

本ASU案に寄せられたコメントを考慮して発効日を決定する予定

である。また、発効日以降に実施される企業結合から将来にわたっ

て適用することが提案されている。

【あずさ監査法人の関連資料】

Defining Issues（英語）

（3）  ASU案「株式報酬（トピック718）及び顧客からの収益
（トピック606）」の公表（2019年3月4日 FASB）

2018年6月20日にFASBは、ASU第2018-07号「株式報酬（ト

ピック718）‐従業員以外に対する株式報酬の支払いに関する会計

処理の改善」を公表し、物品又はサービスの販売に関連して顧客に

付与された株式報酬について、トピック606に基づき売上の減少と

して表示するとしていた。ただし、株式報酬の測定についてはガイ

ダンスを提供しておらず、当該報酬についてトピック606の非現

金収益に関するガイダンスに基づいて契約日において測定するか、

又はトピック718に基づいて付与日における公正価値で測定する

かについて不明瞭となっている。

https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172375318&acceptedDisclaimer=true
https://frv.kpmg.us/reference-library/2019/fasb-updates-the-definition-of-collections.html
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172031887&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172099187&acceptedDisclaimer=true
https://frv.kpmg.us/reference-library/2019/fasb-proposes-targeted-transition-relief-for-credit-losses-standard.html
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本ASU案は、顧客に支払われる株式報酬について、トピック718

に基づき付与日における公正価値で測定し、売上高の減少として

認識することを提案するものである。

コメントの募集は2019年4月18日に締め切られている。本ASU

案は、ASU第2018-07号を未適用の企業については、当該ASUと

同時に適用することが提案されている。ASU第2018-07号を適

用済の企業については、当該ASUに合わせてASU第2018-07号

の開始時点まで遡及適用し、その影響は利益剰余金の期首残高で

調整することが提案されている。FASBは、適用日についてASU第

2018-07号をすでに適用している関係者から寄せられたコメント

を基に決定する予定である。

【あずさ監査法人の関連資料】

Defining Issues（英語）

（4）  ASU案「法人所得税（トピック74 0）―開示フレーム
ワークー法人所得税に関する開示規定の改訂―2016年
7月26日に公表した公開草案の改訂」の公表（2019年3

月25日 FASB）
本ASU案は、2016年7月26日にFASBが公表した、開示フレー

ムワーク・プロジェクトの一環として法人所得税に関する開示規

定を改善するための公開草案を、米国税制改革「The Tax Cuts and 

Jobs Act」を反映して改訂し、下記の開示を追加又は削除すること

を提案するものである。

追加（すべての企業）：
⃝  内部取引消去前の、国内及び海外別の継続事業からの税引前

利益（損失）

⃝  継続事業から発生する法人所得税等の相手別内訳（国税、地

方税等）

⃝  支払った税金の相手別内訳（国税、地方税等）

追加（公開の営利企業）：
⃝  未認識の税務上の恩典を認識した財政状態計算書の勘定科目

及び金額

⃝  評価性引当金の繰入・戻入金額及びその説明

⃝  繰越欠損金に関連する繰延税金資産を相殺する未認識の税務

上の恩典の総額

改訂（公開の営利企業）：
⃝  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差

異の原因になった項目のうち、5%を超える主な項目別の開示

及び項目毎の増減の説明

削除：
⃝  子会社又はジョイント・ベンチャーに関連する一時差異につい

て、トピック74 0の例外規定を適用して認識しないことにより

繰延税金負債を計上しない場合に要求されている、一時差異

の種類毎の累計額に関する開示

コメントの締切りは2019年5月31日である。本ASU案は、将来

にわたって適用することが提案されている。FASBは、適用日及び

早期適用が認められるか否かについて、関係者から寄せられたコ

メントを基に決定する予定である。

【あずさ監査法人の関連資料】

Defining Issues（英語）

2. 監査関連　該当なし

米国基準についての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（米国基準）へ

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人　
TEL：03-3548-5112（代表電話）
azsa-accounting@jp.kpmg.com 
担当：小松　拓史、行安　里衣

https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172244836&acceptedDisclaimer=true
https://frv.kpmg.us/reference-library/2019/share-based-payments-to-customers.html
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172382198&acceptedDisclaimer=true
https://frv.kpmg.us/reference-library/2019/fasb-reproposes-changes-to-income-tax-disclosures.html
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/us-gaap.html
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I. 2019年度税制改正

1. 2019年度税制改正法案の成立及び政省令の公布

3月27日、第198回通常国会において2019年度税制改正に係る

以下の3つの法案が可決・成立しました。また、3月29日、これらの

改正法が関連政省令とともに公布されました。

■  所得税法等の一部を改正する法律案
https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/198diet/index.htm

■  地方税法等の一部を改正する法律案
http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/k_houan.html

■  特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律案
http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/k_houan.html

■  官報平成31年3月29日　特別号外第5号
https://kanpou.npb.go.jp/20190329/20190329t00005/20190329t00005

0000f.html

【上記に関するe-Tax News】

KPMG Japan e-Tax News No. 168 （2019年3月27日発行）  
（日本語）

KPMG Japan e-Tax News No. 168 （2019年3月27日発行）  
（英語）

【主な改正項目の概要をお知らせするKPMG Japan tax 
newsletter （2018年12月19日発行）】

2019年度税制改正大綱 （日本語）

Outline of the 2019 Tax Reform Proposals （英語）

2. 税制改正関連法案の国会提出

2月15日、2019年度税制改正に関連する「中小企業の事業活動

の継続に資するための中小企業等経営強化法等の一部を改正する

法律案」が第198回通常国会へ提出され、経済産業省のウェブサイ

トに、これらの法律案やその概要、要綱及び新旧対照表等が掲載

されました。

■   「中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営

強化法等の一部を改正する法律案」が閣議決定されました
https://www.meti.go.jp/press/2018/02/20190215002/20190215002.

html

2019年度税制改正では、中小企業等経営強化法の改正を前提と

して、たとえば以下の改正が行われることとされています。

⃝  税制適格ストックオプションの適用対象者の範囲に、一定の

中小企業者等が認定社外高度人材活用新事業分野開拓計画

（認定計画）に従って活用する社外高度人材（プログラマー・エ

ンジニア、弁護士・税理士・会計士等）が追加されます。認定計

画や社外高度人材の意義等の規定は、中小企業等経営強化法

の改正案に含まれています。

⃝  中小企業の事業活動に災害が与える影響を踏まえ、事前防災

を促進する観点から、防災・減災設備への投資に対する特別

償却制度が創設されました。この制度の適用を受ける中小企

業者は、事業継続力強化計画又は連携事業継続力強化計画

の認定を受けることとされていますが、これらの計画や対象設

備である事業継続力強化設備等の意義等の規定は、中小企業

等経営強化法の改正案に含まれています。

II. 消費税

国税庁 ― 「総額表示義務の特例措置に関する事例集」の改
訂版等を公表

消費税法上、対消費者取引を行う事業者に対しては税込価格を

表示することが義務付けられています（総額表示義務規定）が、「消

税務情報 （2019. 2 – 3）

KPMG税理士法人

本稿は、2019年2月から2019年3月に財務省・国税庁等から公表された税務情報及
びKPMG税理士法人のウェブサイトに掲載したKPMG Japan tax newsletter及び
KPMG Japan e-Tax Newsの情報をまとめてお知らせするものです。

 

https://kanpou.npb.go.jp/20190329/20190329t00005/20190329t000050000f.html
https://kanpou.npb.go.jp/20190329/20190329t00005/20190329t000050000f.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/e-taxnews-20190327.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/e-taxnews-20190327.html
https://home.kpmg/jp/en/home/insights/2019/03/e-taxnews-20190327.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2018/12/tax-newsletter-201812.html
https://home.kpmg/jp/en/home/insights/2018/12/tax-newsletter-201812.html
https://www.meti.go.jp/press/2018/02/20190215002/20190215002.html
https://www.meti.go.jp/press/2018/02/20190215002/20190215002.html
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費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害す

る行為の是正等に関する特別措置法」（消費税転嫁対策特別措置法）

において、現に表示する価格が税込価格であると誤認されないた

めの措置（誤認防止措置）が講じられていることを要件に、2013年

10月1日から2021年3月31日までの間、総額表示義務規定を停止す

る特例措置が設けられています。

2019年10月1日より消費税率が8％から10％に引き上げられると

同時に軽減税率制度が導入されることを踏まえ、国税庁は4月1日、

以下の通達を3月29日付で改正するとともに「総額表示義務の特例

措置に関する事例集」の改訂版を公表しました。

■  「事業者が消費者に対して価格を表示する場合の取扱い及び

課税標準額に対する消費税額の計算に関する経過措置の取扱

いについて」の一部改正について（法令解釈通達）
http://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/kansetsu/kaisei/190329/

pdf/001.pdf

■  総額表示義務の特例措置に関する事例集（税抜価格のみを 

表示する場合などの具体的事例）（平成27年4月）（平成31年3月

改訂）
http://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/kaisei/pdf/

sogakuhyojigimu.pdf

また、総額表示義務の特例措置の要件とされる誤認防止措置の

考え方については、財務省が公表している消費税転嫁対策特別措

置法のガイドライン「総額表示義務に関する特例の適用を受ける

ために必要となる誤認防止措置に関する考え方」において示されて

いますが、このガイドラインも3月29日付で改正されています。

■  消費税転嫁対策特別措置法のガイドライン（総額表示義務の

特例）について
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/

consumption/20150401tenka.htm

【上記に関するe-Tax News】

KPMG Japan e-Tax News No. 169 （2019年4月2日発行）

III. 租税条約

1. モロッコとの租税条約 ― 締結交渉開始

財務省は2月1日、日本国政府がモロッコ王国政府との間で、租税

条約を締結するための交渉を2月4日より開始することを公表しま

した。

《財務省プレスリリース》
日本語： モロッコとの租税条約の締結交渉を開始します

    https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_

convention/press_release/20190201ma.htm

英　語：  Negotiations for Tax Convention with Morocco will 

be Initiated

    https://www.mof.go.jp/english/tax_policy/tax_conventions/

press_release/20190201ma.htm

2. チュニジアとの租税条約 ― 締結交渉開始

財務省は3月22日、日本国政府がチュニジア共和国政府との間

で、租税条約を締結するための交渉を3月25日より開始することを

公表しました。

《財務省プレスリリース》
日本語：  チュニジアとの租税条約の締結交渉を開始します

    https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_

convention/press_release/20190322tun.htm

英　語：  Negotiations for Tax Convention with Tunisia will be 

Initiated

    https://www.mof.go.jp/english/tax_policy/tax_conventions/

press_release/20190322tun.htm

IV. その他

1.  国税庁 ― 文書回答事例「英国子会社がオランダ法人と行
う合併の取扱いについて」を公表

国税庁は3月7日、イギリスのEUからの離脱（Brexit）に関連した

文書回答事例（2019年2月18日付）を公表しました。

■  英国子会社がオランダ法人と行う合併の取扱いについて
http://www.nta.go.jp/about/organization/osaka/bunshokaito/

hojin/190218/index.htm

【事実関係】
⃝  内国法人A社はイギリスに10 0％子法人であるB社を有してお

り、B社は欧州における販売拠点として傘下に販売子会社を有

している。

⃝  A社はオランダに新たに10 0％子法人であるC社を設立し、

Brexitの前に、B社の現在の事業をオランダに移転する予定で

ある。

⃝  このB社の事業の移転は、C社を合併法人、B社を被合併法人

http://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/kansetsu/kaisei/190329/pdf/001.pdf
http://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/kansetsu/kaisei/190329/pdf/001.pdf
http://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/kaisei/pdf/sogakuhyojigimu.pdf
http://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/kaisei/pdf/sogakuhyojigimu.pdf
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/20150401tenka.htm
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/20150401tenka.htm
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/04/e-taxnews-20190402.html
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/press_release/20190201ma.htm
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/press_release/20190201ma.htm
https://www.mof.go.jp/english/tax_policy/tax_conventions/press_release/20190201ma.htm
https://www.mof.go.jp/english/tax_policy/tax_conventions/press_release/20190201ma.htm
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/press_release/20190322tun.htm
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/press_release/20190322tun.htm
https://www.mof.go.jp/english/tax_policy/tax_conventions/press_release/20190322tun.htm
https://www.mof.go.jp/english/tax_policy/tax_conventions/press_release/20190322tun.htm
http://www.nta.go.jp/about/organization/osaka/bunshokaito/hojin/190218/index.htm
http://www.nta.go.jp/about/organization/osaka/bunshokaito/hojin/190218/index.htm
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とする吸収合併により行う。

⃝  本件合併に伴い、B社の株主であるA社に対してはC社株式以

外の資産は交付されない。

⃝  本件合併により、B社の合併直前の資産及び負債の全てをC社

が引き継ぐ。

⃝  A社は本件合併後においてC社の発行済株式の全てを継続し

て保有する見込みである。

⃝  本件合併は、EU域内の異なる国に所在する会社間での合併を

司る欧州議会及び欧州理事会20 0 5/5 6EC指令を受けた現地

国法令であるイギリス及びオランダの各国内実施法を準拠法と

して行われる。

【本件合併の取扱い】
回答者である大阪国税局は、以下に示すように、本件合併が日

本の法人税法上の合併に該当するものであることを認めたうえで、

法人税法の関係法令に照らして、（1）本件合併は適格合併に該当す

ること、（2）A社においてみなし配当の金額は生じないこと、（3）A

社においてB社株式の譲渡損益は繰り延べられることを認めてい 

ます。

⃝  法人税法上の合併は、日本の会社法を準拠法として行われる

合併に限るとはされていないため、外国法令を準拠法として行

われる法律行為及び異なる国に所在する法人間で行われる法

律行為であっても、その法的効果が日本の会社法上の合併の

本質的要素（消滅会社の権利義務の全部が存続会社に包括承

継されること（包括承継）、消滅会社は清算手続を経ることなく

自動的に解散して消滅すること（自動消滅））を具備し、日本の

会社法上の合併に相当するものと認められる場合には、法人

税法上の合併に該当するものとして取り扱うのが相当であると

考えられる。

⃝  本件合併は、欧州議会及び欧州理事会20 05/56EC指令に関

するイギリス及びオランダの各国内実施法を準拠法として行わ

れるものであり、包括承継及び自動消滅という法的効果が生

じ、日本の会社法上の合併の本質的要素を具備すると認めら

れるため、日本の法人税法上の合併に該当するものとして取り

扱うのが相当であると考えられる。

2.  経済産業省 ― 『「攻めの経営」を促す役員報酬～企業の
持続的成長のためのインセンティブプラン導入の手引～』
の改訂

経済産業省は、中長期の企業価値向上に対応する役員報酬プラ

ンの導入を促すため、『「攻めの経営」を促す役員報酬～企業の持続

的成長のためのインセンティブプラン導入の手引～』を公表してい

ます。

2017年4月に初版が公表された後、同年9月に第2版が公表され

ていましたが、2019年3月8日、下記のページにおいて新たな改訂

版が公表されました。

■  『「攻めの経営」を促す役員報酬―企業の持続的成長のための

インセンティブプラン導入の手引―』を改訂しました
https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308001/20190308001.

html

第1章の『「攻めの経営」を促す役員報酬の概要』において、「コー

ポレート・ガバナンス・システムに関する実務指針」の改訂等を踏

まえたページの追加・修正及び株式交付信託のスキーム図の追加

等が行われました。

また、第2章の『株式報酬、業績連動報酬に関するQ&A』におい

て、以下の改訂が行われています。

⃝  役員報酬に株式交付信託が用いられる場合の取扱いが、いく

つかのQ&Aに加筆されたほか、Q16に「株式交付信託の税務

上の取扱いについて教えてください。」というQ&Aが追加され

ています。

⃝  事前確定届出給与である株式報酬に相当するファントム・ス

トックを非居住者の役員に交付する場合の取扱いを整理した

Q&Aなど、上記のQ16を含め全部で5つのQ&A（Q16、Q18、

Q57、Q73及びQ76）が新設されています。

  （このQ16のなかで、一般社団法人信託協会が国税庁等と協

議して取りまとめた「役員向け株式交付信託に関する税務上の

取扱い（平成31年2月）」※1が紹介されています。なお、このQ&A

は、信託協会の「株式交付信託」※2のページに掲載されてい 

ます。）

⃝  既存のQ&Aについてもところどころ加筆修正が行われていま

すが、改訂された箇所は見え消し版（「 II. 株式報酬、業績連動

報酬に関するQ&A～平成28年度・平成29年度税制改正を踏

まえて～」※3）で確認することができます。
※1  https://www.shintaku-kyokai.or.jp/archives/026/201902/esop02.pdf

※2  https://www.shintaku-kyokai.or.jp/products/corporation/kabushiki.

html

※3  https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308001/ 

20190308001-2.pdf

【上記1.及び2.に関するe-Tax News】

KPMG Japan e-Tax News No. 167 （2019年3月11日発行）

https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308001/20190308001.html
https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308001/20190308001.html
https://www.shintaku-kyokai.or.jp/archives/026/201902/esop02.pdf
https://www.shintaku-kyokai.or.jp/products/corporation/kabushiki.html
https://www.shintaku-kyokai.or.jp/products/corporation/kabushiki.html
https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308001/20190308001-2.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308001/20190308001-2.pdf
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/e-taxnews-20190311.html
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3.  経済産業省 ― 「中堅・中小企業向け海外展開のための税
制基礎資料」を公表

経済産業省は、中堅・中小企業の更なる海外展開を推進してい

ますが、今後、より効率的な海外展開を行うためには、海外への進

出・事業運営・撤退の各ステージにおいて、日本及び現地の税制、

進出後のコンプライアンス要求等を正確に把握したうえで、最適

な意思決定を行うことが重要となるという観点から、2019年1月～

2月にかけて、海外展開に係る検討の一助となる情報提供を行うた

めの税制基礎セミナーを開催しました。

このセミナーは、経済産業省の委託事業としてKPMG税理士法

人が実施したものであり、以下のセミナー資料が経済産業省の「国

際租税」※のページに掲載されました。

※  https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/

kokusaisozei.html

■  中堅・中小企業向け海外展開のための税制基礎セミナー資料

（移転価格税制編）
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/

chusho_zeisei_TP.pdf

■  中堅・中小企業向け海外展開のための税制基礎セミナー資料

（主要各国の税制概要編）
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/

chusho_zeisei_kakkokusido.pdf

これらの資料には、移転価格税制及び国際課税について、基本

的な内容から実務上の論点まで網羅的かつ詳細にまとめられてい

るほか、主要各国の税制の概要（法人所得税の課税方法、優遇税制

措置及び税務調査のポイント等）も掲載されています。

4.  金融庁 ― 恒久的施設（PE）に係る「参考事例集」の改
訂版を公表

金融庁は4月1日、恒久的施設（PE）に係る「参考事例集」の改訂

版（3月29日付）を以下のウェブサイトに公表しました。

■  恒久的施設（PE）に係る「参考事例集」の一部改訂について
https://www.fsa.go.jp/news/30/20190322.html

この「参考事例集」は、2008年度税制改正において独立代理人の

規定が導入されたことを受け、国外ファンドと投資一任契約を締

結し特定の投資活動を行う国内の投資運用業者が独立代理人に該

当するかどうかの判定について、関係当局（財務省及び国税庁）と

の協議を経て、2008年6月27日に公表されたものです。

2018年度税制改正により、独立代理人の範囲の見直しが行われ

たことから、その改正の背景及び趣旨を踏まえ、関係当局との協議

のうえ、改訂されています。

【上記に関するe-Tax News】

KPMG Japan e-Tax News No. 169 （2019年4月2日発行）

税務コンテンツ
本稿でご紹介したKPMG Japan tax newsletterおよびKPMG 

Japan e-Tax Newsは、以下のウェブサイトからアクセスいた
だけます。
kpmg.com/jp/tax-topics

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMG 税理士法人
Info-tax@jp.kpmg.com
担当：大島　秀平、山崎　沙織、風間　綾、内藤　直子

https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/kokusaisozei.html
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/kokusaisozei.html
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/chusho_zeisei_TP.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/chusho_zeisei_TP.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/chusho_zeisei_kakkokusido.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/chusho_zeisei_kakkokusido.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/30/20190322.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/04/e-taxnews-20190402.html
mailto:Info-tax@jp.kpmg.com
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経営 Topic①
経営管理

経理ガバナンスの観点からの子会社管理
～子会社の不適切会計の防止に向けた施策

有限責任 あずさ監査法人
アカウンティングアドバイザリーサービス
ディレクター　　　　嘉鳥　昇
シニアマネジャー　　三浦　一成

日本公認会計士協会が2018年に公表した、内部統制報告書において開示すべき重
要な不備を報告した企業数の推移調査の結果によると、昨今報告されている開示す
べき重要な不備の半数程度は有価証券報告書の訂正に伴い報告されていることが示
されています。我が国において内部統制報告制度が導入されてから10年が経ちまし
たが、内部統制報告書の訂正件数は近年増加傾向にあり、不適切会計1に関する報道
も後を絶ちません。子会社管理のためのルールやプロセスを十分に整備しないまま
M&Aやグローバル化を進め、企業グループの規模を拡大していった結果、度重なる
不適切会計の発生に頭を悩ませている企業が多くあります。本稿では、経理業務の
領域における親会社による子会社のガバナンスのあり方と具体的な施策について解
説します。なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

 

【ポイント】

－  子会社管理の問題点として、①異常値を発見するという視点からの分析の
欠如、②会計情報の透明性を確保する環境整備の遅れがあげられる。

－  DA、AI等のテクノロジー技術の異常値分析への応用、会計システムの機
能の向上は問題解決に有効ではあるが導入までには多くの時間を必要と
する。今できることから改善着手し、不適切会計に対応する仕組みを整え
る必要がある。

－  子会社の会計情報の透明性を高め、決算数値に対する異常値分析を効果
的に行うためには、分析のフォーム化を含め、子会社からの決算報告のレ
ポーティングパッケージを見直す必要がある。

－  さらに、すべての子会社で整備・運用する統制を定め、決算処理の前段階
で取引データ入力の改ざんや誤謬を防止、抑制する効果を高める。

嘉鳥　昇
かとり　のぼる

三浦　一成
みうら　かずなり

1  本稿 において、「不適切会計」とは監査基準委員会報告書第35号「財務諸表の監査における不正への対応」における「不正」および「誤謬」の両方を指します。
「不正」とは財務諸表の意図的な虚偽の表示であって、不当又は違法な利益を得るために他人を欺く行為を含み、経営者、取締役等、監査役等、従業員又は第
三者による意図的な行為をいい、不正な財務報告（いわゆる粉飾）と資産の流用があります。「誤謬」とは、財務諸表の意図的でない虚偽の表示であって、金額
又は開示の脱漏を含みます。
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I . 子会社管理の問題点
昨今報告されている開示すべき重要な不備の内容を見ると、親

会社における、子会社の会計情報に対するモニタリング不足とい

う問題が浮き彫りになります。資産の流用の原因としては、当然子

会社側における内部統制の整備不十分があげられますが、一人の

経理担当者に業務が集中し第三者によるチェックが効いていない

ような状態を親会社が全く把握できておらず、是正していないこ

とは、企業グループとして大きな問題です。また、親会社に比べる

と子会社の経理体制は相対的に脆弱な場合が多く、慢性的な人数、

経験不足に悩まされているにも係わらず、親会社にそれを補うよ

うなチェック機能、支援機能が整っていないケースも見受けられ 

ます。

公認会計士協会の調査によると、上場企業における不適切会計

の特徴として、東証一部上場企業の不正には子会社経営者・従業員

によるものが多く、内容の多くは不正な財務報告（粉飾）でした。一

方で東証一部以外に上場している企業では、親会社経営者・従業

員による不正が多く、内容も不正な財務報告に限らず資産の流用

も多く含まれています。このことから、東証一部上場クラスの企業

では、親会社は一定水準の内部統制が機能しているものの、子会社

管理の仕組みの整備は十分といえず、そのような中で活発にM&A

やグローバル化を進め、親会社の内部統制さえ十分でない会社を

子会社化し続けていくことは、グループにおける不適切会計が発生

するリスクを高める危険な行為といえます。今こそ、子会社管理の

問題点を整理し、しっかりと対策を行っておく必要があります。

開示すべき重要な不備の内容や、企業の経理業務を分析した結

果、親会社が認識すべき子会社管理の問題点として、①異常値を発

見するという視点からの分析の欠如、②会計情報の透明性を確保

する環境整備の遅れ、の2点があげられます。

① 異常値を発見するという視点からの分析の欠如
子会社の財務諸表の内容について、毎期売上高や利益の増減原

因の把握、業績の評価は行っていても、異常値の発見を目的とした

分析まで行っている企業は多くありません。子会社における不適切

会計の兆候を発見するには、まず子会社のリスク評価を行い、当該

子会社の属する業界の慣行、業務の特殊性、過去事例や他社事例

などを理解し、発生し得る不正行為、手口を想定したうえで、過去

数年間の残高比較、取引額（量）比較、比率比較などの手法を使い

分析を行う必要があります。しかしながら実際には、子会社の業務

内容ばかりか経理体制や担当者の人物像、決算スケジュールやプ

ロセス、会計システムの構成さえ十分に把握できておらず、どこに

不適切会計の発生するリスクがあるかもわからないまま財務諸表

を眺めている場合が多くあります。

② 会計情報の透明性を確保する環境整備の遅れ
仮に前述の異常値発見のための分析を行おうとしても、各社各

様の業務プロセス、統制のもとで会計情報が作成されていたり、グ

ループとして最低限確保したい経理業務の品質水準が不明確なた

めに、子会社の情報の品質に差異が生じている場合があります。ま

た、子会社の会計システムが不統一、会計情報を一元的に管理で

きる仕組みがないため、リアルタイムで必要な会計情報を入手、確

認できないというようなインフラ的な問題を抱えている場合もあり

ます。特に、M&Aや企業の統廃合を繰り返してきた結果、子会社

のシステム構成そのものがブラックボックス化していて、会計情報

がどこでどのように生成されるかを親会社で把握できていない場

合は、不正を発見することが一層難しくなります。

II.  子会社の不適切会計に対応する
ための仕組み

1. 異常値を発見するという視点からの分析の仕組みづくり

異常値を発見するという視点からの分析は図表1の手順により進

めます。

子会社のリスク評価を適切に行うためには、子会社に対する十

|図表1　異常値分析手順

子会社の理解 不適切会計
シナリオの推定

不適切会計発生時の
兆候の推定

不適切会計発生時の
財務報告への
影響の推定

異常値を意識した
分析作業

内部統制の整備・運用
状況を確認し、どの程
度信頼できるかを検討
する

子会社の置かれた経
営環境、会社固有の特
性など、不適切会計の
パターンの検討の前提
となる情報を収集し、
理解する

①での理解を元に、子
会社でどのような不適
切会計が起こり得る
か、その発生シナリオ
を推定する

②で推定した不適切会
計が実際に発生した
場合に、どこにどのよ
うな兆候が出るかを推
定する

子会社の不適切会計
リスクを意識して、子
会社財務分析を実施
する

②で推定した不適切会
計が実際に発生した
場合に、財務諸表にど
の程度の影響が出そう
かを検討し、子会社側
とのコミュニケーショ
ンの取り方、確認の行
い方などについて検討
する

1 2 3 4 5
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分な理解が欠かせません。「地域」、「事業」、「経営者」、「戦略・計画」、

「業務」、「システム」、「人材・組織」といった視点から子会社の特性

を把握します。情報収集の方法としては書面や電子媒体による確

認が多く用いられますが、子会社の経営者や経理責任者、担当者に

対するインタビュー等により直接得られる心証は、書面や電子媒体

による確認よりも格段に強い場合がありますので、両者をうまく組

み合わせる必要があります。

子会社の理解、子会社における不適切会計シナリオ、不適切会

計が発生した場合の兆候の推定、財務報告への影響の推定を行っ

たうえで、趨勢分析、比率分析、合理性テストといった代表的な

分析手法を組み合わせて、子会社の会計情報における異常値を

分析します。昨今では、表計算ソフトによる分析にRPA（Robotic 

Process Automation）技術を導入したり、CAAT（コンピュータ利

用監査技法）ツールを活用して子会社の特定データを可視化、抽出

することにより、異常値発見や分析業務の効率性を向上させる企

業が増えてきました。現在、監査法人やシステムベンダーではDA

（Data Analytics）やAI（Artificial Intelligence）を不適切会計の発見

に役立てようと研究を進めていますが、データ分析に関する専門的

知識を有する人材の確保、機械学習させるための多くの不適切会

計データの収集など課題は多く、これらの技術が一般企業で実用

化されるまでにはまだ数年が必要と考えられます。

2.  会計情報の透明性を確保するための仕組みづくり

グループ統一の会計システムを企業グループ全体に導入した

り、各社の会計システムは異なったままグループ共通の会計帳簿

（データベース）に取引データ／残高データを集めて各社の会計情

報を一元管理できる仕組みを導入する企業は増えてきています。

近年では、クラウド型会計システムが登場し、低コストでありなが

らリアルタイムで子会社の取引明細レベルの情報を親会社で見る

ことが可能になっています。企業グループの会計情報の集約化が

進むことにより、財務諸表、連結決算のための情報の作成は子会社

が、分析作業は親会社が行うというこれまでの役割分担は、今後は

親会社にて子会社の財務諸表、連結決算のための情報を作成でき

るようになるため分析作業まで一気に行い、子会社は親会社によ

る異常値分析結果に対して原因調査を行うという形に変わってい

くと考えられます。

テクノロジーの進化による経理業務の進化には大変期待が持て

ますが、子会社の不適切会計を防止、早期発見することは企業グ

ループにおける喫緊の課題です。このような経理業務の変化を見

据えて、自社グループの子会社管理のあり方を検討し、今取り掛か

れることから改善していく必要があります。次章では、経理業務を

期中処理と決算処理とに分け、前者についてはグループ全体での

内部統制の標準化、後者については決算業務の標準化という観点

での取り組み事例を紹介します。

III. 具体的な施策の事例
1. 施策 － 子会社の決算業務の標準化

（1） 子会社の決算数値の異常値分析
不適切会計を防止・発見できない原因の一つに異常値を発見す

る視点の欠如が考えられます。不適切会計を防止・発見するために

は、親会社に報告する決算数値に異常値がないか適時に分析する

ことが有効です。しかしながら、現実的には多くの会社で、自らの

決算数値について異常値分析を実施していないケースや、仮に分

析を実施したとしても子会社が親会社に決算数値を報告した後に

分析をしているため分析自体が形骸化しているケース、親会社が

異常値分析をしようにも子会社のビジネスや業務に対する知識や

経験が無く実施が難しいケースなどがあるのではないかと推察し

ます。

そこで、不適切会計を防止・発見の実効性を担保するためには、

親会社へ決算報告を行う前に、子会社が子会社の決算数値につい

て異常値分析し報告する仕組みを構築することがポイントと考え

ます。つまり、子会社が親会社に決算数値を報告するレポーティン

グパッケージの一部として異常値分析を取り込むことが重要です。

（2） 決算テンプレートの活用
親会社がフォームを統一せず子会社へ様々な異常値分析の結果

を報告することを認めている場合、親会社によるモニタリング、す

なわち、子会社の異常値分析が適切に実施されたかどうかを親会

社で確認することが困難となります。親会社によるモニタリングを

実効性あるものとするためには、子会社の異常値分析のフォームを

標準化することが必要と考えます。加えて、これを機会に親会社に

よるモニタリングが迅速に行われるように、既存の連結レポーティ

ングパッケージの構成も見直し、新たな『決算テンプレート』とし

て運用することが有用と考えます。

『決算テンプレート』とは、異常値分析の実施を想定し、子会社が

親会社に決算数値を報告する既存のレポーティングパッケージの

情報や子会社の決算資料の情報を基礎に作成される新たな決算報

告のフォームです。子会社の決算報告資料が、決算テンプレートで

インデックス化されることにより、資料番号がグローバルで同一

となり、親会社による異常値分析の確認や子会社への調査依頼が

容易となります（例示について図表2参照）。『決算テンプレート』は、

子会社に対してグループ共通の決算業務の資料を成果物として求

めるため、子会社の決算業務の標準化につながります。

（3） 監査を参考とした異常値分析のアプローチ
『決算テンプレート』に組み込まれる異常値分析のフォームは、監

査のアプローチを参考にしています。監査の異常値分析は、3つの

フェーズに区切ることができます。具体的には、➀勘定科目レベル
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（例　売上高および売上債権分析）で異常項目がないか、複数期間

の実績値の増減比較・比率分析にて確認を実施する�勘定分析�、

②異常値の懸念があると判断された場合の �個別調査�（例　売掛

金の滞留分析）、③上記の➀②の分析もふまえながらP／L ・ B／S

などを財務諸表に決算訂正などの影響が大きい不正・誤謬がない

か大局的な観点での実施する �全体分析�があります。一般的に、 

P／L ・ B／Sの増減分析はどの会社でも実施されますが、�全体分

析�に係る異常値分析が効果的となるためには、その前段階となる

�勘定分析�が重要と考えます（�勘定分析�の例示について図表3参

照）。なお、当該分析は、監査人等への説明資料ともなり得えます

ので、作成することは決して無駄な作業にはなりません。

（4） 将来を見据えた取組み
将来において、クラウド環境またはシングルインスタンスによ

り、子会社の会計データは、適時に親会社でも確認することが当た

り前となる時代が到来するかもしれません。当該状況下では、子会

社がレポーティングパッケージに自らのデータを入力するのでは

なく、親会社が子会社の決算テンプレートを作成し異常値分析を

したうえで、子会社へ決算テンプレートの内容確認と識別した異常

値の調査を依頼し、子会社からその結果報告を受ける、という仕組

みが構築されることも予想されます。当該状況下では、異常値分析

の手法やその異常値判定の精度に係るナレッジが重要となります。

現在の取り組むべき施策として、子会社の決算数値の異常値分析

を標準化し、その分析結果を蓄積することは、将来を見据えた経理

ガバナンスの第一歩、と考えます。

2. 施策 － 子会社の統制業務の標準化

（1）  すべての子会社を対象とした最低限遵守すべき統制の
整備

会社が決算数値の異常値分析を実施したとしても、そもそもの

取引データ入力の段階からが改ざんがなされていたら異常値が発

見されない、ないし発見されるまでに時間がかかります。このため、

特に取引データ入力時の正確性を担保する統制は重要です。しか

しながら、内部統制報告制度では、業務プロセスの評価対象となる

のは一部の重要な拠点のみであり、殆どの子会社の業務プロセス

統制は評価されていないのが現状です。一方、近年、評価対象外と

なる主要でないセグメント、いわゆるノンコアからも不適切会計が

発生するケースが続いています。その状況を考えると、内部統制報

告制度の評価対象外となる子会社も対象に、グループとしてすべて

の子会社に最低限遵守を求める統制を特定し、統一的に運用する

ことが必要と考えます。

|図表2　決算テンプレートのインデックス（例）

個社の決算書 N－10

・・・ ・・・

繰延税金資産・負債内容分析 H－30
・・・ ・・・

・・・

税金費用内容分析 H－20

税金費用及び繰延税金資産・
負債分析 － リードシート H－10

借入金増減分析 
－ リードシート G－10

・・・ ・・・

無形固定資産増減分析 
－ リードシート F－20

・・・ ・・・

有形固定資産増減分析 
－ リードシート F－10

貸付金増減分析 
－ リードシート E－10

・・・ ・・・

棚卸資産滞留分析 D－20
・・・ ・・・

仕入債務及び棚卸資産分析 
－ リードシート D－10

N

H

G

F

E

D

再構築
現在の連結RP・決算資料等の

利用を検討

分析
関連する科目を
集めて実施

PL増減分析

決算分類

組替表

総括

大分類 中分類
関連資料の
とりまとめ

小分類
具体的な
資料名称

参照番号

A－30
・・・ ・・・

BS増減分析 A－20

指標分析 A－10

・・・ ・・・
PL BS組替 B－10

A

B

売上債権滞留分析

売上関連

仕入関連

固定資産

財務

税金・
税効果

開示

投融資

詳細資料

C－30
・・・ ・・・

売上総利益分析 
－ リードシート C－20

売上高＆売上債権分析 
－ リードシート C－10

C
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（2） 統制テンプレートの活用
『統制テンプレート』とは、親会社を含むグループ子会社が最低

限遵守すべき統制業務（以下、統一統制という）を明示し、対象と

なる業務プロセス領域、想定する不適切会計のリスクシナリオ、統

一統制の内容を記載したフォームです。当該情報に、統一統制の子

会社への適用状況、例外事項の管理状況を加えることで、会社は、

統一統制の子会社への整備・運用状況の�見える化�が可能となり

ます（例示について図表4参照）。この管理シートを作成し状況を一

覧化することで、会社は、漠然とした子会社管理の不安や懸念を低

減することにつながると考えます。なお、子会社が統一統制をその

まま適用しない場合は、子会社の統制の不徹底を避けるため、例外

事項として取扱い、親会社の承認事項として管理・モニタリングす

ることが重要です。

（3） 統一すべき統制の絞り込み
統一すべき統制は、内部統制報告制度のキーコントロールと重

なる統制もありますが、同じとする必要はありません。すべての子

会社へ適用することを考えると、親会社が統制の優先度を検討し、

統制を絞り込むことが重要となります。その一方で、グループ全体

で直ぐに遵守できない、テストすることが難しい等の理由で対象か

ら外す必要もありません。

統制の絞り込みの手順は、まず現状調査により子会社の業務プ

ロセス（例えば　販売プロセス）の統制不足の領域を把握します。

その統制不足から推定される不適切会計シナリオを暫定的に決め、

その後、優先的に対応すべき不適切会計シナリオを決定します。そ

の不適切会計シナリオに関連する複数の統制のなかから、最低限

遵守を求める統制を絞り込みます。

例えば、子会社の販売プロセスの統制内容を現状調査した結

果、判明した統制不足から懸念される複数のリスクシナリオが推

定されたとします。検討の結果、�予算達成のため信用状態の悪い

相手と取引を行うリスク�が特に優先的に対応すべきリスクとして

選ばれ、当該リスクの軽減に関連する統制が、５つ挙げられたとし

ます。具体的には、①与信調査の実施、②四半期ごとの与信限度額

の更新に係る上長確認、③得意先の信用状況の継続的確認と社内

伝達、④取引のつど取引額が与信限度額を超えていないかの確認、

⑤与信に係る証憑のデータ保全です。この5つの統制から、一定の

絞り込みの基準（例えば、取引後の発見統制ではなく、リスクを回

避、軽減できるような取引以前の統制か、取引データの改ざん入力

に係る統制かどうか、小規模子会社での対応が可能かどうかなど）

で、統制を絞り込みます（図表4では統一統制として前述した②④

の統制に絞り込み）。その際、あまり統制数を絞り込まず、5つのう

ち4つの統制が最低限遵守を求める統制数とすることもできます。

しかしながら、統一統制の数が多くなればなるほど、たくさんの統

制を子会社に求めるため、統制の整備に時間がかかります。当該取

|図表3　勘定分析の例示 － 売上高および売上債権分析 － リードシート

特徴
● 当該分析は子会社の決算数値の情報を転記・利用して作成可能
● 分析は親会社に報告する決算実績値を対象
● 分析手法の大部分は共通化が可能
● 分析結果をナレッジとして蓄積し、異常値判定をグループで共有化
● 親会社でも子会社の分析を確認することで子会社の不適切会計リスクへの対応状況を管理

平均回収期間に
対応する直近売
上高で回転期間
分析すると異常
値となる。どこ向
けの売上債権が
増加？

勘定科目分析

売上高が増加し
て い る の にリ
ベートは減少。な
ぜ？

最終月の売上増
により予算達成。
売上計上は適
切？

C-10

B／Sより

P／L

セグメント

P／L

ヵ
ヵ

ヵ
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組みは、制度対応ではないため、統一統制をできるだけ少ない数に

絞り込むことで、早期にグループとしての統制を整備し、必要があ

れば、統一統制を徐々に拡大していくアプローチの方が導入し易

いと考えます。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人
アカウンティングアドバイザリーサービス
ディレクター　嘉鳥　昇
TEL：03-3548-5120
noboru.katori@jp.kpmg.com

 I 図表4　統制テンプレートによる�統制の見える化�（例　販売プロセス）

統 
制 

No.
事 
業

リ 
ス 
ク 
シ 
ナ 
リ 
オ 
番 
号

業 
務 
プ 
ロ 
セ 
ス

サ 
ブ 
プ 
ロ 
セ 
ス

統制内容
統 
制
対 
象

適用状況

親 
会 
社

大規模
子会社

中規模
子会社

小規模
子会社

A B C D E F G H ・・・ M N P ・・・

1 A 1 販 
売

与信 
管理

新規取引先はすべて与信管理規程に
基づいた信用度調査を実施する。 親、大、中

〇
整 
備 
済

〇 〇 〇 〇 〇 〇
整 
備 
中

〇 ・・・
統 
制 
外

統 
制 
外

統 
制 
外

・・・

2 A 1 販 
売

与信 
管理

すべての取引先に対して、与信管理
規程に基づき、与信限度額が設定さ
れ、四半期に一度、限度額の更新の
要否を上長の承認のもと確認する。

すべて
統一統制 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ・・・

整 
備 
中

〇
整 
備 
中

・・・

3 A 1 販 
売

与信 
管理

与信担当者は、既存の取引先を含め、
取引が発生する都度、取引先の与信
限度額が超えていないか確認する。

すべて
統一統制 〇 〇 〇 〇 〇

整 
備 
中

〇
整 
備 
中

整 
備 
中

・・・
整 
備 
中

〇 例 
外 ・・・

4 A 2 販 
売
マスタ
登録

取引先マスタの申請者と登録担当者
は、担当者・所属部門を分離する。 親、大 〇 〇 〇 〇 〇 〇

統 
制 
外

統 
制 
外

統 
制 
外

・・・
統 
制 
外

統 
制 
外

統 
制 
外

・・・

5 A 2 販 
売
マスタ
登録

単価マスタの変更入力者は、営業担
当者以外の者で、変更入力につき、
営業部の上長承認を得ていることを
確認し変更入力する。

すべて
統一統制 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

整 
備 
中

〇 ・・・
整 
備 
中

〇
整 
備 
中

・・・

6 A 3 販 
売 受注

正式受注前の出荷になる場合には、
受注入力者は、営業部の上長承認を
得ていることを確認し、受注入力を
する。

すべて
統一統制 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

整 
備 
中

整 
備 
中

・・・
整 
備 
中

整 
備 
中

例 
外 ・・・

7 A 4 販 
売
出荷・ 
検収　 

直送取引については、営業担当者は、
顧客から物品受領書を必ず入手し、
売上は、営業担当者以外が確認し、
入力する。

すべて
統一統制 〇 〇 〇

整 
備 
中

〇
整 
備 
中

整 
備 
中

例 
外

整 
備 
中

・・・
整 
備 
中

整 
備 
中

整 
備 
中

・・・

・・ ・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・
◦ 例外的な統制で代替する場合には、親会社の承認事項とし、親会社のモニタリング対象とする
◦ 最低限遵守すべき統制の数は、絞り込まないと子会社の負担増となり、整備・運用が難しくなる
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経営管理

従業員エンゲージメント
～脳科学視点からの活用効果と今後の展望

KPMGコンサルティング株式会社
ピープル＆チェンジ
パートナー　　　　大池　一弥
マネジャー　　　　深谷　梨恵
コンサルタント　　橋爪　謙

既に欧米では広く浸透しつつある、企業における組織と個人の �エンゲージメント�
という概念ですが、数年前から日本国内でも「従業員エンゲージメント」として認知
され、多くの企業でeNPS取得など可視化の取組みに着手しています。一方で従業員
エンゲージメントが今なぜ経営にとって大事となるのか、企業は何を得て、個人や
個人を通じた第三者へと何を還元していかなければならないか、経営者や人事部門
も明確に即答できないのではないでしょうか。本稿では、ヒトの進化の歴史と脳機能
の本質を背景として紹介するとともに、脳科学の視点から従業員エンゲージメント
を高める効果と科学的根拠について解説します。永続的な投資判断への参考の一助
となれば幸いです。なお、本文中の意見に関する部分は筆者の私見であることをあ
らかじめお断りしておきます。

 

【ポイント】

－  集団を形成し、協力し合うことで過酷な環境を生き延びてきたヒトの脳
は、「集団から認められる」＝「Reward（報酬）」、「集団から排除される」＝
「Threat（脅威）」を本能的に感じる仕組みとなっている。

－  「Reward」状態にある脳は記憶や分析といった認知機能や、難易度が高い
目標へチャレンジするなど主体性が高まる傾向にある一方、「Threat」状態
にある脳は認知機能や主体性が弱まる傾向があり、周囲の評価などを気に
してしまう状態になりやすい。

－  ―企業において組織と個人の関係性を表す従業員エンゲージメントの度
合と「Reward」および「Threat」状態の間に相関関係があることをSCARF
モデルが示しており、従業員エンゲージメントが高いことのメリットが脳
科学的に証明されている。

大池　一弥
おおいけ　かずや

深谷　梨恵
ふかや　りえ

橋爪　謙
はしづめ　けん



経
営

経営 Topic②

© 2019 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent 
member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 43KPMG Insight  Vol. 36   May 2019

経営管理

I .  脳は本能的に「Reward」を求め、
「Threat」を避けようとする
ヒトは種の生存確率を高めるために、生き残り戦略として�集団

形成�を選択したと言われています。集団を形成し、さらに社会を

形成することで、狩りや農業を成り立たせて子孫を残し繁栄してき

ました。より過酷な環境においても集団として生き残り進化したヒ

トの脳は、意識的・無意識的に�自身が所属する集団をいかに存続

させるか�、�集団からいかに認められるか�、�集団からいかに排除

されないようにするか�を考えます。自身が所属する集団の崩壊や

集団からの排除を避けるために、脳は社会的な立場（収入の高さ、

居住エリア、学歴など）、周囲との関係性（周囲に対する自身の立場

の優劣など）や評判などに自然に注意を向けるよう発達してきたと

言われています。

そういった周囲との関係を通じて、脳が「集団から自身の存在が

認められている」と感じる場合は �生�、もしくは食べ物や収入を得

ることと同様に「Reward（報酬）」と捉えます。そして「Reward」状

態にある脳は �生存確率が高い状態�と判断し、�快�と感じます。脳

は生存確率をさらに高めるために �快�と感じるキッカケとなった

行動や環境を求める傾向にあり、「Reward」状態を維持・強化しよ

うとします。

一方で、日常社会の中にあって �サーベルタイガーに襲われる�

といった命を直接脅かす脅威は存在しないまでも、「集団から自身

の存在が排除されている」と感じる場合は �死�もしくは、「Threat

（脅威）」と捉えます。前述の「Reward」とは逆に、「Threat」状態にあ

る脳は �生存確率が低い状態�と判断し、�不快�と感じます。脳は生

存確率を高めるために、�不快�と感じるキッカケとなった行動や環

境を避ける傾向にあり、「Threat」状態を緩和・弱化しようとします。

脳が「Reward」状態にあるとき、ワーキングメモリー1をつかさど

る前頭前野が活性化され、認知資源が増えると言われています。そ

の結果、目の前のタスクへの集中力や洞察力、創造力や問題解決力

など、成果を出すために必要な様々な種類の思考力が高まりやす

くなることが分かっています。また、認知資源とは心理学の用語で

あり、集中や意思決定など脳が活動するときに消費するリソースと

定義されています。たとえば、Appleの共同創業者の故スティーブ・

ジョブズ氏が生前、黒のタートルネックにジーンズというスタイル

を貫いていた理由は、必要のない決断回数を減らすため（認知資源

の消費を抑えるため）、と言われています。また学習や能力の成長

といった観点では、より高い目標や新たな分野へ挑戦する傾向が

強まることも確認されています。

一方、脳が「Threat」状態にあるときの様々な反応の中から1つを

取り上げると、前頭前野が酸欠状態・認知資源不足に陥りやすく、

創造力や問題解決力が低下してしまうことが分かっています。

II.  従業員エンゲージメントが高い
脳は「Reward」状態であること
が多い

米Neuroleadership Institute2（以下「NLI」という）は、米国内の

ある銀行を対象に行った実験結果3を基に、従業員エンゲージメン

ト（定義ついては後述）が高い場合に脳は「Reward」状態であるこ

とが多く、低い場合に脳は「Threat」状態であることが多いと説明

しています（図表1参照）。つまり従業員エンゲージメントが高い

状態を作ることは、以下のような効果の創出に繋がると考えられ 

ます。

①  従業員が組織や個人の目標を達成するうえで欠かせない創造

力や問題解決力などを発揮しやすくなる

②  洞察力や記憶力が高まることで学習を促進し、成長スピードが

はやくなる

③ より難易度が高い目標や新たな分野へ挑戦しやすくなる

|図表1　エンゲージメントとSCARFモデルとの関係

エンゲージメントが
高い状態

エンゲージメントが
低い状態

快感不快感

Neuroleadership InstituteのNeuroscience of engagement and SCARF : 
why they matter to schoolsを基にKPMG作成

「Reward」が
占めている状態

「Threat」が
占めている状態
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Relatedness
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エ
ン
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1  ワーキングメモリーとは何か目的を持った作業をしている時に使われる記憶機能
2  Neuroleadership Instituteとは、ニューロサイエンスの観点から組織マネジメント研究を行っている研究機関およびコンサルティング会社。2015年から

KPMG AustraliaはNeuroleadership Instituteと協働し、脳科学の知見に基づいた組織マネジメント改革のソリューションを開発
3  David Rock and Dr. Yiyuan Tang, 2009, Neuroleadership Institute, �Neuroscience of engagement�
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III.  SCARFモデルは「Reward」 
および「Threat」を感じる要因を
明らかにする

NLIのCEOデイビッド・ロック氏は、脳が認識する「Reward」お

よび「Threat」の両方に影響を与える要因を「SCARFモデル」4にま

とめました。図表1においてロック氏は、脳が「Reward」を感じやす

く、「Threat」を感じにくい組織の仕組みや仕掛けを作ることで、従

業員は記憶力や思考力といった脳機能をさらに発揮しやすくなる

と提唱しています。

■ Status（立場）
他者（同僚、上司、部下等）と比較して、自身は相対的に重要かど

うか。職位や収入など様々な観点で自身の立場を他者と比較し、

自身が有利か不利かを意識する。有利と感じると「Reward」状態

に、不利と感じると「Threat」状態が脳を占める。

■ Certainty（確実性）
自身はある程度正確に次の出来事の予測をたてられるかどうか。

脳は過去の経験から学んだことを基に判断・予測する。脳は経験

したことや知っていることに対して安心を感じ「Reward」状態に、

新たな挑戦や先行き不透明な状態に対して不安を感じ「Threat」

状態が脳を占める。

■ Autonomy（自由裁量）
出来事のプロセスや成果に対して自身はコントロールできると感じ

られるかどうか。意思決定の自由度が高いと「Reward」状態に、マ

イクロマネジメントの強化、指示や命令に従わなかった時の叱責

や罰則など自身の自由意志、選択の余地や行動が認められていな

いと感じると「Threat」状態が脳を占める。

■ Relatedness（仲間意識）
自身は他者を敵ではなく友達と感じられるかどうか。他者から必

要とされている・認められていると感じると安心を感じ「Reward」

状態に、無視されていると感じると不安を感じ「Threat」状態が脳

を占める。

■ Fairness（公平性）
自身は周囲から平等に扱われていると感じられるかどうか。他

者と比較して自身が同等に扱われていると感じると安心を感じ

「Reward」状態に、差別されている、損をさせられていると感じる

と不安を感じ「Threat」状態が脳を占める。

IV.  従業員エンゲージメントとは
�組織と個人が握手�している 
状態である

企業と従業員の関係性の中にあって、�エンゲージメント�とは組

織と個人がそれぞれ目指しているゴールの達成へ向けた対等かつ

協力的な関係性を意味します。エンゲージメントと似たような概念

として、ロイヤルティと満足度がありますが似て非なるもで、ロイヤ

ルティとは組織が目指しているゴール達成のための個人による一

方的な貢献（あるいは自己犠牲）であり、満足度とは組織によるサ

ポートに対する個人の納得感を指します。従業員エンゲージメント

とは �組織と個人が握手している状態�ともイメージでき、双方の利

益のため双方が助け合うという対等な構図であることが概念解釈

の最大のポイントです（図表2参照）。

|図表2　満足度、エンゲージメント、ロイヤルティの違い

満足度

従業員が目指しているゴール達成のための組織による
サポートに対する個人の納得感

定
義

凡例：　　　 個人 組織

エンゲージメント

組織と個人がそれぞれ目指しているゴールの達成へ向
けた対等かつ協力的な関係性

定
義

ロイヤルティ

組織が目指しているゴール達成のための個人による一
方的な貢献（あるいは自己犠牲）

定
義

4  David Rock, 2008, Neuroleadership Institute, �SCARF : a brain-based model for collaborating with and influencing others�
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従業員エンゲージメントを測定する様々なアプローチがある中

でもAppleやGoogleなど多くの企業が採用しているアプローチが

eNPS（Employee Net Promoter Score）です。EBITDA（Earnings 

Before Interest Taxes Depreciation and Amortization）のような経

営指標が財務状況を可視化できるように、eNPSは企業と従業員の

関係性をより正確に可視化できる経営指標として多くの企業に利

用されています。

従業員の生活や人生にとって �よい職場�であり続けるために

eNPSによる組織と従業員の関係性の可視化は、近年日本の多くの

企業で導入が進んでいるものの、得られた定量・定性結果から、課

題真因を分析し、最善な関係構築に向けた打ち手を投じ、成果を

モニタリングしていくといったPDCAサイクルを永続的に回し続け

るには至っていません。十分な投資判断がなかなか進まない理由

として、得られる対価試算が困難であるがために優先度が上がら

ないことが安易に想像されます。「従業員エンゲージメントが高ま

れば、具体的に企業はどういったベネフィットを短期・中長期的に

得ることができるのか」という問いに対し、明確な回答を持ち合わ

せていないのです。しかしながら前記に述べてきたように、従業員

エンゲージメントが高まるほど、個人のモチベーションや内発性

を高めやすく、人工知能（AI）に代替不可能な創造的・判断的な能

力が高まることがわかっており、従業員エンゲージメントを高め

ることが競争優位の源泉の保持への投資そのものであるというこ

とを、我々は改めて認識することができるのです。KPMGコンサル

ティングでは、EVPフレームワーク（Employee Value Proposition 

Framework）を活用し、従業員エンゲージメントを高める要素の洗

い出しを支援します（図表3参照）。

従業員エンゲージメントを高めるためには、従業員にとっての職

場が �有益である状態�が具体的に何を指すのかを、掘り下げて考

える必要があります。それは従業員一人ひとりの職場外の時間も

含めた24時間、さらには人生100年時代とも言われるライフタイム

そのもの＝�生活の一部�としての�よい職場�の在り方です。個人

が対峙する地域社会、家族友人、情報・最新テクノロジーなどと、

所属組織との関係の在り方も従業員エンゲージメントを高めるう

えではより重要な要素になっていくはずです。

従業員エンゲージメントを�戦略�として捉え直すことは、企業

が世の中に�機会をつくりだす�ことにも繋がっていきます。たとえ

ば、地域における企業主導のソーシャルイノベーションなどのよう

な社会変革のキッカケにも双方における�エンゲージメント�とい

う概念を適用することが可能なのです。

関連トピック
KPMG Insight1月号（Vol.34）
『新しい目標管理 �OKR�：脳科学視点からの活用効果と概要』
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/01/objectives-
key-results-20190131.html

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGコンサルティング株式会社
パートナー　大池　一弥
TEL：03-3548-5111（代表電話）
kazuya.oike@jp.kpmg.com

|図表3　Employee Value Proposition（EVP）の６領域
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「やって終わり」にしないコンプライアンス意識調査
～ 2018年度を振り返り、令和時代に備える

KPMGコンサルティング株式会社
リスクコンサルティング
シニアマネジャー　水戸　貴之

グローバル化をはじめとする環境変化に対応できないまま、コンプライアンス対応
上の意義が乏しいコンプライアンス意識調査を実施し続けている例が少なくありま
せん。
日本版司法取引やGDPRの施行、海外贈収賄規制違反、品質不祥事等、2018年度に
発生した制度変更・不正事案を踏まえれば、日本企業のコンプライアンス対応は、 

大きな転換点を迎えたものと考えられます。本稿では、そうした環境変化を踏まえ、
投資対効果の高いコンプライアンス意識調査に再構成していくためのポイントや留
意点を解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  2018年度は日本企業に大きな影響を与える不正事案の発生、制度改正・ 
導入がなされ、各企業においても対応を進める必要がある。コンプライア
ンス意識調査についても、法規制違反の未然防止に偏重することなく、不
正の早期発見・発見後の適切な対応に資するものとすべく、実施目的を見
直し、目的に沿った調査項目・対象・手法等を再検討していく必要がある。

－  コンプライアンス意識調査を「やって終わり」にしないために、グローバル
コンプライアンス体制構築・改善に向けた一連の施策のなかでの位置付け
を明確にし、調査後に取り組むべきアクションにかかる仮説を検証する手
段としてとらえ、実施することが肝要である。

水戸　貴之
みと　たかゆき
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I . はじめに
1. 形骸化したコンプライアンス意識調査の再生に向けて
多くの企業で実施されていると思われるコンプライアンス意識

調査ですが、従前から行っている調査を見直さずに引き継いでいる

等、調査がルーティーンワーク化し、形骸化してしまっている例も

散見されます。

そこで、コンプライアンス対応の投資対効果の最大化に向け、事

業のグローバル化をはじめとする環境変化や日系企業で相次ぐ不

祥事等を踏まえ、新たな時代に対応したコンプライアンス意識調

査へと生まれ変わらせるためのポイントと留意点を解説します。

II. 2018年度の振り返り

まず、今後の取組みを進めるにあたって踏まえておくべき環境変

化・現況を確認するべく、コンプライアンスの観点から2018年度を

振り返ります。

1. コンプライアンス活動に求められる発想の転換
2018年度、日本企業はコンプライアンス対応のさらなるグロー

バル化に向け、大きな転換点を迎えました。すなわち、グローバル

コンプライアンスリスクの代表格である贈収賄リスクについて、

リスクを十分に認識していたであろう企業でも防止しきれなかっ

た事案、海外規制当局との司法取引を見据えた弁護士秘匿特権の

保護を念頭に第三者委員会報告書の公開を限定的なものにすると

いった品質不祥事対応、さらに米国等で見られる手法の一部輸入

である日本版司法取引制度の導入を受け、「法規制違反はすべから

く未然防止すべきであり発生しない」との日本式コンプライアンス

思考ではもはや通用せず、「法規制違反は起こり得るものである」と

して対応を進めるグローバルコンプライアンス思考へ、発想の転換

を図る必要が生じています。

2. 依然として相次ぐ企業不祥事
2018年度は、2017年度以前から引き続いて、品質不祥事をはじ

めとするデータ改ざん、顧客や取引先との契約・手続違反事案が

相次ぎました。また、罰金額が数百億円に上るFCPA（海外腐敗防

止法、US Foreign Corrupt Practices Act）の摘発事案が発生し、海

外贈収賄規制への対応の重要性が改めて確認されました。海外贈

収賄規制については、日本版司法取引という新たな制度の第1号

適用事案ともなり、その後、間を置かずに第2号適用事案も発生

し、新たな制度への対応が各企業の喫緊の課題と位置付けられる

ことにもなりました。加えて、各企業に大きな負荷を強いることと

なったGDPR（EU一般データ保護規則、General Data Protection 

Regulation）が2018年5月に施行され、2019年1月には5,000万ユー

ロの罰金が課される事案が発生しています。

このうち、海外贈収賄規制については、KPMG Insight Vol.22

（2017年1月号）「今、見直すべきグローバル法務・コンプライアンス

リスク対応　～贈収賄規制対応を一例として～」にて、品質不祥事

については、KPMG Insight Vol.31（2018年7月号）「誤解と混乱の

「品質」リスクへの実効的な対応に向けて」にて、GDPRについては、

GDPR関連記事バックナンバーにて、詳しく取り上げているので、

あわせてご参照いただければと思います。

3. 日本版司法取引制度のインパクト
日本版司法取引制度とは、端的に言えば、他人の犯罪について捜

査協力することで、自らの罪につき有利な処分を受けられるよう検

察官と取引をするものです（図表1参照）。

本制度の第1号適用事案により、企業と役職員個人とが、刑事手

続において対立関係となり得ることが明確になり、不正の早期発

見、発見後の対応にかかる体制・取組みの見直しに取り組む企業が

増加しています。

III.  コンプライアンス意識調査の見
直しポイント

前章で確認した環境変化を踏まえ、コンプライアンス意識調査の

投資対効果を最大化するための主な見直しポイントを解説します。

1. 前提となる実施目的の見直し
環境変化を踏まえた見直しが行われておらず、「やって終わり」、

すなわち、コンプライアンス意識調査の実施自体が目的化してし

|図表1　 日本版司法取引制度（証拠収集等への協力および訴
追に関する合意制度）の概要

被疑者・被告人
他人の犯罪についての

捜査協力

検察官

不起訴・減刑

2016年5月刑事訴訟法改正により導入、2018年6月1日施行
刑事手続きにおいて、検察官と被疑者・被告人の間で、当該被疑者・被告人
が他人の犯罪事実を明らかにするための供述や証拠の提出を行う等の捜
査協力と引き換えに、当該被疑者・被告人に有利な処分（不起訴・減刑）を
行うことを合意する制度。

【概要】

【対象となる犯罪】
金融商品取引違反、詐欺、業務上横領、文書偽造等の企業不祥事、不正で
一般的にみられる事象も広く含まれる。
外国公務員贈賄罪、営業秘密侵害罪等を含む不正競争防止法も対象
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まっている例が散見されます。コンプライアンス意識調査と一言で

いっても、その目的は、コンプライアンス対応のみならず、CSR対

応や不正の再発防止策など企業によって大きく異なります。社外

開示情報となるため、回答率を100%に近づけることが至上命題と

なり、未回答者への催促で手一杯になった結果、分析・活用がおろ

そかになってしまう、再発防止策として導入したためどのタイミン

グで見直しを加えていいものか判然としないまま継続実施してい

るなど、コンプライアンス対応としての実効性の欠如はもちろん、

そもそもの目的すら見失った形で実施されてしまっているケース

が多く見られます。

コンプライアンス活動における発想転換の要請を踏まえれば、

各企業においては、法規制違反の未然予防にかかる取組みへの偏

重から、違反の早期発見・発見後の適切な対応にも目配りし、バ

ランスのとれたコンプライアンス対応を志向していかねばなりま

せん。米国FCPAの規制当局であるDOJ（司法省、Department of 

Justice）およびSEC（証券取引委員会、Securities and Exchange 

Commission）においても、すべての不正を防止できるコンプライ

アンスプログラムはないと明言しており1、未然予防に偏った取組

みは、かえってコンプライアンスプログラムの有効性・実効性を阻

害することになりかねません。

現状の意識調査の目的を確認し、現況にその目的が該当するか

検討するとともに、法規制違反の未然予防、早期発見および発見後

の適切な対応に向けた具体的なアクションにつなげることを目的

とするよう見直しを進める必要があります。

2. 調査項目
目的の見直しを踏まえ、法規制違反の予防・発見・対応をカバー

したコンプライアンスプログラム全体に目配りしつつ、法規制違反

リスクやその予兆等について、調査項目に含めていくことが必要 

です。

ここでは、主に、贈収賄規制と品質不祥事を踏まえた検討を例に

取り上げて解説します。

（1） 贈収賄規制
FCPAに特化したガイドラインであるFCPAガイドやコンプ

ライアンス体制全般をカバーした「Evaluation of Corporate 

Compliance Programs」2を参照し、DOJ等の規制当局の要請事項

を充足しつつ、関連するリスク概況を確認することで意識調査の実

施意義を二重のものにすることができます。

よく見られる傾向として、年に一度の機会を有効活用しようと、

調査項目に広範な内容を含めようとしがちですが、実施目的に照ら

し、調査後に取り組むべきアクションにつなげるべく、仮説をもっ

て絞り込みを行うことこそが肝要です。例えば、「予防策に比して早

期発見策が不十分なので強化する必要がある」との仮説を立案して

いるのであれば、贈収賄防止関連規程と内部通報制度の認識状況

を比較できるように設計するなど、調査後のアクションの正当性を

根拠づける資料とすることを見据えて設問項目を起案するべきで

しょう。

なお、KPMGでは、上述したものを含む、各種コンプライアンス

ガイドラインをとりまとめた「Compliance Program Framework」3

を作成しています。図表２に、同Frameworkに基づいて、特に法規

制違反の早期発見・発見後の適切な対応とのつながりが深い項目

例を、贈収賄リスク概況の確認に係る項目例と合わせて、一例とし

て掲載しています。

（2） 品質不祥事
自社と近い事業を営んでいる企業、あるいは同種の業務にて発

生した品質不祥事事案の第三者委員会報告書・社外委員会報告書

を参照し、自社にも該当し得る原因・状況等を調査項目に含める

ことが考えられます。各事案で共通する原因については、前述の

KPMG Insight Vol.31（2018年7月号）にてとりまとめていますので、

ご参照ください。あわせて、一般的な職場・就業環境について確認

することも、品質不祥事をはじめとする法規制違反の原因につなが

る予兆確認となり得るため（図表3参照）、検討に含めるべきです。

1  FCPA違反につながるリスクの考え方や企業に求められるコンプライアンスプログラムをとりまとめたガイドラインであるA Resource Guide to the U.S. 
Foreign Corrupt Practices Act （以下、「FCPAガイド」という。）において、DOJ and SEC understand that �no compliance program can ever prevent 
all criminal activity by a corporation�s employeesと記載されている。FCPAガイドの全文は米国DOJウェブサイトから入手できる

2  2017年2月8日、DOJにより、当局の不正調査における企業のコンプライアンスプログラムの評価に関する枠組みを示すものとして発表された。全文は米国
DOJウェブサイトから入手できる

 https://www.justice.gov/criminal-fraud/page/file/937501/download参照
3  Frameworkの詳細は、前掲KPMG Insight Vol.31（2018年7月号）「誤解と混乱の「品質」リスクへの実効的な対応に向けて」参照
4  当局からの調査時、文書管理が杜撰で存在するはずの文書が存在しないために証拠隠滅を疑われるといったリスクを念頭に置いている

 I 図表２　調査項目例

分類 項目 設問例

リ 
ス 
ク 
概 
況

贈収賄リスク ◦  公務員との接点があるか
◦  国営企業と民間企業の区別は明確になってい
るか

◦  接点がある公務員が有する裁量は大きいと感
じるか

未 
然 
予 
防

人材、スキル ◦  上司は売上・利益に偏重してコンプライアン
スに反する指示をしていないか

◦  コンプライアンスに反した役職員は、公平か
つ一貫性をもって懲戒されているか

早 
期 
発 
見

モニタリング／ 
監査

◦  内部通報制度の存在を認識しているか
◦  法規制違反発生時の上司への報告・内部通報
が自身の義務であると認識しているか

発 
見 
後 
の 
対 
応

問題対処・ 
調査

◦  法規制違反発生時の調査協力が自身の義務で
あると認識しているか

◦  ルールに準拠した文書管理を実施しているか4

https://www.justice.gov/criminal-fraud/page/file/937501/download
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ここでも、例えば、生産部門の非管理職層における人員不足が問

題となっており、アプローチすべきといった仮説を有しているので

あれば、その仮説を検証できるように比較対象とする部門や職層

を設定したうえで設問構成を工夫することが考えられます。

3.  調査対象
自社グループの役職員を対象とすることは当然のこと、近時の

贈収賄規制違反事案における賄賂の供与ルートおよび品質不祥

事発生による影響に鑑みると、委託先やサプライヤー、エージェン

トや仲介業者等の第三者に対しても調査を行うことが有益と考え

られ、すでに取組みを行っている企業も見られます。前述のFCPA

ガイドにおいても第三者の継続的なモニタリングが要請されてい 

ます。

英国現代奴隷法、豪国現代奴隷法および米国カリフォルニア州

サプライチェーン透明法等の対応においてもサプライヤー等の調

査が求められるため、あわせて検討されることをお勧めします。

4. 調査手法等
（1） ツール・システムの活用
既存のソフトウェアを用いた調査を行われている企業が多く見

られますが、調査実施用のツール・システムの活用により、業務量

を大幅に削減することが可能です。当該システムの活用により、調

査実施側はもちろん、調査を受ける側の負担も大幅に軽減するこ

とができます。最新の調査用システムでは、守秘・情報システム面

の課題をカバーしつつ、従業員保有のスマートフォンからの回答も

可能とされており、回答者の便宜が図られています。

（2） 言語対応・質問数・実施時期等
海外拠点で意識調査を行う場合には、回答者の属性を念頭に置

いた調査企画が必要となります。言語対応をはじめ、質問数の上限

等、現地拠点担当者と事前相談したうえで検討することが望まれ

ます。

（3） グローバル内部通報制度の実効性の補完
グローバル内部通報制度の整備・実効性向上に課題を抱えてい

る企業は多いと思われますが、そうした課題への対応の一方策と

して、コンプライアンス意識調査に自由記述欄を設けて、内部通報

の代替とすることが考えられます。自発的な情報発信である内部

通報よりも、意見・情報提供を求められる意識調査のほうが、回答

者側の心理的負担を軽減できることから、率直な意見を収集しや

すい傾向にあるように見受けられます。通報は法規制違反の発見

手段として最も有力な手段5とされており、この機会に検討される

ことをお勧めします。

一方、回答可能な言語を幅広に設定している場合には、自由記述

を翻訳する必要が生じるため、予算・リソースを考慮し、自由記述

欄の回答については英語に限るといった工夫が必要です。

5. 分析・活用
意識調査の企画時から実際の取組みには、数ヵ月を要すため、推

進力が低下する傾向にあり、加えて実施目的が明確でないために

分析の視点が設定できず、活用に至らない例が散見されます。前述

した実施目的の見直しともかかわりますが、コンプライアンス改善

に向けた取組み全体のなかでの位置づけを明確にし、意識調査後

のアクション案を念頭に置きつつ、意識調査自体にかける時間・リ

ソースの上限を決め、確実に活用まで進めることが必要です。

IV. 最後に

本稿では、コンプライアンス意識調査に焦点を当てて解説しまし

たが、コンプライアンス意識調査は、あくまでも一時点の姿を切り

取ったものにすぎず、例えば経営陣・部門長の交代や事業の景況感

によっても大きく結果が異なります。その結果に一喜一憂し、実施

後の体制の整備・取組みの見直しといった改善につなげられなけ

れば、調査を行う前後でコンプライアンス対応の水準にはまったく

変化が生じないこととなってしまいます。

「やって終わり」ではなく、そこを起点とできるコンプライアンス

意識調査を行うためには、調査後にとるべきアクションにつながる

仮説を調査前に十分に検討したうえで調査項目・対象・手法等を見

直し実施することが肝要です。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGコンサルティング株式会社
シニアマネジャー　水戸　貴之
TEL：03-3548-5111（代表電話）
Takayuki.Mito@jp.kpmg.com

5  公認不正検査士協会「2018年度版職業上の不正と濫用に関する国民への報告書」によれば、不正発見の手段として、通報が圧倒的に多く全体の40%を占め
ている。全文はhttps://www.acfe.jp/upload/RTTN2018_J.pdf参照 

 I 図表3　職場・就業環境の課題と品質不祥事とのつながり

職場・就業環境の課題 品質不祥事例

人手不足・過剰労働 業務量過多により納期を守れず、データ改ざ
んを行った例

業務上のプレッシャー 営業部門からのプレッシャーに抗しきれずに
取決めを逸脱した例

部門間のコミュニケー
ション

営業部門が顧客と取り決めた内容が社内に十
分に展開されておらず、遵守できなかった例

mailto:Takayuki.Mito%40jp.kpmg.com?subject=
https://www.acfe.jp/upload/RTTN2018_J.pdf
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経営 Topic④

CTOを待ち受ける6つの経営課題

KPMGジャパン
KPMGイグニション東京
パートナー　茶谷　公之

人工知能やビッグデータを活用したデジタルトランスフォーメーションが急速に企
業活動における重要性を増している中、テクノロジーという重要な資産を担うCTO 

（Chief Technology Officer） は今後その重要度は増すことはあっても、減ること
はないと思われます。CTOは、経営陣の一人として、提供するプロダクト・サービ
スにおけるサイエンス・エンジニアリング・ビジネスの３分野での広範囲な領域で、
経営判断や実行に深く関わる事になります。昨今は、特にデータやAIといったコン
ピューティング重視の開発手法や世界規模での人材獲得の結果として、地理的な分
散開発などの新しい経営要因の存在が無視できなくなり、CTOにとって従来にはな
かった経営課題が生まれています。そこで、本稿ではCTOの6つの役割について、実
践的視点から解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

Point 1:  ますます重要となるCTOの役割 
技術開発に留まらず、技術経営視点がより重要である。

Point 2 :  技術分野を越えるCTOの役割の普遍性 
扱う技術分野に依らず、CTOが行うべき経営は共通である。

Point 3 :  急速に変化・進化し、世界規模となる技術開発 
常に先端を走る為の継続的アクションが必要である。

Point 4 :  「失敗」を許容しつつ、成功させる手法が必要 
技術開発における手戻りや陳腐化を想定した開発手法が必要である。

茶谷　公之
ちゃたに　まさゆき
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I .  今後さらに重要度を増していく
CTOの役割

CTO職を明確に設置している企業はそれほど多くありませんが、

CTOを置く企業でも開発や設計のヘッドをCTOとしてポジション

しているケースが多いようです。CTOが開発や設計をリードするこ

と自体は企業のテクノロジー関連業務としては重要な要素の一つ

であることは間違いないものの、CTOが行うべき業務はそれだけに

留まりません。経営陣の一員としてのCTOの役割としては、一言で

言ってしまえば、テクノロジーを企業の経営資産とすべく、ヒト・モ

ノ・カネを最適な形で運用・運営することに他ならないですが、実

際には多様なマネジメント要素が必要となります。CTOが支えるべ

き領域は非常に広く、企業が提供するプロダクト・サービスの基本

原理をなすサイエンス、基本原理の商用実現を行うエンジニアリン

グ、そして事業経営・運営であるビジネスの３分野にまたがります

（図表1参照）。

対象とするプロダクト・サービスによっては一人のCTO がカ

バーすべきテクノロジーのスコープが、システム半導体のようなナ

ノテクノロジーレベルからクラウドや、AI・ビッグデータのような

グローバルネットワークを活用するもの幅広いケースもあります。

開発予算規模も年間数百万円・数千万円といった規模から数百億

円以上と大規模なものまでさまざまなレベルが存在します。

また市場投入時期までの開発期間・設計期間にも長短のバリ

エーションがあり、サブプロジェクト群に依存関係が存在したり、プ

ロジェクト開始当初の前提がプロジェクト期間中に変わってしまう

こともあるでしょう。開発予算や開発規模が小さいから、実行が容

易ということはなく、どのプロジェクトにも多様な困難が待ち受け

ているのは言うまでもありません。

II. 6つの経営課題
日々CTOを待ち受けている経営課題としては、たとえば、以下の

ような6つに分類できるでしょう。

1.  開発投資ポートフォリオのマネジメント

2.  世界規模で分散環境となることが少なくない開発チームの指
揮

3.  CEOや事業部門よりも先を見通したテクノロジーへの投資検
討と実行

4.  技術負債といわれる旬が過ぎた技術資産からの脱却と新規資
産への移行実現

5.  時にコンティンジェンシーが必要となる開発設計マネジメント

6.  技術者達の好みや意見が分散しがちな開発環境のマネジメ 
ント

以下にこれら6つのCTOが担う経営課題について、課題内容の解

説と課題解決のアプローチを提言します。

1. 開発投資ポートフォリオのマネジメント

技術は日々進化します。したがって、昨年決めた方針が必ずしも

完全な状態で維持されていないこともあり、また時折、これまでの

常識を覆すようなディスラプティブな事象も起こります。特に技術

基盤が大きく変化することが予測される場合、開発投資ポートフォ

リオを前年比で正常進化させるだけでは不十分なケースといえる

でしょう。

今日でいえば、オンプレミス環境からクラウド環境への変化と

いう事例がそれに相当します。テクノロジーの基礎に近い部分で

の変化ほど、より大きな影響を及ぼしますので、それを想定したヒ

ト・モノ・カネの配分の組み換えを積極的かつ先取的に行うことが

CTOの役割として必須となるでしょう。基盤技術の変化は、社内プ

ロセスやルール・業界規則・関連法規など非技術課題の発生を誘発

し、CTOは他のCxOと課題の解決を図っていきます。

また自社内開発で足りないものをどう確保するかという課題も

開発投資ポートフォリオのマネジメントで重要な視点となります。

M&Aなどにより企業ごと買収、アクハイア（Acqui-hire: 主に人材獲

得を目的としたM&A） に代表されるような技術ケイパビリティの

獲得を主目的とした吸収・合併、他社プロダクト・サービスのライ

センスインによる確保、グループ内他社による開発、自社による開

発といった選択肢が存在します。選択肢毎に、利点・欠点が存在す

るのは常なので、CTOを強く悩ませる経営判断であるのは間違いな

いでしょう。それぞれの選択肢に対して、リスク分析・メリット分析

などを実行することは可能であり、意思決定支援において可視化

されるものの、CTOとしては中長期視点も含めて、判断することで

短期的な環境変化などによる不測の事態からの影響を最小化でき

ます。

|図表1　CTOが支える領域
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2.  世界規模で分散環境となることが少なくない開発チーム
の指揮

コンピュータサイエンスを始めとした技術を有するソフトウェア

エンジニア・サイエンティストチームを日本だけでは十分な陣容を

構築することが容易ではなくなってきています。したがって、海外

の有力大学のお膝元とも言える都市などに開発・設計拠点を置く

ことも少なくありません。どうしても拠点が離れていると、それぞ

れが個別最適化を図ってしまい、全体でみると大小多くの問題が

散見されます。

タイムゾーンが離れた3拠点での同時開発は、カンファレンス

コールなどが容易でなくなったりしますので、開発テーマをタイム

ゾーンが2つ程度に収まるようなロケーション群で実行するといっ

た小さな工夫も効果的だったりします。各国で休日や新年などの

祝いのタイミングも異なるので、こういった差異を理解しつつ、リ

リーススケジュールなどを組むことも成功率を挙げる要因と言え

るでしょう。

地理的な分散は、必ずしも常識やルールが一致していないこと

も意味します。こういったグローバル協業において頻繁に確認して

おきたいのが、目指すべきゴールとその背景の共有になります。特

に大規模開発においては、一度動き始めたらCTOと言えども、その

モーメンタムに逆らって軌道修正することが難しくなりますので、

プロジェクトを始める際の慎重さに加えて、たとえば週ごと、月ご

と、四半期ごとなどの進捗・課題確認および方向性修正などのイベ

ントはあらかじめ設定しておくと、プロジェクトメンバーもその為

の情報を作っておくことができるので良いでしょう。また、期中に

おける予算のリアロケーションを可能にする柔軟なルールや運用

の導入も、成功率を向上させるうえで良い施策と言えるでしょう。

3.  CEOや事業部門よりも先を見通したテクノロジーへの 

投資検討と実行

事業部門が欲しいといい始めてから、技術を仕込んでも、遅きに

失することは容易に想像がつくと思います。CTOの重要な役割の一

つは、社内のだれよりも先んじて、将来必要となるテクノロジーに

対して先鞭をつけておくことです。これは社外からの調達を前提と

しても良いですし、社内開発でも構いません。今後予測される市場

の変化、技術の変化、法制の変化など、さまざまな変化要因をとら

えて、自社の競争力を挙げる技術資産を積み上げていくことが重

要です。

CTOの持つさまざまな人脈ネットワークを通じて、常にアンテナ

を高く上げ、今後起こりうる変化の兆しをいち早くとらえるように

意識しておきましょう。新技術に感度の高い知人・友人のSNSでの

投稿などはとても参考になりますし、業界のオピニオンリーダーの

発言とその背景にある「読み」を理解していくことで、先を見通す

スキルを強化していけるでしょう。

SNSを見ていると、先端的な技術トピックは割と同じ方から発信

されているケースが少なくなく、技術分野ごとにそういった「エッ

ジな人」がいらっしゃるので、注目しておくと良いでしょう。

新規技術は、他社などでの採用実績が無いのが通常であり、リス

ク判断も容易ではなく、導入までの見通しも見えにくいのが普通で

す。他社で実績がでたものを採用するのみでは、自社から生まれる

プロダクトやサービスの差異化が生まれにくく、競争力の増強をテ

クノロジー面から行えるとは言えません。新しい技術の先取的採用

は CTOとしての重要な役割と言えるでしょう。

4.  技術負債といわれる旬が過ぎた技術資産からの脱却と新
規資産への移行実現

技術負債と言われる、もう旬が過ぎてしまっているものの、事業

部門などでいまだ使用されている技術資産からの脱却は、社内の

ステークホルダーが多い場合も少なくない為、難しい課題です。し

かし、CTOがリーダーシップを発揮し、現在利用している技術より

も代替となる新技術に移行した方が遥かにメリットを有すること

を理解して貰わない限り、現行ユーザのモーメンタムは強く、ユー

ザに新しい技術資産へ移行して貰うことは実現できません。年間予

算を立てる際に、見込みが確実なケースから、どうしても現行シス

テムの運営コストから確定していくケースが多いのではないでしょ

うか。

CTOの役割としては、敢えて止めるもの、つまり技術負債的シス

テムに対する脱却予算を確保していくことにあるでしょう。社内的

には、たとえば3年後には停止といった宣言などにより、社内モー

メンタムを新技術側へ移行させていくようなマネジメントアプ

ローチが必要かも知れません。

技術負債という概念とは真逆の話ですが、卓越した技術力や技

術的知見というものは優秀なテクノロジストから次世代の優秀な

テクノロジストへ技術進化しつつ継承されていくものも多い為、強

いテクノロジーチームを構築するには、次世代人材が挑戦できる

場を作り、次の主力テクノロジストとしての実力と経験を得られる

ような業務作りもCTOとしての役割でしょう。

5.  時にコンティンジェンシーが必要となる開発設計マネジ
メント

難易度の高い技術開発の場合、すべての構成要素が100％確実に

商用化できる保証はありません。つまり、常に「失敗」が生じること

を頭の片隅においておく必要があります。CTOとしては、開発要素

と難易度の相関関係を頭に入れておき、常に難易度の高い案件の

代替案を日ごろから模索していくことが必要です。

また難易度ばかりでなく、新技術・新製品の発表で想定していた



経
営

経営 Topic④
経営管理

© 2019 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent 
member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 53KPMG Insight  Vol. 36   May 2019

開発要素が大きな価値を持たなくなってしまうケースもあり、こう

いった場合は大きなスコープでの手戻りのような、開発構想の練

り直しという事態も起こりえますし、単なる採用技術の変更に留ま

らず、新技術を活用できる人材が異なるケースも出てきます。新技

術の登場が予見できていれば、既存人材を含めた経営資源ポート

フォリオの修正などをあらかじめ行うことができるので、CTOが持

つ責任は小さくありません。

ただ、日ごろからコンティンジェンシーを意識しておくと、実際

に事象が生じても慌てることなく、対処できるようになりますの

で、日々の情報収集と机上シミュレーションが重要です。巨大な開

発プロジェクトではCTO一人ですべてのコンティンジェンシーを

考えておくのも容易ではないので、各技術分野のマネジメントに常

に準備することを意識づけることも重要です。

6.  技術者達の好みや意見が分散しがちな開発環境・開発ス
タイルのマネジメント

コンピュータサイエンスをベースに成立しているソフトウェアエ

ンジニアリングでは、日々新しいツール・言語・開発環境・開発ス

タイルなどが提案されています。それぞれ一長一短あるのですが、

それ以上にエンジニア個々人の好みの問題も、この問題を複雑に

しています。

流行りのツールだったり、メディアで話題になったものをエンジ

ニアが使いたがるのは普通で、新たな仕組みや機能を社内に取り

込むという意味で極めて重要な反応であり、極度に新しいものを

忌避するのは避けたいところです。一方で、新しいものに特有の

品質や機能が未成熟だといった商用システムで採用するには二の

足を踏みたくなることもあるのは事実なので、パイロットプロジェ

クトを定義して、そこでの実証実験を経て、正式採用とするといっ

た正式導入までの手順を構築しておくことで、一つの判断基準を

チーム内に提供できます。

これをCTOとしてどうマネージするかという大正解はないので

すが、開発プロジェクトとして、何を実現したいのか、というゴー

ルを明確にして、関係者での建設的な議論を促す以外の方策はな

さそうです。あくまでもツール・言語・開発環境に対して、好き嫌

いといった主観による議論ではなく、良い／悪い・使える／使えな

い・効率的／非効率的といった客観的な視点での分析と結論をテ

クノロジーエキスパート達に促すということになります。

III. 最後に

以上、CTOが担う経営課題を6つに分類して、CTOが直面する課

題を解説し、解決策を提示いたしました。CTOが取り扱う技術群

は個々の企業のユニークネスを反映して個性的であるのが通常で

す。多様な技術領域から構成させるプロダクト・サービスを構築す

る事業の場合には、人材構成も非常に多彩になりがちです。多様な

才能から構成される「ヒト」のマネジメントや次代への技能継承も

CTOの大きな役割であると共に、一般解の存在しない難しい課題

ですが、AIが様々なタスクを実行できる時代になっても、人材が企

業の主役であることに変わりなく、優秀な技術人材を束ねるCTO

の役割はAI時代にますます重要となるでしょう。

CTOはサイエンス・エンジニアリング・ビジネスの広範囲な３

要素に関わる経営判断と実行を日々行っています。そのベースに

ある「技術経営」的な要素は、産業・業界、対象プロダクト・サービ

ス、開発規模・予算規模、開発期間などの技術経営的なパラメータ

が変わっても、大きく変わることなく、個々のCTOの責務として存

在しているとみています。本稿がCTOを始めとする技術経営を担う

方々にとって参考となれば幸いです。
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経営 Topic⑤

AML／ CFT対応高度化と効率化
～RegTechイノベーション

有限責任 あずさ監査法人
金融事業部　金融アドバイザリー部　
RegTechサービスライン
シニアマネジャー　大塚　卓美

AML／CFT規制はグローバルに厳格化しており、金融機関の規制対応の不備に対
し金融制裁は巨額のケースとなることもあります。金融犯罪の脅威に対する国際的
あるいは日本国政府当局の規制に対して、金融機関による固有リスクに対する対応
でリスク低減を図る中、残差リスクへの対応は個々に異なります。単純にパッケー
ジシステムを導入すれば対応できるという事にはならず、自社の脅威やリスクを経
営トップが把握した上で、コンプライアンス態勢やシステム仕様設計を個々に構築
する必要があります。その課題に挑戦するイノベーション技術としてRegTech（レ
グテック）があります。KPMGでは2022年までに企業が抱える規制対応費用の35％
はRegTechが占めると試算しており、規制対応の中心的な存在となると予想しま
す。このRegTechの代表的な技術として、ビッグデータ解析・管理、AI（ 機械学習、
ディープラーニング）などがあります。これらを自社で導入するだけでなく、一部は
競合他社とコンソーシアムを構築し共有化を検討する動きや、業務を専門集団にア
ウトソーシングして規制対応することで、効率化・低コスト化を図る動きも海外で
はみられます。
本稿は、AML／CFT規制強化の背景と、その規制対応に挑戦するRegTechについ
て、顧客管理（KYC）プロセスにおける事例とともに、将来についても解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  AML／CFT規制の本質として、国際的なあるいは日本国政府当局の規制
の枠組みだけでなく、残差リスクへの個々の企業の対応が求められる。

－  個々の企業が金融犯罪に対する防御手段として、RegTechと呼ばれるイノ
ベーション技術が注目されている。

－  RegTechの代表的な技術として、ビッグデータ解析・管理、AI（機械学習、
ディープラーニング）があり、海外では急拡大している。

－  イノベーション技術を自社に導入するだけでなく、一部は外部と共有化あ
るいはマネージドサービスに切り替えることで、効率化・低コスト化を図
る動きもある。

大塚　卓美
おおつか　たくみ
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I . AML／CFT規制強化の背景
1. AML／ CFT規制の本質

G20において各国は、租税回避、テロ資金供与及びマネー・ロー

ンダリングへの戦い（AML／CFT）の重要な手段として、国際基準

の効果的な実施を通じた法人及び法的取極めの透明性や、国内及

び国際的場面における実質的所有者情報の入手可能性を一層向上

させることをコミットしております。FATF勧告2012においてそれま

でのAML対策とテロ資金供与対策を統合し、また、税犯罪とマネ

ロンが密接に関係していることから、税犯罪により生じた収益を資

金洗浄する行為をマネロン罪の対象とすることを求めています。こ

れらを踏まえ各国は規制を厳格化し、対応の不備が指摘されれば

巨額の金融制裁が科されるケースがあります。

またAML関連規制は、AML関連システムに係る内部統制にま

で及んでおり、米国ではNYDFS（NY州金融サービス局）を通して

SOX法に倣った宣誓規制を定めています。

⃝  適切な取引モニタリング・プログラムの維持

⃝  適切なフィルタリング・プログラムの維持

⃝  取引モニタリング、フィルタリング・プログラムともにデータ・マ

ネジメントが適切であること

⃝  重要な改善、更新、再設計が必要と特定された領域、システム、

プロセスについては、当該特定、および是正のため計画、実施

に関する文書化を行い、当局検査時に提出可能な状態とする

こと

⃝  上記要件に準拠していることを毎年、当局に宣誓すること

日本では、金融機関全体への取組みとして、金融庁が改正犯収

法に沿った監督指針やAML／CFT態勢に関するガイドラインの公

表や改正を実施し、強化を図っています。国や金融機能全体での体

系だった規制に対し、金融機関が固有リスクへの対応とリスク低減

策を図り、残差リスクについては、個々の金融機関が個別に対応す

る必要があり、金融機関が自社のビジネスモデルや特徴に合わせ

たコンプライアンス態勢を構築し、様々な脅威へ柔軟に対応するこ

とが求めらます（図表1参照）。

2. 金融犯罪に対するコンプライアンスの位置づけ
金融システム・ネットワークを形成する金融機関が悪用されるリ

スクは国内のみならずクロスボーダーでリスクが高まっており、ま

た、その手口も急激な変質を遂げている中、国際的な要請に対し、

国として法規制改正による厳格化を実施し、それに対し、金融機関

の取組みも規制対応を高度化させコンプライアンス態勢を強化し

ていかなければなりません。組織としての防衛手段として、リスク

評価書等により経営トップ自らが脅威を認識し、リスク対応度を常

にモニタリングし、規制厳格化や脅威の変質を認識し、迅速に対応

するトップダウンのコンプライアンス態勢が求められます。それを

実務として安定的に運営していくには、役職員個々人の認識共有

や一定水準のレベルの確保が欠かせなく、実務に直結する研修体

制整備なども重要な防御手段です（図表2参照）。

|図表1　AML／CFT規制の本質
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|図表2　金融犯罪に対するコンプライアンスの位置づけ

脅威

金融システム・
金融機関が
悪用される
リスク

守るべきもの防御手段

広義のコンプライアンス

狭義のコンプライアンス

サイバー化
反社のステルス化
クロスボーダー化等の
リスクの急激な変質

企業価値

金融システム

従業員

顧客

改正 強化改定 研修

役
職
員
個
人
の

気
づ
き

金
融
機
関
内
の

統
制

国
と
し
て
の

法
規
制

国
際
的
な

要
請



経
営

経営 Topic⑤
テクノロジー

© 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 56 KPMG Insight  Vol. 36   May 2019

これら膨大な作業と改善を要する金融犯罪に対するコンプライ

アンス態勢について、これまでのマニュアル対応（人海戦術）だけ

では非効率かつ限界があります。様々なイノベーション技術を駆使

し、効率化と正確性や高度化を同時に実現させるソリューションと

してRegTech（レグテック）があります。

II. RegTech

規制に対応するためのイノベーション技術の積極活用につい

ては、昨今、注目されており、KPMGは、企業のRegTechコスト

が2017年では規制対応費用全体の4.8％程度であったところが、

2022年には34.4％に急拡大し、RegTechを活用した対応が中心

となると試算しています（KPMG：�There �s a revolution coming –

Embracing the challenge of RegTech 3.0�）。

1. RegTechとは
複雑に絡み合う多種多様な規制を堅確に遵守するためには、従

来の業務フローや個別システムに対する屋上屋的な対応や場当た

り的な対応では対処できず、抜本的な業務プロセス改革とプラット

フォーム再構築が必要です。規制遵守違反となった場合の、レピュ

テーション低下や多額の制裁金リスクを考えれば、迅速かつ抜本

的な改革は必須です。この大きな課題・規制（Regulatory）に対し、

最新のデジタルイノベーション技術（Technology）を活用する分野

がRegTechです（図表3参照）。

2. RegTechの進化
RegTechの進化・発展の歴史として、�Know Your Customer �

（KYC）分野を例に簡単に説明します。

（1） RegTech 1.0からRegTech 2.0

RegTech初期（RegTech1.0）の1990年代から2000年代にかけて

は、特定の規制に対して、取引の分析や定量的なリスク管理におい

て様々な技術が応用されていました。その後、2001年の世界同時多

発テロ以降のテロ対策や、2008年リーマンショック以降の金融機

関への監督／規制強化の波から、コンプライアンス強化が進行する

中、現在のKYCプロセスにおいては、顧客保護、健全性規制、金融

安定化、疑わしい取引の未然防止等規制厳格化に対応するための

個々の規制に対する受け身的な技術の活用（RegTech2.0）に留まっ

ています。

（2） RegTech 3.0

RegTechの発展により、金融規制への対応のあり方について、抜

本的変革の時期にきています。従来の受け身的な対応からプロアク

ティブな対応へと進化・発展していこうとしています。ビッグデー

タを、プライバシー保護、サンドボックス環境による早期実践的対

応、事案を予測した行動、ディープラーニング解析など、プロアク

ティブにデータ利活用することで規制厳格化への高度化対応を実

現させる時代に進化・発展していくことでしょう。

III.  AML／CFT規制対応における
RegTechの適用例

AML／CFT規制強化により対応範囲や作業量増加によりコスト

は増大の一途をたどっており、投資効果を最大限に引き出すため

に、以下のような先進的な取組みが注目されています。多様化する

ビッグデータの有効活用プラットフォーム、そのデータの定型処理

の自動化や高度な解析・自動化、それら技術の効率的かつ省力化を

目指すエコシステム的利活用の検討の3つの適用例について説明し

ます。

1.  ビッグデータ活用プラットフォーム（データレイク）
金融犯罪の巧妙化に対応するために、先進的な金融機関では、規

制に直接係るデータのみならず、間接的に係るデータを含めて、分

析し、その結果から「予測的に」対応することを志向しています。多

様化するオープンソースや、モバイル決済のような新たに次々と導

入される決済手段などデータ取得元やデータ構造を、事前に特定・

設計しておくことが困難になってきている中で膨大なデータを取

込み管理する必要があり、データガバナンスの高度化が急務となっ

ています。そこで注目されているのが「データレイク」と呼ばれる

データ活用プラットフォームです。

これはあらゆるデータをそのままの状態で事前に構造化するこ

となく蓄積し、データ活用のための事前処理を極力削減した、多様

化し増大するデータユーザーの業務目的に合わせた管理・流通を

担うデータ基盤のことです。非構造化されたデータをただ集めただ

けでは、必要なデータがどこにあるかの特定に時間を要します。そ

こで、集めたデータのメタ情報をカタログ化（整理・分類）すること

で、利用目的に照らし適切なデータを発見することができ、データ

の特定を容易にし、データ品質を確保します。

|図表3　RegTechとは
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2.  顧客管理（KYC）におけるデジタルイノベーション技術
自動化には、RPAを活用したトランザクション処理の自動化か

ら、AI（機械学習）によるデータ解析や非構造化処理を伴う非定型

処理の自己処理、さらには自然言語処理やビッグデータ解析、画像

認識・解析など高度な自律認知処理を伴う自動化といった3段階の

デジタルレイバーのイノベーション技術があります。

（1）  定型処理の自動化（RPA）
RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）は、頻度の高

い手作業による反復作業の自動化を仮想ロボットに作業を完了さ

せることで実現します。短期的に組織内の既存システムを改良す

ることなく、容易な設計、少額投資で導入が可能であるため、一部

の作業に対し人的要素を大幅に削減することができますが、あくま

で短期的な対応に留まり、中長期的で抜本的なシステム更改や業

務効率化計画を実現させるまでの一時的な対応に活用されるケー

スが多いようです。

（2）  非定型処理の自動化（AI：機械学習）
構造化、非構造化データを使用して自己学習を可能とします。機

械学習モデルの利用により、最も関連するリスク要因の予測が可

能となり、既存の取引モニタリング・ルールの強化が可能となりま

す。このような対応により、従来の取引モニタリングシステムから

出力されたアラートの確からしさを統計的に示すなど、人間による

分析や意思決定のスピードアップを図ることが可能となります。

（3）  高度な自律処理（AI：ディープラーニング）
意思決定サポートと先進的なアルゴリズムにより、認知的なプロ

セスの自動化が可能となります。自然言語処理や、仮説設定のため

の膨大なデータ取込み、検討、解釈をシステム自ら実施することが

でき、人間によるレビューの能力をはるかに超えた自律的処理が可

能となります。現行のルールベース（教師データ）による決定論的

取引モニタリングは自律的ではなく、決められたルールの範囲での

自動化にすぎません。これに対して、全社的なイベントや要素を考

慮し、自ら少ない教師データでもパターンを導き出し結果を出すプ

ラットフォームに置き換える自律学習型処理により偽陰性を削減

できる一方で、対応範囲を広げることで、未知のリスクを発見しや

すくなります。

3  エコシステム的利用（共有化やマネージドサービス）
最先端のイノベーション技術を各企業が常に追い求めるには、

高い知識レベルと高度な活用スキルや開発・維持コストがかかりま

す。業務分野によっては、企業間で競争をするよりも、協調して規

制等に対応することが、効率的でかつ業界あるいは国全体の態勢

高度化が実現できる可能性があり、金融犯罪対策の分野では、海

外の一部の先進諸国において、コンソーシアムや業界団体レベルで

の協調を模索する動きが活発化しています。

（1）  顧客管理（KYC）共有化のニーズ
各金融機関が同一顧客の書類をそれぞれ集め、個々に同じよう

なKYCプロセスを繰り返し実行している現状は、金融システム全体

から見ると非効率であり、別の金融機関と取引する都度、同様の書

類提出を求められる顧客負担も小さくありません。例えば、他の金

融機関が収集したり検証したデータを相互利用することで、金融

機関や顧客双方の負担を減らすべきではないかという議論が各国

でも行われています。

国が発行するデジタルアイデンティティの活用や、複数の金融

機関間でKYCプロセスを共有化することができれば、既業務プロセ

スの省力化及び規制対応費用の削減、顧客体験の向上などが期待

できます。さらに当局にとっても効率的な監督・モニタリングが実

施しやすくなります。

（2）  マネージドサービスの利用
金融機関は独自にKYC業務運営プロセスやシステムを構築・運

営・メンテナンスし、人材確保および育成しています。これらを外

部の専門家集団と構築しながら、それらの一部あるいは全てをマ

ネージドサービスとして提供を受ける形態に変えることで、結果的

に品質の保たれた業務を低コストで長期間にわたる運営を実現す

る狙いで、海外ではKYCプロセスを一部アウトソーシングする動き

があります。全てを自前で揃える非効率性を回避し、外部と積極的

に協調することで、効率性を高める手法です。

IV. 最後に

より厳格化する規制当局の姿勢に対し「応急措置」で対応すると

いうアプローチでは、結果的に通常のAML業務を担う社員数の増

加や、追加的な文書やマニュアルプロセスで、事務の非効率化や一

層の高コスト体質化を招くことになり、また、不備対応となれば厳

しい金融制裁を科されることになります。一方、金融機関の対応が

場当たり的では、顧客にとっては多くの文書の記入や、より長い受

入時間を強いられるといった顧客体験の低下にもつながります。そ

の課題に対してRegTechを活用することで、プロアクティブに解決

し、積極的な効率化や高度化だけでなくビジネス競争力を向上さ

せることを検討していくことが肝要です。

ウェブサイトでは、RegTech関連ニュース・レポート等を紹介
しています。

http://kpmg.com/jp/regtech

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人
シニアマネジャー　大塚　卓美
TEL：03-3548-5125（代表電話）
regtech@jp.kpmg.com

http://kpmg.com/jp/regtech
mailto:regtech@jp.kpmg.com
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経営 Topic⑥
ガバナンス・リスク

日本企業の統合報告書に関する調査からの考察 2018
―統合報告は誰のためのものか？

KPMGジャパン
統合報告センター・オブ・エクセレンス（CoE）
パートナー　芝坂　佳子

統合報告書を発行する企業は年々増加し、2018年は414社にのぼりました。KPMG

が「日本企業の統合報告書に関する調査」を始めた2014年は138社でしたので、5年
間で3倍に増えたことになります。
私たちは、統合報告書の調査を通じて、統合報告書に対する日本企業の熱意を感じ
ると同時に、分析を通じて、企業が抱える課題にも気づかされます。
本稿では、最新の調査を通じて私たちが感じた課題について考察し、統合報告の取
組みをポジティブなアクションへとつなげるための提言をポイント解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  統合報告書を、企業内部のさまざまな活動の成果物の一つであるととら
えれば、統合報告書の質の改善は、企業の持続可能性の向上につながって 
いく。

－  経営者のリーダーシップの発揮と取締役会の関与が、統合報告書そのも
のの質の改善を左右し、あわせて外部に伝える際の工夫も必要となって 
くる。

－  統合報告書を、企業と読み手の双方にとって、より「使える」ものとする
ためには、企業の持続的な価値向上に向けた見解を、企業内外に一貫性を
持って伝えることのできる経営者の役割が大きい。

芝坂　佳子
しばさか　よしこ
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I . はじめに
KPMGは、統合報告書の発行が、企業と投資家をはじめとするス

テークホルダーとの対話を促進し、企業価値の向上に貢献しうるも

のとなるためにも、日本企業が発行する統合報告書の現状を見つ

め、その成果や課題の一端を明らかにすることが必要と考え、過去

5年にわたり調査を実施しています。

統合報告書を、企業内部のさまざまな活動を、将来にわたる長期

的な視点で示す成果物の一つであるととらえれば、統合報告書の

質を改善する取組みは、企業の活動を長期の持続可能性を意識し

たものへと促すものとなりうると考えます。統合報告書の質を高め

るには、経営者のリーダーシップの下、統合報告に関わる内部のプ

ロセスそのものの改善とともに、外部に的確に伝えるための工夫の

必要があるでしょう。

II. 統合報告書の質向上のためには

1.  経営者が発信するメッセージは 

リスクマネジメントにつながる

2019年3月19日に、金融庁は有価証券報告書における「記述情報

の開示に関する原則」を公表しました。これは、有価証券報告書に

おける経営方針・経営戦略等、経営成績等の分析、またリスク情報

などに関する記述情報の開示の考え方を整理する目的で策定され

たものです。そこでは、有価証券報告書の記述情報の中で、投資家

が経営の目線で企業を理解することが可能となるような情報の提

示が求められています。経営者の役割は、企業の中長期的な価値の

向上であり、経営者が語るその道筋は、すなわち企業の「価値創造

ストーリー」と言えます。

これは、統合報告書の根幹として求められているものと同じで

す。それは、金融庁が記述情報の開示に関する原則とともに公表し

た「記述情報の開示の好事例」にも、統合報告書から採用した事例

が多く含まれていることからもわかります。

しかし、統合報告書を読んで、経営者の考える価値創造ストー

リーや、その実現のための戦略や施策、あるいはその実行体制が必

ずしも理解できるとは限りません。例えば、新聞や雑誌に掲載され

るインタビュー記事などで、経営者の考える企業の価値創造ストー

リーが生き生きと語られている様に感銘を受け統合報告書の内容

を確認してみたところ、メッセージの中に読み手に訴求するものが

感じられず、残念に思うことなどがあります。

また、今は、インターネットなどで、不確かな情報や風評が広が

る懸念が拭えない時代です。レピュテーションリスクの低減のため

には、まずは、企業が自ら伝えたいことを発信しておく必要性が高

く、その先頭に立ちうるのは経営者に他なりません。なぜなら、企

業の将来について、最も長期的で、かつ俯瞰的な視点で見通しを立

てうるのは経営者であるはずで、外部も同様の認識を有しているか

らです。

今回の調査で、経営者が統合報告書の内容の正当性を表明して

いるかどうかを確認しましたが、正当性が表明されている企業は、

わずか5社にとどまりました（図表1参照）。

長期の視点から企業の将来の方向を、経営者の責任のもとで示

すことは、株主や投資家の意思決定に資する情報の信頼性へとつ

ながります。さらに、その情報に共感できる内部、外部の人たちと

の協業の中から、多様な経営資源を活かし、企業価値を高めること

にもつながるのではないでしょうか。

統合報告書では、経営者の考えを表わすことが最初の一歩です。

もし、それができないのならば、それを可能とする組織やプロセス

へと変更する必要があるとさえ言えるでしょう。

2. 「流行り」にまどわされずその背景を理解する

2018年に発行された統合報告書では、SDGs（持続可能な開発目

|図表2　SDGsへの言及

|図表1　経営者による統合報告書の正当性の表明
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標）のロゴが非常に多く目につきました。SDGsに言及している企業

の割合を調査したところ、実に75%にのぼりました（図表2参照）。

SDGsは、世界が共有するゴールです。しかし裏を返せば、これ

らのゴールの背景には、広範かつ複雑な課題がからみあった「シス

テミックリスク」が潜んでいるということであり、ゴールそのものよ

りも、むしろ、そのリスクを認識すべきでしょう。そのリスクを回避

し、あるいは、チャンスに変え、企業が生みだす成果でどうSDGsの

達成に貢献できるか、という視点を忘れてはなりません。

他にも、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言へ

の関心の高まりがあります。

気候変動リスクは、統合報告書に記載されたリスクの中で、オペ

レーションリスク、サイバー・セキュリティリスクに続き、3番目に

多い結果となりました（図表3参照）。

TCFDの提言は、G20傘下の金融安定理事会が設立したTCFDに

より、気候変動リスクが企業の財務に及ぼす影響の重大性に鑑み

投資判断に必要な気候関連財務情報の開示を促したものです。世

界的には、既に多くの企業が提言に沿った情報開示を進めていま

す1。つまり、既に、顕在化のリスクが高く、発生時の影響度も大き

いという共通認識が広まっていると言えます。

しかし、これを新たな開示要請の一つとしてとらえるのでは適切

ではありません。企業の持続可能性に影響を及ぼしうるシステミッ

クな気候変動リスクを戦略やリスクマネジメントに統合し、俯瞰的

に検討する契機ととらえ、価値創造の能力を高める活動とすべきで

しょう。

SDGsやTCFDなどには、それぞれ提唱に至る背景があります。

一方で企業には、そもそもの存在意義や目的があり、大切にしてき

た企業理念があります。日本企業の多くは、社業を通じて社会へ貢

献し、経済的価値と社会的価値をともに希求することを目指してき

ています。ですから、SDGsやTCFDなどを、いま取り入れるべき流

行りのキーワードとしてとらえて対応するのではなく、それらが提

唱された背景が何かを考え、それを企業理念を実現するための活

動に反映させることで、成果へと結びつけていくと良いのではない

でしょうか。そうすることが、統合報告書において、企業独自の文

脈で、わかりやすく論理的に伝えやすくなるのだと考えます。

III. 読み手の理解を促すためには

経営者の考える価値創造ストーリーを統合報告書に描き、企業

独自の文脈で説明したとしても、実際にはいかにその道筋を歩んで

いるのかを伝えなければ、価値創造ストーリーは、「絵に描いた餅」

となってしまいます。企業価値向上の道を着実に歩む実態までを示

してこそ、読み手の理解は促されます。

統合報告書において、定量情報を集約したハイライトセクション

に記載された主要指標（KPI）を、種別ごとに分類した結果を経年で

見ると、非財務KPIの割合が2018年は38%となり、2014年の26%

から年々増えています。ここに、非財務KPIの充実を目指す企業の

努力が読み取れます（図表4参照）。

|図表4　統合報告書で示されたKPIの種別比率

2017年 2018年2016年2015年2014年

|図表3　統合報告書で多く記載されたリスク

1  2018年9月 TCFDステータスレポート　https://www.fsb-tcfd.org/publications/tcfd-2018-status-report/

https://www.fsb-tcfd.org/publications/tcfd-2018-status-report/


経
営

経営 Topic⑥

© 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 61KPMG Insight  Vol. 36   May 2019

ガバナンス・リスク

しかし、そこに示されている非財務KPIは、その企業が目指す価

値創造の歩みを表すものとなっているでしょうか。長い時間をかけ

て洗練されてきた財務KPIと異なり、見えざるものを定量的に表そ

うという試みは、まだ道半ばであり、議論すべき点は多くあります。

だからこそ、企業ごとに異なる企業価値向上の道筋や、そこから

生み出される有形無形の価値を表せる可能性が高く、言い換えれ

ば、悩みもあると思います。

例えば、女性管理職比率は、いま流行りのKPIのひとつと言えま

す。しかし、「流行りだから」と労力をかけて集計しても、企業価値

向上の歩みと関連付けた説得力のある説明がなければ、有用性の

ない余計な情報となりかねません。価値につながる成果は、企業の

活動を通じて生み出されるものです。そこには、多くの人々が関わ

り、また多くの業務プロセスがあります。それらの人々、あるいは

業務プロセスが価値へと結びつく過程で測定されているKPIがあれ

ば、それは企業価値向上の道筋と結びつくものであり、価値創造ス

トーリーの確からしさを示すものになるはずです。

IV.  統合報告の取組みを 
よりポジティブなものへ

変化が激しい環境下において、様々な開示要請に応え、数値や

情報を集計するのは難しいという指摘もあります。しかし、だから

こそ、長期的な視点で価値創造の道筋を示し、現時点での判断の背

景を、読み手と共有する意義があります。どれだけ真摯に自らの責

任を果たそうとしているのかを伝えようとする姿勢の中に、企業の

誠実さが表れ、それが外部からの支持も得て、さらなるポジティブ

な行動へと導き、好循環を作り出します。統合報告書を、企業と読

み手の双方にとって、より「使える」、そしてポジティブな行動を促

すものとするためにも、企業の持続的な価値向上に向けた見解を、

企業内外に一貫性を持って伝えることのできる経営者のリーダー

シップは不可欠です。

統合報告書の質を改善させる取組みは、企業の活動をより長期

の持続可能性を意識したものへと促すことができると考えます。

「報告」は能動的なものであり、「させられる」ものではありません。

その意味を統合報告書の取組みを通じて実感できれば、今後、有

価証券報告書などの報告媒体にも適応され、一貫した信頼できる

メッセージの発信にもつながっていくでしょう。

KPMGジャパン
統合報告センター・オブ・エクセレンス（CoE）
 

統合報告に代表されるよりよい企業開示（Better Business 
Reporting）に対する要請の高まりに対応するため、2012年に、
KPMGジャパンの主なメンバーファームを横断して組成され
ました。

KPMGが長年にわたり、企業報告のあり方について続けてき
た研究や、実務経験を活かしながら、企業レポーティングの高
度化への貢献を通じて、資本市場の信頼性と透明性、そして、
企業と資本市場とのより良いコミュニケーション実現に資す
ることを目的としています。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMG ジャパン
統合報告センター・オブ・エクセレンス（CoE）
TEL：03-3548-5106（代表電話）
Integrated-reporting@jp.kpmg.com

日本企業の統合報告書に関する調査2018

 

2019年3月発行

「 日本企業の統合報告書に関す
る調査2018」では、「統合思考」、
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「リスクと機会」、「財務戦略」「主

要指標（KPI）」「ガバナンス」の7
つの領域における開示状況を調
査し、その結果から、日本企業
の統合報告書の現状と課題を考

察し、提言をまとめています。

ぜひご一読いただき、統合報告書を巡る最新動向や課題を
知るとともに、今後の実務の改善に向けたヒントを得ていた
だければ幸いです。

ウェブサイトリンクより、閲覧、ダウンロードが可能です。
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年金運用ガバナンスに関する実態調査の概要

有限責任 あずさ監査法人
金融事業部　金融アドバイザリー部
パートナー　枇杷　高志

2018年6月の改正コーポレートガバナンス・コードにより、上場企業は、自社の企業
年金のアセットオーナーとしての機能発揮を求められることとなり、その対応状況
をコーポレートガバナンス報告書で開示することになりました。また、これに先立
ち、2018年4月の確定給付企業年金法の改正で年金ガバナンスの強化が図られてお
り、ほぼすべての確定給付企業年金における運用基本方針の策定や、一定規模の制
度への資産運用委員会の設置などが義務付けられました。
このように、企業年金ガバナンスの強化が求められる中、本調査では、年金運用の人
材配置の状況、年金運用に関するガバナンス体制・モニタリング体制をはじめ、企業
が直面する課題やそれらに対する提言をまとめました。
本稿は、この調査結果のポイントについて解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  年金運用担当者は、他業務との兼務者が限られた時間内で独力で業務を
行っているケースが多く、属人化やブラックボックス化のリスクもある。
担当者がより年金運用に注力できるよう、人材配置上の配慮・社内人材の
育成支援・外部専門家の利用によるサポートが望まれる。

－  マネジメントへの運用状況報告の有無や頻度は企業間でばらつきがある。
マネジメント自身が年金運用の重要性を認識し、定期的な実績報告態勢の
整備や運用担当者の育成などを支援することが望まれる。

－  運用能力だけで運用委託先を決定している企業は3 0％程度にとどまり、
特に小規模企業では運用能力より母体企業との取引関係が重視される傾
向が見られる。年金加入者や受給者の利益に資するような運用委託先の選
任を図るため、選任基準の明確化や定期的な評価態勢の整備が望まれる。

枇杷　高志
びわ　たかし
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I . 調査実施の背景と概要
1. 調査実施の背景

2018年度は、企業年金の資産運用に関して以下の2つの大きな動

きがありました。

（1） コーポレートガバナンス・コードの改正
2018年6月に改正された「コーポレートガバナンス・コード」によ

り、上場企業は、自社の企業年金のアセットオーナーとしての機能

発揮を求められ、その対応状況をコーポレートガバナンス報告書で

開示することになりました。

具体的には以下のことが求められました。

⃝  運用に当たる適切な資質を持った人材の計画的な登用・配置

などの人事面や運営面における取組みを行うこと

⃝  そうした取組みの内容を開示すること

⃝  その際、企業年金の受益者と会社との間に生じ得る利益相反

が適切に管理されるようにすべきであること

（2） 確定給付企業年金のガバナンスの強化
2018年4月の確定給付企業年金法令の改正により、確定給付企

業年金のガバナンス強化策として、以下のようなルールが設けら

れました。

⃝  運用基本方針の策定義務付け（資産運用リスクのないいわゆる

「受託保証型制度」を除くすべての確定給付企業年金）

⃝  資産運用委員会の設置義務付け（年金資産100億円以上の確

定給付企業年金）

⃝  資産運用委員会議事録の加入者への公表

これらは、確定給付企業年金を有する企業に対し、ガバナンスや

モニタリングの改善を求めるものと言えます。

KPMGは、各企業の年金運用に関するガバナンスやモニタリン

グの状況やこれらに対する課題などを把握するため、本調査を実

施しました。

本調査の結果を自社の対応状況と照らしていただき、今後の各

社の年金運用ガバナンスやモニタリングの向上に役立てていただ

ければ幸いです。

2. 調査対象

以下に該当する上場・非上場企業全業種（約1,900社）の年金運

用実務担当者にアンケート調査を依頼し、2018年10月から11月に

かけて211名の方からご回答をいただきました。

⃝  連結従業員数300名以上

⃝  有価証券報告書に退職給付制度に関する注記をしている　

⃝  確定給付企業年金または厚生年金基金を実施している旨の注

記がされている

なお、回答企業の属性は、連結従業員数では1,000名以上の企

業が84％（うち3,000名以上が49％）を占め、年金資産額の規模で

は100億円以上の企業が58％（うち500億以上が21％）を占めてい 

ます。

II. 調査結果

1. 年金運用に関するガバナンス体制

（1） 資産運用委員会等の設置状況
約4分の3の企業で年金資産運用を検討する委員会等の組織が設

置されています。うち9％は2018年4月の確定給付企業年金法令の

改正による運用委員会設置義務化（年金資産100億円以上の制度が

対象）を受けて設置されたと回答しています。また、大企業ほど設

置が進んでおり、逆に「必要に応じ実施」との回答は小規模企業ほ

ど高くなっています（図表1参照）。

（2） 資産運用委員会等の構成メンバー
財務経理・人事労務の両部門から参加している企業が多くなっ

ています。また、「従業員代表」を挙げた企業が半数あることが注目

されます。

規模別には、小規模企業ほど代表取締役の関与が多くトップダ

ウン傾向が見られることと、受託機関の社員の関与が多いことが特

筆されます。

なお、「その他」には、「法務・コンプライアンス部署」、「リスク管

|図表1　 年金資産運用を検討する委員会（資産運用委員会
等）の設置状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

合計

規模未記入

5,000人以上

3,000～
5,000人未満

1,000～
3,000人未満

500～
1,000人未満

500人未満

していない 法改正を受けて設置

以前から設置済 類する会議は必要に応じ実施
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理部署」、金融機関等の「資金運用部署」等が含まれています。

（3） 資産運用に関する意思決定階層
運用基本方針・ポートフォリオの制改定や運用委託先の決定・入

替えといった年金運用の重要事項の決裁は、企業年金基金の理事

会・代議員会での決議、母体企業の取締役会等での決議や役員決

裁によって行われる企業が多くなっており、部長レベルに決裁が委

ねられている企業は少数となっています。また、小規模企業では、

人事労務担当役員が最終決定権限を有している企業が多く、企業

年金制度全般の意思決定権限が人事労務部門に委ねられている傾

向がうかがえます。

（4） まとめ
大企業を中心として、資産運用委員会の設置や財務経理部門の

関与が進んでいますが、小規模企業企業ではこうしたガバナンス

体制の整備が不十分な傾向が見られます。

また、年金運用に関する意思決定権限は多くの企業でマネジメ

ントレベルに委ねられており、年金運用の重要度が認識された権

限設定がされていると考えられます。

2. 年金運用に関するモニタリング体制

（1） 資産運用実績の報告頻度
過半数の企業で担当役員への報告が毎月または四半期ごとに実

施されており、約3分の2の企業ではCEO／CFOや経営会議への報

告も年1回以上行われています。ただし、報告頻度が毎月という会

社が一定数ある反面、報告なしという企業も一定数あり、ばらつき

が見られます（図表2参照）。

企業規模別に見ると、大企業ほど、担当役員への報告頻度が多く

なり、またCEO／CFOへの報告が行われている割合も高い傾向が

見られます。

（2） 運用報告に関する負担や課題
「専門的内容を上位者に理解させる工夫」を挙げた企業が最も多

く、次に「社内担当者の専門能力不足」が多くなっています。これら

は規模別にも有意な差は見られず、上位者の理解の向上や社内人

材の育成は多くの企業に共通する課題と言えます。

一方、大企業を中心に「多数の運用実績の集計の作業負荷」を挙

げた企業も一定数あり、この点はRPA（ロボティック・プロセス・

オートメーション）等の活用による効率化や外部サービス等の活用

の余地がありそうです。

（3） まとめ
多くの企業では、毎月または四半期ごとに担当役員への報告が

なされ、年1回はトップマネジメントへの報告がなされています。た

だし、こうした報告がなされていない企業も一定数あり、対応にば

らつきが見られます。

モニタリングの課題としては、「専門的内容を上位者に理解させ

る工夫」や「社内担当者の専門能力不足」を挙げる企業が多くなって

います。また、大企業を中心に「多数の運用実績の集計の作業負荷」

を挙げた企業も一定数あります。

3. 運用人材配置の状況

（1） 主たる年金運用担当者の所属部署
全体としては、財務経理部門・人事労務部門・年金基金の3部門

に概ね同一割合で所属している状況です。ただし、大企業では財

務経理部門所属者が年金運用を主に担当している割合がやや多く、

逆に小規模企業企業ほど人事労務部門所属者が従事している状況

が目立ちます。

（2） 主たる年金運用担当者の経験年数
約半数の企業では経験年数5年以上で、うち2割の企業では10年

以上となっています。専門知識が必要なため、経験者がある程度長

く担当している状況がうかがえます。これらは企業規模別にも有意

な差は見られず、多くの企業に共通するようです。

（3） 主たる年金運用担当者の業務従事度
他業務と兼務しているケースが非常に多くなっています。大企

業でも、過半数は年金以外の業務との兼務となっています。兼務

者の従事割合も低く、大半は業務時間の半分以下しか充てていな

い状況で、小規模企業ほどその傾向が高くなっています（図表3 

参照）。

（4） 年金運用担当者の配置・育成状況
「一定の専門知識を有する人」や「所属部署の中で素養のある人」

を選んで配置している企業が全体の60％程度となっています。大

|図表2　階層別に見た年金運用実績の社内報告頻度

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

担当部長

担当役員

CEO、CFO 

取締役会・
経営会議

数年に1回 毎年1回 半年ごと 四半期ごと

毎月 不定期 報告なし
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企業のほうがそうした傾向が強く出ており、業務担当者の配置時は

一定の考慮がなされているようです。

一方で、「母体企業が育成を支援している（他業務の付与の制限、

研修の受講支援等）」という企業は企業規模を問わず20～30％程度

であり、多くの企業では「特に支援はしていない（担当者の自己研

鑽に委ねている等）」という状況になっています。

また、人材配置に関する課題として、4割の企業が「素養のある

人がいても教育が困難」を、3割の企業が「運用人材配置の重要性

について理解が得られない」を挙げており、育成の難しさを挙げる

声が目立っています。

（5） まとめ
大企業では財務経理部門の人材が担当しているケースが多い反

面、小規模企業では人事労務部門の人材が担当しているケースが

目立ちます。

また、規模を問わず大半の企業では、他の業務を兼務しながら年

金運用に従事している状況であり、かつ年金運用業務への従事割

合も50％以下の方が大半となっています。

そして、人材の配置時には適性や経験を踏まえて人材を選んで

いる企業が多いものの、育成については本人の努力に委ねられて

いる企業が多くなっています。「人材配置の重要性について理解が

得られない」ことを課題とする声も多く、人材育成に関する組織的

対応の確立が課題といえます。

4. スチュワードシップ・コード対応

（1） スチュワードシップ・コード受入れ方針
「スチュワードシップ・コード」とは、責任ある機関投資家の諸原

則であり、企業年金にも機関投資家として当該コードの受入れが

推奨されています。

この「スチュワードシップ・コード」の受入れについては、検討中

と未検討がそれぞれ40％ずつあり、まだ対応を決めていない企業

が大半となっています。

5. 外部専門家の利用

（1） 外部専門家の利用状況
運用受託機関以外の外部専門家を利用している企業は全体の

40％程度ですが、その多くは大企業となっています。外部専門家の

業態としては、独立系年金コンサルタントと金融機関系年金コンサ

ルタントで大半を占めています。

（2） 外部専門家の利用目的
「運用機関や運用商品の選定」が最も多く、外部専門家利用企業

の80％は運用機関・運用商品の選定を目的としています。次いで

「運用基本方針策定」や「運用実績の集計・分析」を挙げる企業が多

くなっています。

6. 利益相反管理

（1） 運用委託先決定における利害関係の考慮
企業年金の資産運用は原則として外部の金融機関に委託されま

すが、委託先の決定に際し、企業との取引関係（株式保有・融資・

営業協力等）を優先して運用能力の低い金融機関を選ぶことは、年

金受益者に対する利益相反になりうると考えられます。

本調査によると、純粋に運用能力だけで委託先を決定している

企業は全体の30％程度となっています。大企業では運用能力のみ

で委託先を決定している企業が多い反面、小規模企業では母体企

業との取引関係が重視される傾向が強いといえます。

|図表4　今後の課題（上位3つまで）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

ポートフォリオの見直し

社内の運用人材の能力向上

ガバナンス体制の向上

モニタリング体制の向上

運用機関の入れ替え

より優秀な社内運用人材

外部専門家の利用

利益相反管理高度化

|図表3　年金運用担当者の業務従事度

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

ほぼ専従 他の年金関連業務と兼務 年金業務以外と兼務

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

25％以下 25％超50％以下
50％超75％以下 75％超100％以下

（参考： 「年金業務意外と兼務」と回答された方についての
 当該業務への従事割合）
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7. 今後の課題

「ポートフォリオの見直し」が最も多く、次いで「社内の運用人材

の能力向上」や「ガバナンス体制の向上」、「モニタリング体制の向

上」が多く挙げられています（図表4参照）。

なお、規模別に有意な差があるのは「利益相反管理の高度化」で、

5,000名以上の大企業のみで回答されています。

III. KPMGからの提言

最後に、本調査を踏まえて、企業がよりよい年金運用体制を構築

するため、以下の提言をさせていただきます。

1. 運用人材の能力向上に向けた組織的な取組み

他のメイン業務の傍らで、自己研鑽により能力向上を図りなが

ら年金運用業務に従事している担当者が多い状況です。また、小規

模企業では人事労務部門のメンバーが対応しているケースも多く、

企業財務や資金運用により精通した財務経理部門メンバーの関与

が十分でない可能性があります。

企業は、年金運用担当者がより運用業務に注力できるような業

務付与に留意する必要があります。また、担当者の能力開発を支援

する対応も必要と考えられます。実際の教育機会を企業が提供す

るのは難しいとしても、社外研修や関連資格取得を企業が支援す

ることが望まれます。

さらに、適材適所な役割付与を図るために、財務経理部門の参画

や外部人材の採用などによってより素養のある人材を配置するこ

とも必要と思われます。

2. マネジメントの関与

一部の企業ではマネジメントへの定期的な運用実績報告がなさ

れておらず、また運用人材の適切な配置や育成に関するマネジメ

ントの理解不足が指摘されています。

マネジメント自身が年金運用の重要性を認識し、定期的な実績

報告態勢の整備や運用担当者の育成などを支援することが望まれ

ます。

加えて、マネジメント層が年金運用や年金制度運営の概要を理解

できるよう、「マネジメント層を対象にした研修の実施」、「シンプル

で分かりやすい運用報告の工夫」などの取組みを推進することも必

要と考えられます。

3. 利益相反への対応

一部の大企業を除けば、年金運用受託機関との利益相反に関す

る対応はまだ課題として認識されていない状況です。

確定給付企業年金法で規定されている「受託者責任」を再確認

し、加入者や受給者の利益に資するような運用受託機関の選任が

図られるよう、選任基準の明確化や定期的な評価の態勢を整える

ことが必要と考えられます。

4. 外部リソースの利用

上述の取組みを進めるには、年金運用や年金制度運営に関する

専門知識や経験が必要になるため、必要に応じてこれらの事項に

長けた外部機関のコンサルテーションを受けることが望ましいと

考えられます。

5. 当局等による中堅・中小企業への支援

調査項目全般を通じて、企業規模によって取組みに差があるこ

とがうかがえます。

すでに当局や公的機関等による年金運用のベストプラクティス

や管理ツールの提供もある程度されていますが、特に人的リソー

スに制約のある中堅・中小企業に対する支援の拡充が望まれます。

望まれる組織的対応～年金運用ガバナンスに関する実態調査
2018（要約版）

本調査の結果については以下のウェブサイトで紹介しています。
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/reserch-
pension-governance.html

また、本調査の結果を含め、年金に関する各種トピックやセミ
ナーについては以下のウェブサイトで紹介しています。
kpmg.com/jp/pension

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人
パートナー　枇杷　高志
TEL：03-3548-5125（代表電話）
Takashi.biwa@jp.kpmg.com

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/reserch-pension-governance.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/reserch-pension-governance.html
http://www.kpmg.com/jp/pension
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グローバル自動車業界調査 2019
～地域別に異なるメガトレンドと、厳しさを増す競争環境

KPMGコンサルティング株式会社
KPMGモビリティ研究所
パートナー　奥村　優

KPMGでは世界の自動車業界の現状と将来の展望を分析することを目的に、世界
各国の主要自動車関連企業の幹部を対象としたアンケート調査を毎年実施してい 

ます。
20回目になる今年の最新の結果によると、地域別あるいは技術別の複雑なトレンド
に対応して難しい経営判断が求められている実態が明らかとなりました。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  2 0 3 0年までの自動車業界の主要トレンドはコネクティッドやパワート
レーン技術であり、サービスとしてのモビリティやモビリティエコシステ
ムの理解についての重要性は相対的にまだ上位に来ていない

－  地域別に消費者の関心を見ると北米は内燃エンジン車への関心が依然と
して高い

－  中国ではハイブリッド車への関心がバッテリー式電気自動車への関心を
上回っている

－  自動車メーカーは今後も様々な新規参入企業との協力関係を構築してい
くものと思われるが、新たなライバルであるWeb／デジタル企業やモバ
イル／テック企業との競争が厳しさを増すと考えられる

奥村　優
おくむら　まさる

調査期間 2018年10月～11月

調査対象者

自動車メーカー、サプライヤー、販売ディーラー、金融サービス会社、モ
ビリティサービスプロバイダー、ICT企業等、世界の自動車関連企業の
幹部981名。
世界中の消費者2,028名（うち日本は143名）。

調査方法 インターネットによるアンケート調査

調査対象地域
日本（6%）、西欧（25%）、東欧（12%）、北米（14%）、南米（11%）、中
国（11%）、インド・東南アジア（12%）、その他（9%）。カッコ内のパーセ
ンテージは自動車業界幹部の回答者数割合を表す。
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I. 主要国／地域別の結果概要
主なサーベイ結果について、日本、北米、西欧、中国の各国／地

域の回答別に概要を図表1にまとめました。

日本の結果を見ると、主要トレンドとしてバッテリー式電気自動

車への関心が薄いようですが、投資に対する意欲は見られます。自

動車業界各社が採用する戦略として「他業界からの新規参入企業

との協力」に回答が集中しており、様々な選択肢を挙げている他国

／地域と傾向が異なっています。シェアを伸ばす自動車メーカーと

して中国の回答以上に中国の自動車メーカーが挙げられており、こ

れは例年同様の日本の回答の特徴となっています。

北米の回答を見ると、主要トレンドの上位6位までが50%以上の

回答となっており、様々な分野に高い関心を持っていることがうか

がえます。特に燃料電池車については他国／地域と比べても高い

関心割合です。消費者が購入するパワートレーンとしては内燃エン

ジン車がトップです。採用する戦略は日本と大きく異なり、いずれ

かに特化するのではなく、必要に応じて様々な対応を行う姿勢が

見て取れます。シェアを伸ばす自動車メーカーとして、上位5位ま

では日独が占めており、米国自動車メーカーの元気のなさが感じら

れます。

西欧の結果は、日米に比べて中国寄りの結果を見て取ることが

できます。例えば消費者が購入するパワートレーンに関してバッテ

リー式電気自動車の回答割合が中国に次いで大きく、シェアを伸ば

す自動車メーカーを見ると6位以下に中国の自動車メーカーが3社

ランクインしています。中国市場に対する関心の大きさがうかがえ

ます。

中国は他国／地域と比べてバッテリー式電気自動車への関心が

最も高く、逆に燃料電池車や内燃エンジン車については消費者の

関心を含めて低い点が特徴的です。それを反映してか、シェアを伸

ばす自動車メーカーとしてテスラモーターズが2位に来ているのに

対して、トヨタグループは7位である点が他と傾向が異なります。採

用する戦略として「自律的成長」の回答割合が高く、米国と同様に

45%となっています。市場動向／事業展開に対する強気の姿勢が

うかがえます。

全般的に、グローバルの自動車業界としてはモビリティサービス

よりもコネクティッド化やパワートレーンの電動化に関心が高いと

いえます。また、シェアを伸ばす自動車メーカーとしてはトヨタグ

ループやBMWに対する期待が大きくなっています。パワートレー

ンについては各国の規制の影響を受けつつ、内燃エンジン車含め

て当面の間は様々な技術が併存する状況が続くと考えられます。

II. 自動車業界の動向
図表２として、自動車メーカーによる投資先会社数の推移を投

資分野別に一覧にしました。図表1の結果概要にある通り、主要国

／地域の自動車業界各社が採用する戦略として「他業界からの新

規参入企業との協力」や「ジョイントベンチャーや戦略的提携と

いった企業間パートナーシップ」が上位に来ている点については、

すでに数年前から自動車業界はそのように動いているところであ

り、分野も多岐にわたります。この傾向は今後も続くものと考えら

れます。

一方で、自動車メーカーのライバルがWeb／デジタル企業

（Google、マイクロソフトなど）やモバイル／テック企業（Apple、サ

ムソンなど）となってきていることに鑑みると今後はこれまで以上

に投資余力の競争になると考えられます。図表3はモビリティ業界

を構成する４業種について主要各社のキャッシュポジションの推

移をまとめたものですが、旧来の自動車業界の主要なプレーヤー

であった自動車メーカーやサプライヤーの存在感が薄れつつあり、

今後ますますその厳しさが増すことになると考えられます。特にパ

ワートレーン系部品を扱うサプライヤーに関しては、規制や算出資

源によって左右される国／地域別の市場動向／自動車メーカーの

採用技術動向を見ながら、今後はさらに効率的な投資判断／効果

的な経営判断が必要となるでしょう。

加速するモビリティ 
-  テクノロジーと消費者行動の急速な 

破壊的変革に対応した公共交通機関の 
最適化 （翻訳版） 

2019年4月　

English / Japanese

米国における公共交通機関全体の利用者は過去10年で5％
近く減少し、その主要因は同期間にバスの利用者が累積で
15％減少したことでした。本レポートでは、公共交通機関が
時代に即した存在であり続けるために、市当局と公共交通
が変わりつつある消費者の期待に応えていく必要性につい
て提言しています。 
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注記
図表1：  主要トレンドは、各項目について「極めて重要」と選

択した回答者の割合。投資するパワートレーンは、
「投資予定あり（自動車メーカー／サプライヤー）」
「投資すべき（それ以外の自動車業界）」と選択した回
答者の割合。購入するパワートレーンは、今後5年間
に購入する自動車のパワートレーンとして選択した
消費者の回答割合。採用する戦略は、自社がこれから
成功を収めるうえで「極めて重要」と選択した回答者
の割合。今後5年間でシェアを伸ばす自動車メーカー
については、シェアが「増加する」と選択した回答者
の割合について、上位10社のみ記載した。

  購入するパワートレーン以外はすべて自動車業界幹
部の回答。

  パワートレーンは、FHEV：ハイブリッド車、PHEV:
プラグインハイブリッド車、ICE：内燃エンジン車、
BEV：バッテリー式電気自動車、FCEV：燃料電池車、
EREV：レンジエクステンダー付きバッテリー式電気
自動車のこと。

図表２：  Pitchbookの情報をもとにKPMGがとりまとめた
図表３：  グローバルの自動車業界メーカー及びサプライヤー

についてはそれぞれの上位25社、Web／デジタル企
業の上位7社、モバイル／テクノロジー企業の上位8
社について公開情報をもとに現金及び短期投資の合
計額を集計した。パーセンテージは各年の総額に占
める割合を表す。

  出典はすべて 
Global Automotive Executive Survey 2019。

「KPMG グローバル自動車業界調査」2019 年度版の結果について
はウェブサイトから閲覧できます。

https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-

releases/2019/01/automotive-executive-survey.html

「KPMG グローバル自動車業界調査」（英語版）の PDF は次の
URL からダウンロードできます。

https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2019/

downloads/GAES2019PressConferenceENG_FINAL.PDF

日本語版冊子は 6 月下旬に発行予定です。

サーベイの詳細（英語版）は、こちらのホームページからご覧い
ただけます：https://automotive-institute.kpmg.de/

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGコンサルティング株式会社
KPMGモビリティ研究所
パートナー　奥村　優
TEL：03-3548-5111（代表電話）
masaru.okumura@jp.kpmg.com

|図表２　自動車メーカーによる投資先会社数の推移

投資分野 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 総計

自動運転 1 4 10 15 17 47

コネクティッド 2 6 2 4 12 17 11 54

電動化／エネルギー 2 4 7 3 8 8 4 23 12 71

金融サービス 1 2 3 4 1 2 4 4 5 26

物流／ドローン／航空 2 1 2 3 8 2 18

製造 6 13 14 13 4 14 8 19 10 101

リテール／アフターマーケット 2 9 3 7 3 3 8 6 41

シェアリング型モビリティ 1 3 1 4 2 12 11 21 55

都市型モビリティ 1 4 2 3 3 8 2 7 30

計 11 33 36 36 26 39 64 107 91 443

|図表3　キャッシュポジションの推移
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$ 72,4 bn $ 79,3 bn 

https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-releases/2019/01/automotive-executive-survey.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-releases/2019/01/automotive-executive-survey.html
https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2019/downloads/GAES2019PressConferenceENG_FINAL.PDF
https://automotive-institute.kpmg.de/
mailto:masaru.okumura%40jp.kpmg.com?subject=
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個人所得税法の改正と企業への影響

KPMG中国
上海事務所
マネジャー　森　雅樹

中国においてはこれまでの高度経済成長の時期が終わりを迎え、いわゆる安定成長
期に入ってきたといわれています。経済成長を通じて、国民所得も上昇してきまし
たが、それに合わせて、住宅ローンなどの生活コストの上昇が顕著になってきまし
た。このような中、中国政府は国民の税負担の軽減を通じて国内消費を下支えする
とともに、高度な技能を有する人材を中国に引き付けることでより付加価値の高い
産業を育成することを通じて安定的な経済成長を実現するべく、大型の減税策を柱
とする税制改正の一環として個人所得税法の改正を行い、2019年1月1日（一部2018

年10月1日より先行適用あり）より新しい個人所得税法が施行されるとともに、関連
する実施条例・通達が公表されています。
本稿は、個人所得税法改正の概要とともに、今後留意すべき事項について解説し 

ます。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  個人所得税法の改正は、多くの納税者にとって減税の効果をもたらす反
面、計算方法等が複雑になっている。

－  外国籍個人に対して与えられている個人所得税の免税優遇措置につい
て、2019年1月～2021年12月の3年間優遇措置の適用が延長されることと
なった。同時に広州・深圳などのグレーターベイエリア地域において、高
度な技能を持つ外国籍個人に対する優遇措置の適用対象範囲が拡大され
た。

－  徴収管理体制の強化として、税務当局と金融監督機関など他政府機関との
協力体制が取られることが法律上明文化され、また、納税情報が信用情報
システムと連携することも規定された。税務当局が補足可能な情報が増加
することが想定されることから、今まで以上に個人所得税の納税コンプラ
イアンス状況に留意する必要がある。

森　雅樹
もり　まさき
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I . 個人所得税法改正の背景
2018年8月31日におよそ7年ぶりに個人所得税法が改正され、

2019年1月1日より新個人所得税法が施行（一部2018年10月1日先

行適用あり）されています。

1.  減税政策の推進による国内消費の活性化・競争力の強化

中国においては、鄧小平による改革開放後すぐの1980年に現在

の個人所得税法の原型が制定されました。その後幾度かの改正を

経て現在に至ります。今般個人所得税法が改正された背景の一つ

として、中国の社会・経済環境が大きく変化したことがあります。

中国においては、一人当たりの所得水準が先進国に比べてそれほ

ど高くなく、個人所得税が税収全体に占める割合は非常に低いも

のでした。しかし、改革開放以後40年以上が経過し、現在世界第二

位の経済大国となった中国では、北京、上海、広州並びに深圳など

のいわゆる一級都市における住民を中心に所得水準が上昇する一

方、都市部での住宅価格の上昇に伴うローンや子供の教育費、一

人っ子世代による両親の扶養などを中心に所得に占めるこれら支

出の負担割合が高くなってきており、最近では経済成長の鈍化と

共に一部産業や地域を除いて所得水準の上昇が生活コストの上昇

に追い付かず、一般消費者の国内での消費意欲を削ぐ一因となっ

ていました。このような中、今回の税制改正では、旧来の所得水準

や生活・社会様式を前提に制度設計されていた個人所得税法を現

在の環境変化に合わせ制度改定することで、都市部における労働

者世帯を中心とした人々の税負担を引き下げ可処分所得を増加さ

せることを通じて国内消費活動の活性化に寄与すると共に、高い技

術と競争力を持った人材を中国に繋ぎ留め、より付加価値の高い

産業を育成し経済成長の原動力とすることを意図している側面が

あるものと考えられます。

2. 外国籍個人等に対する優遇措置の改正

今回の改正では、外国籍個人に対する個人所得税優遇措置の取り

扱いについても、大きな改正が行われています。引き続き中国への

外国からの投資を呼び込むことを意図しているものの、情報通信技

術などに代表される先端技術を持つ人材の招聘を促進し、産業構造

の高度化に資する人材誘致を目的とした見直しが行われています。

3. 徴収管理体制の強化

個人所得税の改正に先立ち、税務当局で利用する税務システム

の統合を進めるとともに、2018年には従来税目毎に徴収権限が分

かれていた国家税務局と地方税務局の統合を実施しました。なお、

税務局の統合に合わせて、社会保険料の徴収も今後は税務局にて

統一的に実施されることになります。このような徴収管理体制の変

化の中、改正された個人所得税法においても、個人所得税の徴収

管理体制の強化について具体的に記載がされています。

II.  新個人所得税法の主な改正点

今回の個人所得税法改正における、主な改正点は以下の通りで

す。なお、本章では企業にとって最も影響の大きいと考えられる給

与所得を中心に解説いたします。

1. 減税政策の導入

（1） 基礎控除額の引き上げ
一人月額3,500元の基礎控除額が、一人年額60,000元（月額換

算で5,000元）に引き上げられました。なお、外国籍個人について

は、従来一人月額4,800元の基礎控除が認められていましたが、今

回の改正に伴い外国籍個人についても一人年額60,000元に変更と

なりました（個人所得税法第6条）。

（2） 特別附加控除制度の導入
給与所得に対する控除項目は、社会保険料の自己負担額や上記

（1）の基礎控除など限られた項目に限定されていました。特別附加

控除制度が新たに導入され、①子女教育費、②住宅ローン利息、③

住宅家賃、④社会人の継続学習、⑤高額医療費支出、⑥高齢者扶養

支出の6項目について（各項目ごとに控除限度額等の制限あり）控

除できるようになりました。これは、日本における扶養控除や医療

費控除などに相当するもので、住宅価格や子供の教育費の上昇な

ど現代の社会情勢を反映した税制上の負担軽減措置が導入されて

います（個人所得税法第6条、国発（2018）41号）。

（3） 所得に応じた適用税率区分の改正
中国においては以前より給与所得に対して日本と同様累進課税

制度を導入していました。しかし現在の適用税率区分は2011年に

改正された状態のままであり、所得水準の増加に対応しているとは

言い難い状況でした。今般の改正では、特に低中所得層の税負担軽

減を念頭に、3％～20％の低い税率が適用対象となる所得区分の範

囲を広げました。なお、高額所得に適用される高税率帯の所得区分

について変更はありませんでした（図表1参照）。

2. 優遇措置の主な改正点

（1） 外国籍個人に対する優遇措置
① 税務上の居住者・非居住者区分の判定と課税範囲
「中国に住所を有する個人（ここでいう住所を有するとは、国籍、
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家庭、経済的便益のために中国国内に習慣的に居住することを指

し、一般的に外国籍個人が仕事で中国に特定期間派遣される場合

は該当しません。）」または、「中国に住所を有さず、かつ中国におけ

る暦年での滞在日数が183日以上の個人」については税務上の居住

者と判定されます。従前は満1年以上中国に滞在する場合に居住

者と判定されていたことから、新税法においては税務上の居住者

の範囲が拡大しています。また、税務上の居住者については、原則

として全世界所得が課税対象とされていますが、「中国に住所を有

さず、かつ中国における暦年での滞在日数が183日以上の個人の

内、税務上の居住者である期間が連続満6年に満たない者」につい

ては、主管税務当局への届出を経た上で、中国国外の源泉所得か

つ国外の企業または個人が支払う所得については免税となる措置

が取られています。なお、税務上の居住者であるいずれかの年度に

おいて、中国国外（香港、マカオ、台湾含む）へ一度に連続30日を超

える期間出国した場合、連続居住年数の計算はリセットされると共

に、新規定においては、既存の税務上の居住者も含め2019年を第1

年目として年数計算を実施することとなります（個人所得税法第1

条、個人所得税法実施条例第2条及び第4条、財政部 税務総局公告

2019年第34号）。

② 外国籍個人の免税措置の延長
外国籍個人については、一定の条件の下、住宅家賃や子女教育

費など特定の項目については個人所得税の計算上免税所得として

取り扱われていました。今後2019年1月1日から2021年12月31日ま

での期間、当該免税措置の適用が延長されることとなりました。な

お、当該免税措置と上記1．（2） 特別附加控除制度については、どち

らか一方を選択適用することとなり、一度選択した制度について、

同一年度内での変更はできません。ただし、通常特別附加控除制度

における控除限度額が免税措置において適用している免税所得額

に比べ低いことから、一般的に外国籍個人は免税措置の適用を選

択します（財税（2018）164号）。

③ グレーターベイエリアにおける優遇措置
外国籍個人で高度な技能を有する者等の内、広州市や深圳市な

どのグレーターベイエリアで働く者を対象に香港と中国本土でそ

れぞれ計算した個人所得税の差額に応じて補助金を支給する場

合、当該補助金相当額について中国における個人所得税を免除す

る措置が公表されています。なお、本優遇措置の認定要件などに

ついては、広東省や深圳市の個別通達に従うこととなります（財税

（2019）31号）。

（2） 外国籍個人及び中国籍個人共通の優遇措置
年一回性賞与に関する優遇措置の延長
税務上の居住者（外国籍及び中国籍どちらも含む）については、

一定の条件の下、年間の業績評価等に基づき支給される年一回性

賞与に対して通常の給与所得とは別に優遇税率を適用すること

ができる優遇措置がありましたが、外国籍個人の免税措置と同様

2019年1月1日から2021年12月31日までの3年間適用が延長される

こととなりました。なお、税務上の非居住者で複数月賞与（一回に

全額取得する形態をとる期中賞与や年度賞与等を言い、毎月固定

的に支払われる賞与や複数月の給与を一度に受け取る場合は除く）

を受け取る場合（例えば、駐在員で帰任の年において183日未満の

滞在となり非居住者として取り扱われる個人が受け取ることとな

る半年分の賞与など）についても、別途優遇税率を適用することが

できるよう優遇措置が公表されています（財税（2018）164号、財

政部 税務総局公告2019年第35号）。

|図表1　新旧個人所得税法における所得区分毎の適用税率

旧税法 新税法
年間課税所得額（RMB）
（税込課税ベース）

年間課税所得額（RMB）
（税込課税ベース）

18,000以下の部分 3%

18,000超　 54,000以下の部分 10%

（単位：元）

54,000超 108,000以下の部分 20%

108,000超 420,000以下の部分 25%

420,000超 660,000以下の部分 30%

660,000超 960,000以下の部分 35%

960,000

出典：中華人民共和国個人所得税法（旧税法においては、月次課税所得額に応じた適用税率表が利用されていたため、筆者にて年間課税所得額に修正）

超の部分 45%

36,000以下の部分 3%

36,000超 144,000以下の部分 10%

144,000超 300,000以下の部分 20%

300,000超 420,000以下の部分 25%

420,000超 660,000以下の部分 30%

660,000超 960,000以下の部分 35%

960,000超の部分 45%
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3. 徴収方法の変化、徴収管理体制の強化

（1） 総合課税方式の採用、年度確定申告・還付制度の導入
旧個人所得税法においては、給与所得、労務所得、原稿料所得、

財産所得などの各所得分類に応じて租税を課す分離課税方式が採

用されており、日本のような総合課税方式は採用されていませんで

した。従前より中国国内においても総合課税方式の採用が検討さ

れていましたが、実務上の徴収管理の困難性などから、導入が見送

られていました。今般徴収管理の環境が整備されたことから、給与

所得、労務所得、原稿料所得、特許権使用所得の4つについて、年

間の合計所得に基づき申告計算を実施し納税額を確定させる、総

合課税方式が採用されました。これにより、いわゆる労務提供の対

価として得る所得については、各所得段階に応じて、同一の税率が

適用されることとなります。

また、総合課税方式を採用するのに合わせて、年度確定申告・還

付制度が整備されました。なお、税務上の居住者判定の変更に加

え、新税法の下では、居住者及び非居住者に対する税額計算方法が

異なることとなります。給与所得については従来月次確定申告制度

が採用されており、税務上の居住者・非居住者の違いによる納税計

算方法の違いはありませんでしたが、今後駐在員の中国滞在日数に

応じて、適用される計算方法が異なるケースも出てくることから、

新たに税務上の非居住者のステータスに応じた個人所得税の計算

方法が規定されています（財政部 税務総局公告2019年第35号）。

（2） 徴収管理体制の強化
① 税務当局と関連政府機関の連携及び信用情報システム
新しい個人所得税法においては、金融監督当局や公安、人民銀

行などの各政府機関に対して税務当局が納税者情報や金融口座情

報の確認をするにあたって協力義務を課しており、今後税務当局

は企業以外から情報を入手できることが明記されており、税務当

局の情報収集能力が飛躍的に向上することが想定されます。また、

中国では、全てのデータを統合・一元管理し、企業や個人に関する

信用情報データベースを構築し、当該信用情報に基づいて罰則や

インセンティブを与える信用情報システムの整備を進めています。

今回の税制改正においても、当該信用情報システムとの連携につ

いて言及されており、納税者及び源泉徴収義務者の法令遵守の状

況を信用情報システムに組み込み、罰則やインセンティブを与え

ることを明記しています。信用情報システムの本格稼働後は、個人

所得税の納税洩れ等のコンプライアンス違反が発生した場合、当

該情報が信用情報システムに記録され、結果として納税者個人や

企業の信用ランクが低下することにより、例えば、個人の銀行口座

開設や就業・居留許可の更新が困難となることや、企業の行政手続

きの遅延や許認可の取得ができないなど、税務面以外にも影響を

与えることが予想されます（個人所得税法第15ン条）。

② 海外関連者が支払う給与所得の情報提供
住所のない個人（通常外国籍個人が該当）が、中国国内での雇用

による給与所得を得る場合で、当該雇用主である企業と関連関係

のある海外関連者（例えば日本の親会社）が、中国企業に代わって

中国国内での雇用に関する給与の一部または全部を支払う場合で、

中国国内の雇用主に個人所得税の源泉徴収を委託しない場合、雇

用主は給与支払い月の翌月15日以内に主管税務機関に対して関連

情報（海外関連者と雇用主の間の出向契約内容、海外での給与支

払い状況、納税者個人の連絡先等含む）を提供する必要があります

（財政部 税務総局公告2019年第35号）。

III. 企業への影響と留意点

徴収管理体制の強化の欄でも解説したとおりに、今まで以上に

税務当局がアクセスできる納税者に関しての情報源が増えること

により、納税者との間に存在する情報の非対称性による影響が大

きく緩和されることが想定されることから、税務調査などで納税誤

りを指摘されるリスクは高まっていくと考えられます。また、納税

情報も信用情報システムの一部として連携されることにより、不適

切な納税状況を放置しておくことは税務面以外の事業活動にも影

響を与える可能性が出てくると想定されます。まずは、法に基づい

て納税が実施されていることを確認するとともに、必要に応じて是

正措置を取ることが肝要と考えられます。

また、直近ですぐに影響を与えるものではありませんが、現状

2022年1月1日より、外国籍個人は各種補助（住宅家賃補助、語学

訓練費補助、子女教育費補助）に関する免税優遇措置を適用できな

くなると共に、年一回性賞与に関する優遇措置が廃止となり、基本

的には外国籍個人も中国籍個人と同様の取り扱いを受けることと

なります。特に駐在員の給与について手取保証を実施し、中国にお

ける個人所得税を企業負担としているケースが多い日系企業では、

現在免税措置の対象となっている住宅家賃などについて新たに個

人所得税の課税対象となることから、当該部分についての個人所

得税額が追加の人件費として発生することとなると想定されます。

今後中長期の事業計画を策定するにあたっては、当該人件費の増

加についても適切に織り込む必要があると考えられます。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMG中国
上海事務所
マネジャー　森　雅樹
masaki.mori@kpmg.com

mailto:masaki.mori@kpmg.com
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データ分析への期待の変化
～ ①企業への影響

有限責任 あずさ監査法人
パートナー　北尾　俊樹

ビッグデータやデータ分析という言葉を目にしない日はありません。また、「GAFA

（ガーファ）」1という書籍の流行などにより、シリコンバレーのIT企業に対する漠然と
した警戒心が意識され始めました。
本稿では、データ分析の意義や企業への影響を振り返るとともに、次稿において前
KPMG Global Audit D&A HeadのRoger O'Donnell氏へのインタビューを踏まえ、
監査実務が企業側で起こっている変化にどのように対応していくのかという点につ
いて解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。また、本稿は一般的なデータ分析の現状を監査への影響の導入
として触れていますが、網羅的かつ各論点への詳細な言及は意図したものではあり
ません。

 

【ポイント】

－  ビッグデータと呼ばれるデータの特徴は Volume, Variety, Velocity の3つ
のVで表現され、データ分析の可能性を大きく変えるともに、将来の予測
に関する精度や期待を大きく引き上げている。

－  ビッグデータを活用したデータ分析の一つの特徴として、獲得したデータ
の一部をサンプルして分析するのではなく、全体を分析することへの発想
の転換がある。

－  特定の領域に知識や経験を持つSME（Subject Matter Expert）がデータ分
析を行うことによってこそ、意義のある分析がなされる。但し、近年のAI
の進化はその理解すら覆す可能性がある。

－  データの取り扱いに関するリスクの性質はビッグデータにより大きく変
化した。

－  企業がリアルタイムに生まれるデータを分析し、意思決定を行う仕組みへ
変わりつつある中で、監査も企業の変化に合わせて変わっていく必要が 
ある。

北尾　俊樹
きたお　としき

1  the Fourの翻訳につけられたタイトルで日本のみで使われている。
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I . 予測に対する期待の変化
2010年代の前半からデータ革命が叫ばれ、スマートフォンやIC

カードSNSから大量に生み出されるデータはビジネスに大きな影

響を及ぼすものとしてデータ分析の意義を変え始めました。現代に

おいてデータ分析の対象となるデータは次のような特徴をもって

おり、このことが従来のデータ分析やビジネスそのものに変化をも

たらしています。ビッグデータと呼ばれるデータの特徴は3つのV

で表現されます。すなわち、Volume, Variety, Velocityです。Volume

の点では大量のデータが日々生み出されています（Googleは1日に

24petabite以上のデータを処理し、Facebookには毎時間1,000万件

以上の写真が投稿され、毎日30億件以上のいいね、やコメントが投

稿される）。また、Varietyという点では、いわゆるRDB（リレーショ

ナルデータベース）で管理される定型的なデータのみならず、テキ

ストメッセージ、写真、ビデオ、ウェブの訪問履歴、IoT機器のセンサ

等から生み出されるデータなど非定型なデータまでが分析の対象

となっています。Velocityは速度であり、データが生みだされる頻度

ですが、センサや電子取引情報などを通じてリアルタイム情報が企

業にもたらされる状況が生まれています。

このようなビッグデータの特徴は、データ分析の可能性を大きく

変えるともに、将来の予測に関する精度や期待を大きく引き上げて

います。過去の集約されたデータやサンプルベースの分析に基づく

売上の予測は、リアルタイムの顧客情報に基づくデータ全体の分析

に基づく予測に比べて精度が劣り、経営判断に十分に貢献出来なく

なっています。このため、CRMや販売管理システムといった自前の

業務系のシステムで生成されるデータをETLツールでデータウェア

ハウスに取り込み、このデータをBIツールで分析するといった、従

来のBIの仕組み自体を考え直さなければならなくなっています。2

II. サンプリングの限界

ビッグデータ時代のデータ分析の一つの特徴として、獲得した

データの一部をサンプルして分析するのではなく、全体を分析す

ることへの発想の転換があります。過去の歴史において、税金を正

確に集めることや人口動態を把握するために実施された国勢調査

などは、大変な時間とコストが掛かることが大きなネックとなって

いました。大きなデータを取り扱うことは常に非効率で非現実的な

ことでしたが、統計学の進化はこの状況に変化をもたらしました。 

すなわち、サンプルによる全体の推定が高度に行えるようになった

のです。すなわち、統計学はサンプルの数を増やすことよりも、無

作為性を高めることでより正確な推定が行われることをサポートし

ました。このようなサンプリングテクニックの高度化は、データ収

集の在り方だけでなくデータの分析方法を劇的に変えました。

このサンプリングの考え方は社会の様々な分野（選挙における支

持率や得票予想など）に大きな影響をもたらしましたが、あくまで

も一定の前提の下で推定が行われるにすぎず、無作為にサンプル

が取れなければ、母集団全体を推定する際に結果が大きくゆがめら

れるという欠点があります。また、推定しようとする母集団全体が

いくつかの異なる性質を持つサブ母集団で構成されていれば、サン

プリングはより難しくなります。とりわけ、データ分析から知見を得

ようと考える場合には、個々のデータの特徴についてより詳細な分

析が必要となり、サンプリングでは期待した知見や結論が得られな

いといったことが起こり得ます。一般的な社会科学の世界では95％

の信頼性があれば（20回のうち1回は相関関係が実際には存在しな

い）、相関関係があると説明されてきましたが、現実の世界では残

りの5%の部分から重要な影響が発生することがあります。3

既に技術的には相当なボリュームのデータ全体を分析すること

が企業や個人のPCレベルでさえ可能となっていますが、現実には

サンプルをベースとしたビジネスや社会システムはまだ大きく変

わっていません。一つの要因は、様々な形で整理されずに存在する

データを整理するコストが依然として大きく（特に日本においては

紙ベースでの取引書類や社内文書が多く存在する）、結果としてサ

ンプルに頼らざるを得ない状況にあると言えます。4加えて、より複

雑な現実を無理に例外を排除して同質的にとらえようという発想自

体がサンプルを前提とした考え方であり、細部にもスポットを当て

て全体をバイアスなく捉えるという考え方の転換が必要となるで

しょう。

III. SMEの意義と未来

ビッグデータの活用や分析ツールの進展により様々な分野で

従来の常識が覆りつつあります。その重要な要素として因果関係

（causality）から相関関係（correlation）への分析視点のシフトがあ

ります。人間は本質的に二つの物事やデータに因果を見出そうとし

ますが、データから知見を得るという点では、因果関係は問題とな

らないことが多いです。オムツの横にビールを置いたら売れるビー

2  ETLツールは様々なデータソースを分析しやすい形でデータハウスに格納するためにExtract（抽出）、Transform（変換）Load（格納）するツール。BIツール
は、データウェアハウスなどに集積されたデータから経営に資するレポート作成などを支援するツール

3  Black Swan（通常の予測範囲には入らず、突然起こったように受け止められる重大な事象で金融危機や自然災害発生時に言及される）やAnomalyの発生。
予測できないとされる理由の一つに、outlier（データ分析上の異常値）を予測データにどこまで含めるかという問題がある。

4  データ分析の成功例は、その前段階のデータ処理についてはあまり触れていないことが多い。�Big Data�（参考文献#1）では、NYでの違法建築の対応につい
てビッグデータの活用が取り上げられているが、異なる形で存在するデータを徹底的に集めて統合しデータベース化に時間を費やした結果としての成果であ
る。ある程度フォーカスした短期のプロジェクトではこのような対応が可能でも、組織や社会全体に影響を及ぼすような網羅的なデータを標準化してデータ
ベース化することは難しく、データ標準化やその範囲について議論がある
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ルの売れ行きが良くなるとすれば、その原因は分からなくても売上

さえ伸びれば良いでしょう。5

そうすると、データ分析に既存の知識はむしろバイアスを与える

だけで無用という考え方が出てきました。データ分析結果に基づく

意思決定が従来の特定領域のプロフェッショナル（Subject Matter 

Expert, SME）による決定を凌駕する成果を出すという話には、映

画マネーボールで統計の専門家がこれまでのスカウトたちによる

分析を否定して低予算で強いチームを作るストーリーなどがあり

ます。

しかしながら、実際のビジネスの感覚はむしろSMEの存在を必

要としているのでないでしょうか。先のストーリーでは、従来の

SMEが単に暗黙知に偏った見方（バイアス）を持ちすぎていただけ

で、むしろ大量に雇われたデータサイエンティストが意義のある知

見をデータ分析から思うように見いだせないとすれば、特定のビ

ジネス領域における専門知識が欠如しているからであると考えら

れます。また、多くの場合、機械学習は本当に学習しているのでな

く、単にインプットされたデータとアウトプットされる結果の確率

計算をしているだけで、新たな知見を生み出すような使われ方はし

ていないのではないでしょうか。KPMGが2018年に行ったグロー

バルCEO調査でも67%のCEOがデータ分析から得られる知見が自

身の経験や理解と矛盾していると受け止めており、国別でも米国の

78％からフランスの51％まで開きはあるものの、半分以上のCEO

が同様の考えを持っています（図表参照）。

データ分析を行うデータサイエンティストはその領域に関する知

識や経験があってこそ、意義のある分析がなされるという理解は、

概ね確立された考えとなっていますが、最近のAIの進化は、この考

えを覆すような成果を見せ始めています。Google傘下のDeepMind

社が作ったAIはブロック崩しゲーム（Breakoutまたはアルカノイド

というゲーム名で知られる） を事前の学習なしに、点数を増やすと

いうゴールだけを与えられて、最終的に驚異的な成果を上げていま

す。このようなAIが生まれてくれば、もはや特定領域の知識や経験

すらなくとも成果を生み出すことが可能となるでしょう。6

IV. 変容するリスク

プライバシーに関するリスクの性質はビッグデータにより大き

く変わりました。従来、プライバシーはデータという形で殆ど存在

しませんでした。あるいは存在したとしてもプライバシーという形

では認識されていなかったものがプライバシーと考えられるよう

になってきました（例えば、電気の使用状況や好きな映画のジャン

ルなど）。このような理解が進んだのはEUで施行されたGDPR7の

影響が大きいでしょう。プライバシーに対する意識が高まる前は、

積極的に自分の行動や好みなどをGoogleやAmazonに提供するこ

とで、よりカスタマイズされたサービスを無料で受け取れるメリッ

ト以外に注目が行きませんでしたが、Facebookによる情報流出8や

GDPRの施行により、無料で得られると考えられていたサービスへ

の対価（コスト）がより意識されるようになりました。また、GDPR

の考えの基礎には、プライバシーの保護のみならず個人データの個

人への帰属をさせる意義があり、自身のデータを自身が管理（収集

されたデータは要求により取り戻せる）し、必要に応じて必要な部

分をサービス提供者に開示するという形への変革を後押しします

が、EU以外の国では必ずしも同じ状況にはありません。

|図表　 データに基づく示唆よりも自身の経験に基づく直感
に従って判断を下したことがあると回答した割合 
（国別）

出典：2018 Global CEO Outlook、KPMGインターナショナル

米国

日本

英国

オーストラリア

イタリア

スペイン

中国

インド

ドイツ

オランダ

フランス

78%

68%

67%

66%

64%

64%

62%

62%

61%

56%

51%

5  ビッグデータが話題となり始めた2010年代によく取り上げられた寓話。米国のある中西部の小売店でオムツの売上（ベビー用品は高粗利なので）を分析した
コンサルタントがビールの売上との相関を見出したというもの。

6  Youtube動画が公開されているが、AIプログラムはこのゲームのコンセプトなどが与えられず点数を大きくするというゴールを与えられてスタートし、最初は全
く無駄な動きをしているが2時間後には、かなり上達した様子がうかがえる。そして、4時間が経つと、最も効率的な方法を見つけ出し、最小限の動きで壁を崩
すようになる。

  https://www.youtube.com/watch?v=V1eYniJ0Rnk
7  GDPR（General Data Protection Regulation、一般データ保護規則）は、2018年5月25日にEU/EAA全域で施行された。ヨーロッパでは歴史的に、また、シ
リコンバレーに巨大IT企業を抱える米国と違い、プライバシーの捉えた方が異なる。

8  イギリスの選挙コンサルティング会社のケンブリッジ・アナリティカにより、8,700万人のFacebook上の個人情報が同意なく利用されていた疑惑が問題と 
なった。

https://www.youtube.com/watch?v=V1eYniJ0Rnk
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また、プライバシーの範囲の拡大やデータ分析技術の進展は、

違ったリスクも生み出しています。すなわち、企業活動や個人の行

動が過去の結果でなく、予測される将来の行動に基づいて、制限さ

れるというリスクです。今でも保険料の設定やクレジットカードの

審査は、将来の予測に基づいて行われていますが、その範囲が一定

のラインを超えると倫理的に受け入れることが難しい部分も出て

きます。DNAの解析が保険加入時に求められ、DNAに基づく将来

の発病可能性に基づいて、個人保険の加入が制限されるとすると

現在の法体系や仕組みではその適否が判断できないかもしれませ

ん。過去の実績や行動による予測により、融資の審査が決まること

も、その理由が説明可能であれば受け入れることは出来ても、個人

が意識しない膨大なデータが分析に加えられて特定の企業や個人

の権利を制限するような状況になれば、その正当性の判断は容易

でありません。�Big Data�で著者はExternal Algorithmistの登場を

予測しています9。その役割は、ビッグデータから生み出された予測

のレビューであり、選択されたデータの範囲や適用された分析ツー

ル、アルゴリズム、モデル及び分析結果の解釈を評価することです。

そして、新たな専門家の登場を公認会計士が財務諸表を監査する

ようになった歴史になぞらえています。

V. データ分析と監査

データ分析に関する考え方やデータのリスクが変わってくる中

で、企業の財務諸表の監査にも大きな影響があります。第一に企業

は自らの財務リスクを特定し対処するために新しいシステムへの

投資やデータ分析を積極的に行っており、監査もそのようなシス

テムや分析を前提として行うことがより効率的になっています。ま

た、監査に対する社会的期待は、サンプリングでなく財務データの

すべてを対象とするような監査手法（精査的な方法）10を前提とし

たより高度な監査に変わってきています。企業にとっては、企業自

身が必ずしも分析を行っていないエリアでも監査の過程で監査人

が分析したデータから得られた知見を監査人からフィードバック

を得られるというメリットが期待されています。

最新のテクノロジーの利用という意味では、監査業界は遅れて

きたことは否めません。これは主として監査が労働集約的な業務

であり、監査実務特有の判断の仕組み（証票突合やサンプリングと

いった機械的な作業の繰り返しと作業結果を全体として上位者が

レビューし判断するという二層構造）にも原因があると考えられて

います。11しかしながら、近年において監査法人のデータ分析のた

めの新技術への投資は目覚ましいものです。

次稿では、監査への新技術の適用及びKPMGにおけるData 

Analyticsの監査への適用について前KPMG Global Audit D&A 

HeadのRoger O'Donnellへのインタビューを踏まえて俯瞰します。
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KPMGジャパン Information

KPMGコンサルティング、中国サイバーセキュリティ法対応支援サービスを提供開始
ティに係る対応を求める法律で、中国に子会
社・関連会社を保有する日本企業においても、
現地会社への適切な対応指導が求められる
ことに加え、中国からデータを受け取る「デー
タ受信者」として、受信側システムの安全評価
に協力する必要があるなど、グループ全体での
協調した取り組みを主導することが求められ 
ます。

KPMGコンサルティングは、セキュリティコン
サルティング分野における多数の実績に加え、
各国規制に対応するプライバシーデータ管理
態勢の構築支援にも豊富な実績を有し、さら
にKPMGのグローバルネットワークを活用し、
日本では入手しにくい同法令の関連情報をタ
イムリーに提供するとともに、これらのノウハ
ウを結集して、日本企業における同法令対応
を総合的かつ先見的に支援します。

KPMGコンサルティングは、中国に子会社や
関連会社を有する日本企業に対し、「中国サイ
バーセキュリティ法」への対応支援サービスの
提供を開始しました。
中国サイバーセキュリティ法（2017年6月施
行）は、中国本土に所在する企業に対し、個
人データの保護、重要インフラ及び重要デー
タの保護など、多岐にわたりサイバーセキュリ

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。
kpmg.com/jp/pr20190328

「働き方改革企業2019」優秀賞受賞
「働き方改革企業2019」は、生産性向上と働き
やすい職場づくりの実現に向けて働き方改革
に率先して取り組んでいる企業を公表すること
で、社会全体の働き方改革をさらに推進する
ことを目的に表彰するものです。 

有限責任 あずさ監査法人は、株式会社ワー
ク・ライフバランスが働き方改革に率先して取
り組んでいる企業を表彰する「働き方改革企
業2019」の優秀賞を受賞しました。

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。　
https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-releases/2019/03/wl-award-2019.html

あずさ監査法人は、職員の生産性の向上を促
し、意識とカルチャーを改革していくために、
今後も働き方改革への取り組みを積極的に推
進してまいります。

ザン・フェリエ（Global Head of People）が
パネルディスカッション「労働におけるジェン
ダーギャップを解消する」に登壇し、ジェンダー
ギャップが直面する様々な課題と、その具体策
について議論を深めました。

実施日：2019年3月23日、24日

【W20 Japan 2019】
W20とは、G20のエンゲージメント・グルー
プのひとつであり、女性に関する政策提言を
G20 に向けて行う組織体です。エンゲージメ
ント・グループは、G20リーダーに対して政策
提言を行うことで、新たな国際経済秩序の形
成に影響を与えています。KPMGからは、スー

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。　
https://w20japan.org/

東京・代々木公園でのフェスティバル（ブース
やステージ）やパレードが行われ、昨年は約
15万人が参加した国内最大のLGBTの祭典 
です。KPMGジャパンのメンバーも、一丸と
なってパレードやブースを盛り上げました。
日時：2019年4月28日、29日
場所：代々木公園 イベント広場

【TOKYO RAINBOW PRIDE 2019】
『東京レインボープライド』とは、「らしく、たの
しく、ほこらしく」をモットーに、性的指向およ
び性自認のいかんに関わらず、すべての人が、
より自分らしく誇りをもって、前向きに楽しく生
きていくことができる社会の実現をめざしたイ
ベントです。

インクルージョン&ダイバーシティ （I&D）活動 ～イベント協賛

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。
https://tokyorainbowpride.com/

http://kpmg.com/jp/pr20190328
https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-releases/2019/03/wl-award-2019.html
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KPMGでは、会計基準に関する最新情報、各国における法令改正および法規制の情報、また各業界での最新のトピック等、
国内外の重要なビジネス上の課題を、「Thought Leadership」としてタイムリーに解説・分析しています。

Me, my life, my wallet 第2号 リース会計に関するグローバル調査
新リース会計基準の適用準備状況

2019年4月　
English / Japanese

2019年3月　
English / Japanese

昨年同様にKPMGでは、消費者行動の主要要
素である「5つのMy」、すなわち消費者の動機・
関心・つながり・時間・財布への理解を深める独
自のフレームワークに新しい付加的な要素を加
え、顧客理解をより深めるための調査を実施し
ました。本レポートでは調査結果をもとに世代
間の変化、資産と財布、私たちの生活とテクノ
ロジー、組織の重要課題について解説をしてい 
ます。

IFRS（国際財務報告基準）とUSGAAP（米国基
準）において、2019年1月から新リース会計基準
が適用されます。KPMGは2018年に世界の812
社を対象に調査を実施し、企業の適用準備状況
や課題、地域間の相違を明らかにしました。本レ
ポートではこの調査結果とKPMGの見解をまと
めています。また、KPMGジャパンでは調査結果
を深掘りし、本レポート内で日本企業の傾向に
ついて解説します。

自動運転車による配送：
迫り来るモノの移動革命 

加速するモビリティ 
- テクノロジーと消費者行動の 
急速な破壊的変革に対応した 
公共交通機関の最適化 （翻訳版） 

2019年3月　
English / Japanese

2019年4月　
English / Japanese

本レポートでは、自動運転車と人工知能の発展
により商品配送のスピードが劇的に加速するこ
とで、消費者行動に革命的な変化がおこると予
測しています。また、自動車、物流、小売業界は
各アイランドごとに消費者動向を分析し、新たな
サービス、インフラの変化に対するニーズも含め
て、自動運転配送市場への対応に備える必要性
を述べています。

米国における公共交通機関全体の利用者は過
去10年で5％近く減少し、その主要因は同期間
にバスの利用者が累積で15％減少したことでし
た。本レポートでは、公共交通機関が時代に即
した存在であり続けるために、市当局と公共交
通が変わりつつある消費者の期待に応えていく
必要性について提言しています。 

人事部門の未来：
先駆者か、それとも傍観者か

世界のインフラ市場に係る展望
-2019年における10の新たな業界動向

（翻訳版）

2019年4月　
English / Japanese

2019年3月　
English / Japanese

デジタル経済への急速なシフトにより企業が
様々な挑戦を強いられる中、人事部門における
変化は不可避です。KPMGが2018年に実施し
た人事部門の未来に関するグローバル調査で、
この変化に対するHRリーダーの「先進的」「傍観
的」という相反する対応が明らかになりました。
グローバル全体の考察に加え、日本版レポート
では日本企業の調査結果について分析してい 
ます。

新たに出現する業界動向に精通し、その広範な
影響を理解できる者は、将来の成功に必要な選
択を行うための有利なポジションに立つことが
できるでしょう。本レポートでは、インフラ業界に
おける2019年の10のトレンドを解説しています。
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kpmg.com/jp/autonomy-delivers

kpmg.com/jp/201904-fhr

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/04/accelerating-mobility.html
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詳細解説　IFRS開示ガイドブック （第2版） NEW

2019年4月刊
【編】あずさ監査法人
中央経済社・876頁　8,700円（税抜）
本書では、主要な項目ごとにIFRSの開示要求事項に関する考え方を整理し、図解や設例等により具体的に解
説しています。定説がない場合には、必要に応じ法人の見解を示しています。また、実際の開示例の紹介はもち
ろん、開示事例の分析結果についても記載しています。
第2版では、IFRS第9号「金融商品」、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」、IFRS第16号「リース」等、最
新基準の解説・開示例を拡充しています。 特に、実務の観点では開示負荷が高い金融商品に関する開示につい
ては、法人の経験に基づき、誤りやすいポイントについての解説を大幅に加筆しています。
また、付録として、IFRS適用企業を想定した財務諸表の開示例及びIFRS第16号「リース」に関する補足開示例
を巻末に掲載しています。

第 1 章  IFRS任意適用制度の概要
及び法定開示作成にあたっ
ての留意事項

第 2 章 財務諸表
第 3 章  財政状態計算書に関連する

事項
第 4 章  包括利益計算書に関連する

事項
第 5 章 金融商品

第 6 章 他の企業への関与の開示
第 7 章 その他
第 8 章 期中財務報告
第 9 章 初度適用
第10章  新基準によって置き換えら

れた現行基準
付録1  IFRS年次財務諸表ガイド 

開示例
付録2  IFRS第16号に関する補足

情報

学校法人会計の実務ガイド （第７版） NEW

2019年3月刊
【編】あずさ監査法人
中央経済社・448頁　4,600円（税抜）
本書は、昨今の経営環境の変化や学校法人が抱える経営問題等も踏まえて、学校法人会計基準、会計実務、
計算書類とその勘定科目、監査制度などについて実務的に解説しています。
今回の改訂では、学校会計特有の会計処理について主要論点ごとに章立てを分けています。また、第10章「学
校法人の設置する認可保育所等と施設型給付費を受ける幼稚園等」では施設型給付費を受ける幼稚園の会計
処理等について、第12章「決算書の見方」では学校法人と一般事業会社の決算書の違いについて解説した新た
な節を追加しています。

第 1 章  学校法人会計の概要
第 2 章  学校法人会計基準の概要
第 3 章  計算書類の種類と勘定科目
第 4 章  学校会計の特有の処理①：

固定資産
第 5 章  学校会計の特有の処理②：

基本金
第 6 章  学校会計の特有の処理③：

引当金
第 7 章  学校法人の災害時の会計

処理
第 8 章  学校法人の税金関連

第 9 章  学校法人の合併または学校
の分離

第10章  学校法人の設置する認可保
育所等と施設型給付費を受
ける幼稚園等

第11章  知事所轄学校法人に関する
特例

第12章  決算書の見方
第13章  学校の予算
第14章  学校の監査
巻末用語集

所得相応性基準 ―評価困難な無形資産取引に係る価格調整措置導入の背景― NEW

2019年3月刊
角田 伸広[著]
中央経済社・264頁　3,200円（税抜）
本書では、平成31年度税制改正により我が国の移転価格税制において導入されることとなった無形資産取引
への所得相応性基準を背景とした価格調整措置について、移転価格税制に係るBEPS最終報告書の勧告を確
認し、米国における独立企業原則との整合性の議論と、我が国での導入における論点を分析した上で、今後の
課題としての包括的な救済措置の要請について検討しています。
 
 
 
 

第1章  所得相応性基準を背景とし
た価格調整措置の導入 

第2章  無形資産取引に係る移転
価格税制と価値創造の一
致

第3章  移転価格税制における所得
相応性基準に係る議論 

第4章  評価困難な無形資産取引
に係る価格調整措置の導入
における論点 

第5章  今後の課題（包括的な救済
措置の要請）

RPA導入ガイド　仕組み・推進・リスク管理 NEW

2019年4月刊
【編者】KPMGコンサルティング株式会社
中央経済社・224頁　2,500円（税抜）
生産性向上に対する要請、少子高齢化による働き手の減少と働き方改革といった労働環境の変化から、業務
効率化のソリューションとしてRPAの注目度が増しています。特に金融機関での進展は目覚ましく、メガバンクや
大手地銀もRPAによる業務最適化、効率化に着手しており、また効果を創出しつつあります。
しかし、多くの企業がRPA導入に着手し、PoCを実施して効果のほどは検証できたけれども、その後がつなが
らず、導入が見送られるといったケース、また導入後の運用で躓いたり、野良ロボットを放置し、リスクに対処で
きていないケースなど、RPAのメリットを享受できていない状況が散見されます。
本書では骨太なデジタルレイバーをどうつくり、使いこなすか、数多くの導入支援実績から得られた成功のポイ
ントや、導入・運用に潜在するリスクとその回避方法について具体的な対応策を紹介しています。

第Ⅰ部　 PRA導入・運用のルート 
マップ

　第1章　 デジタルレイバーとしての
RPA

　第2章　 働き方改革の実践例 
～RPA導入実態

　第3章　 企画推進者としてのRPA
推進のポイント

　第4章　 業務ユーザーの関わり方
　第5章　 情報システム部門が備え

るべき視点

第Ⅱ部　RPAのリスク管理
　第1章　RPAとリスク
　第2章　RPAリスク管理の実務

マルチクラウド時代のリスクマネジメント入門 （電子書籍） NEW

2019年3月刊
【編】KPMGコンサルティング株式会社
翔泳社・104頁　700円（税抜）
今やクラウドという言葉、概念、サービスは完全に市民権を獲得し、企業において複数のクラウドを積極的に導
入・利用推進している状況が目新しいものではなくなっています。
しかし、「マルチクラウド」と「リスクマネジメント」という2つのキーワードでクラウドを捉えた場合、企業において
課題が山積しています。この2つの観点は、クラウドを積極的に推進していくうえで、欠かせない要素となってい
ます。
クラウドのリスクを正しく理解し、積極的に使いこなすために、クラウド利活用にまつわる様々なリスクとその対
応策について、IT部門や事業部門の担当者がどのようなポイントを押さえておくべきか、最新の企業・組織事例
や法規制などを交えてわかりやすく解説しています。

第 1 章  クラウド登場から10余年、
日本企業のクラウド導入状
況はどうなってる？

第 2 章  いまだ払拭しきれないクラ
ウドに抱く�不安の正体�と
は？

第 3 章  その責任はクラウドサービ
スベンダー側？ それとも企
業側？ 

   クラウドサービスの「責任分
界点」をあらためて整理して
みよう

第 4 章  その契約内容で本当に大丈
夫ですか？

   導入企業が必ず注意してお
きたいクラウドサービス契
約上のポイント

第 5 章  GDPR、個人情報保護法…
クラウドサービスを取り巻
く国内外の法規制とリスク 
対応

第 6 章  対岸の火事ではない！クラ
ウドサービス利用で起こり
うる事故とは？

第 7 章  クラウドのメリットを最大限
に活かすための留意点

第 8 章  障害対応の長期化、セキュ
リティ、サービス管理の複雑
化…

   マルチクラウド環境で想定
されるリスクへの対応法

第 9 章  経営層から「クラウドで大丈
夫か？」と聞かれたらどう答
えるべきか？

第10章  クラウドを利用しないこと
がリスクになる時代！リスク
を正しく理解し、積極的に
使いこなす
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KPMGジャパンにおいては、新興国を中心に24ヵ国の日本語版海外投資ガイドを発行し、ウェブサイトにおいて公開しています。新規投資や既存
事業の拡大など、海外事業戦略を検討する上での有益な基礎情報です。投資ガイドはPDFファイル形式ですので、閲覧、ダウンロード、印刷が可
能です。

現在、ウェブサイトにて公開している24ヵ国の日本語版海外投資ガイド一覧です。
今後は、改訂版や新しい国の海外投資ガイドが発行されるタイミングで、アップデートいたします。
詳細は下記URLをご参照下さい。
http://home.kpmg/Jp/investment-guide

投資ガイド（掲載国） 発行年

フィリピン 2019年

ベトナム 2018年

マレーシア 2019年

ミャンマー 2018年

トルコ 2014年

イタリア 2018年

投資ガイド（掲載国） 発行年

ロシア 2017年

ブラジル 2013年

ペルー 2017年

南アフリカ 2018年

香港 2018年

アラブ首長国連邦（UAE） 2019年

投資ガイド（掲載国） 発行年

インド 2018年

韓国 2019年

インドネシア 2015年

シンガポール 2018年

タイ 2016年

台湾 2018年

投資ガイド（掲載国） 発行年

ベルギー 2017年

スペイン 2018年

チェコ 2017年

ドイツ 2018年

ハンガリー 2016年

ポーランド 2014年

Brexit（英国のEU離脱：ブレグジット）に関する解説
KPMGジャパンでは、英国のEU離脱（Brexit）を受け、これに対応すべく日本語情報を集約した特設サイトを公開しています。
ウェブサイトにおいては、マネジメントが検討すべき事項や、税制および産業分野別におけるBrexitの影響、セミナー資料を中心に有益な日本語
資料を掲載しています。
kpmg.com/jp/brexit

2019年版　台湾投資環境案内
Japanese
本冊子では、台湾投資への事前調査として、台湾の概
況、政治情勢、為替規制、労働環境及び関連法規、
金融情勢といった一般的事項から、企業組織設立手
続きや会計、税制に関する基本事項等について幅広
く解説しています。
2018年12月04日更新
https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2013/10/taiwan.html

2019年度版　マレーシア投資ガイド
Japanese
本投資ガイドは、マレーシアに投資またはマレーシア
にて事業を検討されている企業の皆様に、情報提供
を目的としてKPMGが発行している出版物です。事業
活動にあたって準拠しなければならない諸法規の要
請、並びに税制や諸条件の概略を説明しています。 
2019年3月22日更新
https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2013/10/malaysia.html

2018年度版　フィリピン投資ガイド
Japanese
本投資ガイドではフィリピンへの投資方法について
解説するとともに、事業規制、税制、投資に対する優
遇措置について説明します。特に税制については法
人所得税、源泉税、付加価値税、個人所得税など幅
広く解説しています。
2019年01月07日更新
https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2015/09/philippines.html

韓国のビジネス実務ガイドブック2019
Japanese
本ビジネス実務ガイドブックはKPMGソウル事務所
の三晸（サムジョン）会計法人が収録したもので、韓国
で企業活動を行うにあたって必要となる各種制度の
うち、重要なものを選定しており、韓国への進出を考
える企業から、すでに韓国へ進出している企業まで、
幅広い読者の方を対象に内容を充実させております。
2019年3月27日更新
http://jpn.kr.kpmg.com/?lang=kr&tid=18&l1id 
=124
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世界各国に駐在している日本人および日本語対応が可能なプロフェッショナルが、
海外法人および海外進出企業に対してサービスを提供します。
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